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１．はじめに 

温暖化対策を進めるうえで、世界的かつ長期的な影響の定量的評価は中心的な課題であり、地球温暖化統合

評価モデルが唯一のツールとして開発が進められてきた。気候変動に関する政府間パネル(IPCC)でも数多くの

モデルが定量評価に貢献している。 

しかしながら、現在までの統合評価モデルは温暖化対策という長期的かつ不確実性の高い問題においてはな

お十分な方法論を提供していない。温暖化の進行と影響の規模や時期、地域的分布、その社会経済影響、技術

的緩和策の費用、適応策の考慮、気候工学(ジオエンジニアリング)の実施可能性などの様々な不確実性が避け

られない。従来の多くのモデル開発ではパラメータの変化で不確実性を表現してきたが、このアプローチには

現実の意思決定プロセスに適用するにはいくつかの限界が存在する。 

第一に、期待値に基づく不確実性評価方法論では現実の決定問題におけるリスク回避の志向が反映され難い。

第二に、複数の意思決定者が妥協点を探る合意決定プロセスでは通常の最適解が一意に決まらないケースのあ

ることが知られている。第三に、気候工学のように対策の特性についてなお未知である場合がある。第四に、

適応策のように個別的な対策の場合、対策の種類の多様性や体系化がなされていない場合がある。また、現実

の問題が大規模であるだけに、単一のモデルですべてを包括することには現実的でない。そこで、本課題では、

プロジェクトの中で4つのモデルが同一のシナリオの設定のもとでシミュレーションを行い、結果の比較を行い

つつ、各モデルの特長による独自の知見提供という2段階のアプローチをとることとする。 

 

２．研究開発目的 
本テーマS10-4は、温暖化問題の不確実性に対し頑健な緩和策を定量的に求めるため、以下の４つのサブテー

マの連携により、①共通将来シナリオに基づく４モデルの比較、②各モデルの特長を活かす独自の知見提供、

により問題解決を目指す。これら４モデルはそれぞれサブテーマを担当し、図-1のように相互に接続される。

各サブテーマの独自の目標課題を以下に示す。 
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サブテーマ（１）不確実下の意思決

定方法に着目したエネルギー経済モ

デルの開発動向調査と拡張では、後

悔値最小化法と多段階意思決定モデ

ルの開発、参加地域と経済部門の部

分参加の影響などを扱う。サブテー

マ（２） 複数主体の相互作用を考慮

したエネルギー経済モデルの開発動

向調査と評価では多地域・多部門一

般均衡型逐次動学最適化モデルによ

り、ゲーム論的行動の帰結を明らか

にする。サブテーマ（３） 適応・ジ

オエンジニアリングを考慮した統合

評価モデルの拡張と応用は、成層圏エアロゾル注入や太陽放射管理(SRM)など気候工学方法のコスト評価や適応

のモデル導入を行う。サブテーマ（４）温暖化対策のための適応ポテンシャル・コスト見積もりおよび社会経

済シナリオに関するメタ分析と統合評価モデルによる評価はマルチモデル評価のプラットホームとなる共通社

会シナリオや適応コスト等を調査及び評価し各モデルに提供する。 

 

３．研究開発方法 

（１）不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

1) SSP-RCP-戦略ケースに対するマルチモデルによる比較 

 本課題では以下の4モデルが評価に参加し共通する知見と評価の幅を与える。①MARIA-14 (通時的非線形最適

化型モデル、エネルギー、経済、土地利用、温暖化影響をすべて一体で解く)、②EMEDA-MER (多部門多地域応

用一般均衡逐次動学的モデル)、③GRAPE (エネルギー・経済・土地利用モジュールを結合したモデルと気候変

動モジュールのソフトリンクを持つ。陸域炭素収支、太陽放射等を扱える)、④AIM/CGE(農業部門、土地利用も

詳細に記述する逐次動学応用一般均衡モデル) とりまとめはサブテーマ（１）が行うが、テーマを共通する課

題である。 

将来シナリオの共通設定として、2016年に世界気候変動研究コミュニティが公表したSSP-RCPシナリオのうち

SSP1 (持続可能社会)、SSP2 (中庸型社会)、SSP3 (分断型社会) を将来の社会像として､人口やGDPの想定を整

合させた。このもとで1. 成り行きケース (BAU)、2. RCP6.0、 3.RCP4.5、4.RCP2.6の放射強制力制約の「分析

ケース」、さらにICA-RUS独自の「戦略ケース」、すなわち①気候感度(CS)に3.6℃を想定、②目標気温上昇(TG)

を1.5℃、2℃および2.5℃の3種類を想定する場合を加える。加えて、SSP2においてTG20_CS36のケースにおける

標準想定からの変化として、「21世紀半ばまで気候感度=3.0℃を想定していた計画を、実際の気候感度=4.5℃

であったことが判明した場合に、あくまで目標温度上昇を実現しようとする学習シナリオ (CS30-45)」を含む6

種の「バリアントシナリオ」を設定した。本マルチモデル比較評価計算ケースとその結果を表-1に示す。 

 

表-1 マルチモデルシミュレーションケースのまとめ 

MARIA EMEDA GRAPE AIM MARIA EMEDA GRAPE AIM MARIA EMEDA GRAPE AIM

BAU 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
RCP6.0 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
RCP4.5 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
RCP2.6 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
TG2５_CS36 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
TG20_CS36 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
TG15_CS36 〇 × 〇 〇 × × 〇 〇 × × 〇 ×
LowCost 〇 〇

LowBiomass 〇 〇
LowNuclear 〇 〇

LowCCS 〇 〇
Adaptaion 〇

CS30-CS45 △ 〇

SSP-1

TG20_CS36

ベースバリア

ントシナリオ

SSP-2 SSP-3

戦略ケース

分析ケース

 

(*1) tg以下の数値は目標気温×10、cs以下の数値は想定された気候感度×⒑を表す 

(*2) ×: 実行可能解を得られない、あるいは計算が異常終了する場合 

(*3) △:目標温度上昇を完全には達成できなかったケース 

  

サブテーマ１：不確実下の意思決定方
法に着目したエネルギー経済モデル

サブテーマ2：複数主体の相互作用を
考慮したエネルギー経済モデル

サブテーマ3：適応・ジオエンジニアリングを考慮した統合評価モデル
およびジオエンジニアリングの検討状況に関するメタ分析

サブテーマ4：適応ポテンシャル・コストと
社会経済シナリオに関するメタ分析

サブテーマ間の相互関係

将来の技術開発、温暖化影響、対策の
不確実性評価のモデル開発→技術戦略

国際交渉など複数主体の意思決定によ
る行動評価→制度設計と行動戦略

適応策・ジオエンジ
ニアリングのモデル
表現と実装 → 数量

化の方法

適応策のポテンシャル評価
→ 体系化とメタ分析

ジオエンジニアリングのポテンシャル
評価 → 体系化とメタ分析

図-1 S10-4サブテーマ間の相互連携構造 
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また、2)緩和策リスクインベントリ表とフロー図の作成ではIPCC-AR5報告書から緩和オプションの相互影響関

係をとりまとめ、さらにフロー図で視覚化した。 

 このサブテーマの独自課題として、さらに3) 不確実性評価方法調査と後悔値最小化法による多段階意思決定

モデルの開発では期待効用最大化に代わる新しい枠組みとして、後悔値をミンコフスキーの一般化距離による

定式化を提案し、MARIAに多段階意思決定法を導入した。4) THERESIAモデルによる一国のエネルギー・環境政

策の自国と世界に及ぼす影響分析では排出量制約に参加する国や部門が部分的である場合の影響評価を行った。

5) 気候感度不確実性を考慮したMARIAの多段階意思決定モデルによる評価では、テーマS10-1の塩竃ら12)による

気候観測データの蓄積による将来の大気温度の上昇の不確実性の解消プロセスについて多段階意思決定戦略評

価を行い、情報の獲得の価値を計った。6)世界最適行動としての2℃目標の意味と前提条件変化に対する行動変

化のモデル化では、「合理的行動としての2℃目標」の定式化を提案し、前提条件の変化が導く行動変化を整合

性ある最適行動として評価した。 

 

（２）1 不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

本サブテーマが扱う世界経済モデルEMEDAは、多地域多部門応用一般均衡モデルを構成し、気候変動モデルを

組み込むことで多主体の動向とその影響を分析する。このモデルは産業部門別評価が可能な特徴を有する。こ

のモデルにより①各地域が完全に利己的に振る舞った状況であるナッシュ均衡と、地域全体にとって効率的状

況を達成可能なナッシュ交渉解を比較することで、多主体の行動様式の影響を複眼的にとらえる。②異常気象

影響を含む気候変動の経済影響評価への拡張、さらに③AD-DICEモデルの定式化の応用による適応策導入効果の

ための拡張と地域別経済影響評価への拡張を行い、各地域・各産業の温暖化影響を評価しマルチモデルに結果

を与えた。 

 

（２）2 不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

本研究では、ケインズ的な世界を前提としたコンパクトモデルを定式化した。この需要主導型モデルは不均

衡を認めるモデル構造になっている。 

 

（３）適応・ジオエンジニアリングを考慮した統合評価モデルの拡張と応用 

 このサブテーマでは、気候工学的方法のコスト調査を文献に基づきメタ分析し、さらに適応策とともに統合

評価モデルGRAPEに導入することで様々な社会状況の下で緩和策評価を行う。具体的には、文献に基づき1)成層

圏エアロゾル注入のコスト分析、2)二酸化炭素直接空気回収のコスト分析を行い、さらにGRAPEの拡張により、

3)バイオマスCCS分析のためのモデル詳細化と土地利用に与える影響評価、4)太陽放射管理と緩和策の組み合わ

せによる温度安定化シナリオ分析、さらに5)適応を組み込んだ分析の検討、を行いマルチモデル比較に情報を

提供した。 

温暖化ダメージ関数に緩和策の進展や適応策を組み込み、経済全体への影響を評価する。 

 

（４）適応ポテンシャル・コスト見積もりおよび社会経済シナリオに関するメタ分析と統合評価モデルによる

評価では、統合評価モデルにおける既存文献を整理するとともに、本プロジェクトで共有可能な将来シナリオ

をとりまとめ、モデル共通のプラットホームデータを提供する。具体的には、文献調査により1) 統合評価モデ

ルでの入力として活用可能な適応ポテンシャル・費用に関するメタ分析、さらに2016年に整備されIPCCでも共

通して用いられる新たな社会経済シナリオとして公表されたSSPの策定作業に参加して 2) 将来の社会経済シ

ナリオの整理を行い、共通基盤データを提供した。また、3) 統合評価モデルによる適応策、緩和策の総合評価

の試算ではAIM/CGEによる気候政策評価を行い、マルチモデル比較に情報を提供した。 

 

４．結果及び考察 

（１）不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

 テーマ共通課題である1) SSP-RCP-戦略ケースに対するマルチモデルによる比較では、４モデルの結果をとり

まとめ、主要な指標、すなわちa.GHG排出・削減経路、b.GDPの損失、c.最終エネルギー消費、d.一次エネルギ

ー供給の推移、e.エネルギー技術、f.土地利用と食料需給、g.産業部門・地域別影響、h.緩和策に導入制約が

ある場合の対策評価についてモデル間の共通性と差異に関する知見を得た。 

これらに基づく主要な知見として以下がある。GDP損失を見ると温暖化目標が厳しくなるにつれ実行可能性が

明らかに低下し解を与えるモデルが減少した。1.5°C目標はSSP1シナリオからは実現可能性が高く、SSP3から

は極めて困難となる。また温暖化制約の影響は世界的には比較的小さいが、影響の地域差は大きい。一次エネ

ルギー供給に関しては、温暖化政策導入時に再生可能エネルギー主導か、バイオマス+CCS主導か、原子力主導
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かモデルの解は広がりを見せている。言い換えれば、同じ気候目標の達成にも、社会にはなお選択の余地が大

きいことが示された。エネルギー技術は1.5℃目標の場合に電源の急激な非化石化 (原子力、再生可能)、各部

門の電化による電力需要増、GRAPEではさらにBECCSについても2030年から大規模に導入されるという現実的な

困難さが示唆された。土地利用と食料需給では、穀物生産量は、いずれのケースにおいても世界合計では温暖

化対策による変化は小さいものの、地域的には大きな差が現れた。緩和策に導入制約がある場合、GDP損失率で

見ると、CCS制約、バイオマス制約の影響は特定地域に大きく現れ、また21世紀半ばでの気候感度の想定変化は

大きな損失上昇を生む。全体的に、厳しい温暖化対策は世界全体よりも経済影響の地域差が大きくなる傾向を

示している。結果の例として、図-2 に世界のSSPごとのTG15,20,25ケースにおけるGDP損失率の推移を示す。 

 

―：AIM  －：GRAPE  －：EMEDA   －：MARIA 

図-2 世界のSSP-目標温度別GDP損失率：1.5℃目標では解を与えるモデルが減少 

 

2) 緩和策リスクインベントリ表とフロー図の作成では、テーマ１～３が作成した気候影響リスクのインベント

リ表とは少し異なり、オプション間の連鎖はあまり明確ではない。 

 サブテーマ独自課題の結果としては、3) 不確実性評価方法調査と後悔値最小化法による多段階意思決定モデ

ルの開発では、後悔値最小化意思決定は、期待効用最大化決定に比べ明らかに低いCO2経路を選択した。4) 

THERESIAモデルによる一国のエネルギー・環境政策の自国と世界に及ぼす影響分析では排出抑制への参加が一

部である場合の炭素漏えいの大きさと、排出を消費財に体化すると「輸出財に体化された先進国のCO2排出によ

る純排出量の削減」が発生した。5) 気候感度不確実性を考慮したMARIAの多段階意思決定モデルによる評価は

Shiogama(2016)による気候感度の不確実性解消プロセスを多段階意思決定モデルに導入した結果、1.部分的な

情報でも多段階意思決定戦略をとることは経済的な意義が認められる、2.情報の価値は単純平均では2℃目標達

成時には約2％に達する。6)世界最適行動としての2℃目標の意味と前提条件変化に対する行動変化のモデル化

は、前提条件の変化に対して2℃温度目標を柔軟に変化させるか、2℃を無条件制約とするかで大きな経済的損
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失の変化が現れた。 

 

（２）1 不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

ⅰ 多主体・多部門ゲーミングシミュレーションモデルの開発 

マルチモデルへの共通的結果提供とともに、g.産業部門・地域別影響に唯一結果を提供した。 まず1)多主

体・多部門ゲーミングシミュレーションモデルの開発では、EMEDAは8地域から構成される特徴をいかして､ゲー

ミングシミュレーションに中国と米国のみがゲームのプレーヤーとなる状況、および中国、米国、日本の三か

国がプレーヤーとなる状況の、二つの場合のゲーミングシミュレーションを試みた。結果として2地域ゲームと

3地域ゲームを比較すると、米国と中国の削減率はさほど変わりがなく結果に頑健性があること、全球平均気温

の変化で見た場合、ナッシュ均衡とナッシュ交渉解の差は2100年時点で比較して0.1℃程度しかないことが示さ

れた。これは温暖化被害が貿易を通じ国内産業にも波及して悪影響を与えるため、利己的に行動する各地域は

他地域を考慮する必要があるからである。また2)異常気象影響を含む気候変動経済影響評価のための拡張では

熱帯低気圧の強度の増加に着目した温暖化経済被害関数の作成を行い、この被害関数をEMEDAに組み込み農業や

生物多様性への経済的影響を評価した。3)適応策導入効果のための拡張と地域別経済影響評価では適応と被害

の計算を可能とするモデルの拡張を行った。2100年で4度上昇となるSSP3・BaUでは、適応水準が次第に増加し、

例えば日本で60%弱、アフリカで65%程度の高い適応率を得た。適応費用は日本でGDP比0.5%程度、アフリカでは

1%以上と大きな地域差が確認された。また産業部門別評価では、第一次から第三次産業まで類似して温暖化政

策によりOECDでの純輸出の大幅な減少やアジア地域での増加傾向が見られた。 

 

（２）2 不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

 既存のエネルギー経済モデルが一般均衡および消費者の効用最大化を求めるのに対し、ここでは政策協調の

政策ゲームを考え、目的関数に二次損失型目的関数を設定する定式化を行った。 

 

（３）適応・ジオエンジニアリングを考慮した統合評価モデルの拡張と応用 
 文献調査と、その結果のGRAPEへの導入によりマルチモデル評価に寄与する。1)成層圏エアロゾル注入(SAI)

のコスト分析、2)二酸化炭素直接空気回収(DAC)のコスト分析では、文献調査等から、コストの不確実性の高さ

を明らかにし、SAIコストが既往研究よりも高価となる結果、およびDACが他の緩和技術より１Mt-CO2/年のCO2

回収コストが一桁高いといった試算結果を得た。 

 3)バイオマスCCS分析のためのモデル詳細化と土地利用に与える影響評価では、BECCSによるCO2の回収は、バ

イオマス供給制約がない場合、2050年に6 GtCO2 yr-1、2100年には13.7 GtCO2 yr-1に達した。この時、エネルギ

ー作物向け農地は、2050年に100 Mha、2100年に300 Mha利用された。バイオマス供給制約ありの場合、大規模

BECCS (> 3.6 GtCO2 yr-1) は2040年から始まり、2050年に5.2 GtCO2 yr-1、2100年に9.7 GtCO2 yr-1に達した。

エネルギー作物の土地利用は限られ、2050年に40 Mha、2100年に30 Mhaであった。4)太陽放射管理(SRM)と緩和

策の組み合わせによる温度安定化シナリオ分析では、緩和策のみの場合にくらべSRM導入を仮定すると世界GDP

損失はほぼ半減した。これはSRM量が少量であっても経済影響が緩和されるためである。5)適応を組み込んだ分

析の検討では緩和策よりも適応策をより多く活用した方がより経済的となったが、不確実性の大きさと、適応

策ではティッピング現象が回避できない点にも留意の必要がある。 

 

（４）適応ポテンシャル・コスト見積もりおよび社会経済シナリオに関するメタ分析と統合評価モデルによる

評価 

1) 統合評価モデルでの入力として活用可能な適応ポテンシャル・費用に関するメタ分析では、 適応ポテンシ

ャル・コスト見積りの情報を含む2006年以降の既存文献の網羅的な収集を実施し表に取りまとめを行った。現

状では、世界全体を統一的に網羅した定量的データベースを作成できる段階には至っていない。2) 将来の社会

経済シナリオの整理では、SSPシナリオの作成作業に参加し、結果の分析を行った。SSPの記述的背景の差異か

ら、例えば、SSP2及びSSP3の社会ともに目標が同じ場合において、ほぼ同じだけの一次エネルギー供給量にな

るという結果になったが、その内訳は、SSP3では原子力発電の比率が極めて低く、SSP2の方がCCSの比率が高く

なる等の大きな差異がある。また、このような共有シナリオを利用することの長所と短所の整理を行った。こ

のほか、食糧需給・土地利用を含むAIM、GRAPE、MARIAの3モデルに対して、SSP-RCP別の穀物別収率データを提

供した。3) 統合評価モデルによる適応策、緩和策の総合評価の試算として、AIM/CGEモデルによりマルチモデ

ルアプローチにSSP-RCP-戦略ケースのシミュレーションデータを提供した。さらに、分析に当たって、CGEモデ

ルが気候変動による影響や適応策をどのように捉えることができるか、またその結果はどのようなものなのか

を整理した。また、気候変動影響や適応策をCGEモデルで扱うことの限界も整理した。 
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５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

リスクマネジメント策定戦略における不確実性について調査・体系化するとともに、従来の問題点の克服を

目指しモデル構築の方法論の提供とモデル開発を行った。まず共通社会経済シナリオSSPと共通温暖化対策ケー

スRCPに対して比較可能となるようモデルの前提条件を適合させ、共通した知見と相違する論点を明らかにした。

マルチモデルの比較の結果、基本的な世界の趨勢が持続可能性を目指す世界像からは1.5℃目標でさえ比較的近

接した結果が得られ､分断化された社会からは2℃目標達成も困難であった。また、温暖化政策による世界全体

でのマクロ経済指標の変化が小さいのに対し、地域ごとの変化の大きさが共通の傾向として示され、温暖化対

策の負荷分担の差異をどのように吸収するかが明らかとなった。 

不確実性については地球環境問題のリスクマネジメントを、①繰り返しのない意思決定問題としての多段階

意思決定法、②多地域・多部門の視点からの温暖化対策緩和策実施上の影響評価、③気候工学やBECCS等不確実

性の高い温暖化対策技術の評価、モデル研究との協働による不確実下の意思決定のための方法論の拡張、④ 適

応策の基本的な調査とマクロモデルによる検討、についてそれぞれ調査と方法論の開発により接近した。いず

れも地球温暖化の不確実性に対する接近法としての科学的意義は大きいと考えられる。 

 

（２）環境政策への貢献 

＜行政が既に活用した成果＞ 

 2017年に中央環境審議会で取りまとめられた「気候変動適応策を推進するための科学的知見と気候リスク情

報に関する取組の方針（中間取りまとめ）」では、温暖化による影響や適応を評価するための共通シナリオと

してSSPsが取り上げられ、日本版SSPsの作成に向けた調査研究を進めることが適当であると明記された。こう

した点は、SSPsの定量的な情報とともに、本研究で整理したSSPsの役割が認識されたことによるといえる。 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

温暖化対策行動の将来には、①温暖化の進行の水準、②温暖化影響、③対策コスト、④協調と競合を含む実

施主体の行動、⑤革新的技術の可能性、など大きな不確実性が横たわっている。このような不確実性に対して、

政策実施上2℃制約をどのようにとらえるのかは大きな課題となっている。本研究の知見はS10-1、S10-2、S10-3

などとの横断的な情報の統合化により、国際的な場における不確実下のリスクマネジメントと温暖化政策の実

装に対し定量的情報とその源、および政策決定のための科学的な裏付けを与えるものであり、これにより、温

暖化対応政策を実装する際、どれほどの幅の不確実性が存在し、また対策費用の幅がどれほどになるのかの指

針を与えた。特に、気候モデルとの協働による不確実性評価では、科学的研究の蓄積とその経済効果の関係の

評価は、環境研究の経済的価値を明らかにした初のものである。またもし前提条件に何らかの科学的知見によ

る変化があった場合の対策費用の変化や、温度目標管理の柔軟性の意味を定量的に与えることができるように

なった。 

中でも、全世界的な影響とコストが受容可能な範囲であっても影響の地域差が場合によっては非常に大きく

現れる可能性や、ベースラインとなる世界の社会経済像が持続可能性志向である世界観からは1.5℃目標世界に

比較的近接し、分断化志向である場合では2℃目標世界は困難であるなど、温暖化政策だけでない社会経済・環

境政策の在り方が温暖化影響緩和に大きく影響することは、気候変動政策以外の政策の副次的便益の大きさが

重要なことを示すものである。 

また、本課題に参加した２つの多地域多部門モデル(EMEDAとTHERESIA)は、具体的な中期的産業政策と環境政

策の指針を提供する。EMEDAはどの地域のどの産業が温暖化と対策の影響を受けるかを明らかにした。また

THERESIAは炭素排出規制で以前から提案されている「セクトラルアプローチ」および「炭素排出の生産段階で

の勘定」か「消費財への体化」という具体的な政策に対し、炭素漏えいだけでなく参加部門や参加地域が限定

的である場合にどのような影響が発生するかを示した。これは排出権取引や国際的な炭素課税政策における「実

施上の不確実性とその効果」を事前評価するものであり、実務上も環境経済政策への寄与が大きいと考えられ

る。 

気候工学は、温暖化対策の緊急避難的手段とみなされており実効性や経済性についてはなお不確かな点が多

く、倫理的観点も加味すれば、必ずしもマクロなモデルのみで評価できる段階ではないが、事前に、「この技

術ができるとすればどれほどの価値がありうるのか」は今後の対策を進めるうえで意義が大きいものと考えら

れる。 

本研究で行った温暖化影響、適応ポテンシャルや費用に関する考察は、わが国における適応計画の更新や、

これから適応計画を策定する国や自治体にとっても有効となる。また、適応策の実施に関する条件は、社会経

済状況や気温の変化等によっても変わりうることから、政策としてどのような情報が必要となるかについての

緩和策、適応策を統合した分析は、長期的な視点を持った削減シナリオの評価に不可欠であり、2020年以降の



S-10-4-vii 

 

 

目標策定の議論をはじめとした温暖化政策への貢献が期待される。 

 さらに、日本版SSPsの作成を含めて、今後追加での作業が必要となるが、世界を対象とした社会経済シナリ

オと整合する国内の社会経済シナリオは、日本における適応策の検討や、長期の低炭素開発戦略の策定にも大

きく貢献するものであり、地方自治体を含めた行政機関において活用が見込まれる。また国際的には本研究の

成果を本課題終了後に学術論文としてIPCC AR6に向け公表することで、我が国のこの研究分野での貢献と、世

界における議論のリードを見込める。 
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S-10-4 技術・社会・経済の不確実性の下での気候変動リスク管理オプションの評価 

 

（１）総合的な確率的気候変動シナリオおよび影響シナリオの構築 
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［要旨］ 

地球温暖化対策オプションの社会経済への影響について、これまでも中長期エネルギー経済モデル開

発と評価が行われ、温暖化政策評価に寄与してきた。しかしながら、既存のモデル開発には、気候変動

と影響に関する不確実性の取り扱いの課題が残っている。 

本サブテーマでは、本テーマに共通する2つの課題の総括と、特に不確実性に着目した4課題合計、す

なわち以下の6つの研究課題を取り扱う。 

まず、本テーマに共通した課題の取りまとめとして、 

1) SSP-RCP-戦略ケースに対するマルチモデルによる比較 

 地球規模の環境問題対策の定量的な評価方法としては、まだ確立した方法がないため、各研究者が独

自の方法で開発した何らかのモデルに依存することになる。しかし対象が大規模なため、何らかの簡略

化が不可欠である。このため、単一のモデル評価ではなく複数の将来シナリオに対して複数のモデル評

価により共通する知見と評価の幅に着目する接近法が広くとられている。本課題ではMARIA-14モデル 

(東京理科大学)、EMEDA-MERモデル (上智大学)、GRAPEモデル (エネルギー総合工学研究所)、AIMモデル 

(国立環境研究所)のモデルがSSP-RCPおよびSSP-独自戦略ケースの共通社会経済シナリオおよび温暖化

対策シナリオに対してシミュレーションを行い、相互比較により共通する知見とモデル間の差異を明ら

かにした。 

2) 緩和策リスクインベントリ表とフロー図の作成 

IPCC-AR5報告書では、大気中の温室効果ガス濃度の安定化を図るためには、エネルギーの有効使用、

そしてエネルギー生産、交通運輸、建築、工業、土地利用及び人間居住など各分野での更なる排出削減

が必要とすると指摘し、技術措置や行動変化などを含めた様々な統治レベルや経済セクターで取り得る

緩和策選択肢を提供した。ここで、これらのオプションの相互影響関係のとりまとめを別テーマ(S10-

１～3)に倣い、表及びフローチャートで行うこととした。 

次に、本サブテーマ独自の課題として、以下を行った。 

3) 不確実性評価方法調査と後悔値最小化法による多段階意思決定モデルの開発 

これまで用いられてきた不確実下の意思決定評価は、理論的にもっとも一貫性のある期待効用の最大

化に着目している。これに対し繰り返しのない意思決定問題では、むしろ結果論に着目する最大後悔値

最小化が現実的とも考えられる。しかしこの方法は蓋然性を考慮しないため極端なシナリオで解が決ま
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る問題がある。そこで本研究では、統合評価モデルMARIAを拡張して後悔値を一般化距離で定式化し、期

待効用最大化と比較することを目的とする。 

4) 地域と部門の部分的参加による影響評価 

 環境政策の導入は、必ずしも世界一律かつ全産業に均等に課されるとは限らない。参加する地域が限

定的であったり、特定の部門が排出権取引に参加しない可能性がある。ここではこのような制度の不確

実性を多地域多部門モデルTHERESIAで評価する。 

5) 気候感度不確実性を考慮したMARIAの多段階意思決定モデルによる評価 

 気候感度の不確実性の幅が観測データの蓄積により削減可能な場合、どのような行動をとるべきか、

またそのような科学的蓄積にどれほどの経済的価値があるかを、気候モデル研究と協働することで評価

することを目的とする。 

6) 世界最適行動としての2℃目標の意味と前提条件変化に対する行動変化のモデル化 

 2℃目標への合意が現在の世界の何らかの意味での最適な行動の結果であるとした場合、無条件な最優

先遵守目標でないとすると想定条件の変化によりどのような行動変化がとられるべきなのかの評価を行

う。すなわち、価値判断に一貫性のもとで気候感度やCCS導入量に制約が加わった場合、排出経路や大気

温制約がどのように変化するかの評価が可能となる。 

 

［キーワード］ 

地球温暖化対策、不確実性、多段階意思決定、エネルギー技術戦略、多部門多主体モデル 

 

１．はじめに 

温暖化対策を進めるうえで、世界的かつ長期的な影響の定量的評価は中心的な課題であるもの、要因

が複雑に絡み合うため評価は容易ではない。エネルギー経済モデルおよびこの拡張である地球温暖化統

合評価モデルは、この唯一のツールとして開発が進められてきた。気候変動に関する政府間パネル(IPCC)

でも、新排出シナリオや第4次評価報告書、さらに第5次評価報告書で数多くのモデルが定量評価に貢献

している。現在までのところ、近年のPindyck1)やRosen2)の批判に見られるよう割引率の設定など課題を

抱えつつも、温暖化対策オプションの評価と戦略策定に当たってはこのエネルギー経済モデルに基礎を

置く統合評価モデルが定量評価を可能とする唯一のツールと言っても良い。 

しかしながら、現在までの統合評価モデルは温暖化対策という長期的かつ不確実性の高い意思決定温

暖化問題においては、なお十分な方法論を提供していない。従来のモデル開発においては多くのモデル

が確定的なものであり、パラメータを様々に変えることで不確実性を表現してきた。しかしながらこの

アプローチには現実の意思決定プロセスに適用するにはいくつかの限界がある。例えば既存の不確実性

評価は主に将来の期待値に基づいてきたが、これは繰り返しのない現実の決定問題におけるリスク回避

の志向が反映され難いなど、理論と現実行動との乖離が指摘されている。期待値に代わる接近法として

最大後悔値最小化法が知られているものの、これは事象生起の蓋然性が無視され極端なケース設定で評

価が下される問題がある。 

このように、不確実性は地球環境問題においてきわめて重要である反面まだ研究が不十分な状況であ

り、モデルと現実の決定基準との間のギャップが指摘される一因となっている。 

他方、現実の問題の大規模性を考えると、単一のモデルですべてを包括することには「実物大の地図

の作成」という不可能かつ無意味な命題となる。いずれのモデルも何らかの断面に着目するが、できる
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限り前提条件をそろえた上で特性の異なるモデルが共通した知見を導けばそれらは強い知見となろうし、

結果が広がればそれらは選択の広さあるいは不確実性の幅を表すものとなろう。このような点から、近

年では世界でMIPSと呼ばれるモデル比較プロジェクトが普及しつつある3)4)5)。しかしこれまで統合評価

モデルは前提条件を一致させるのが困難であり相互比較による検討は今後の課題であった。本課題では、

プロジェクトの中で4つのモデルが同一のシナリオの設定のもとでシミュレーションを行い、結果の比較

を行った。 

さらに、上記のサブテーマ間の協同作業に加え、本サブテーマ独自の課題として、不確実性をモデル

上で扱うための様々な拡張を行った。 

 

２．研究開発目的 

本テーマS10-4は、戦略研究プロジェクトS10全体の中で、エネルギー経済モデル方法論において不確

実性に対処する方法論の既存研究調査を行うとともに新たな方法をモデル開発に導入してエネルギー経

済モデルの開発を行い、リスク管理の基礎的な評価手段を提供することを目的とする。 

1) マルチモデルによるモデル比較 

 まず構成の異なる４モデルが共通のシナリオと温暖化委政策の下にシミュレーションを行い、共通の

知見と結果の差異を比較するマルチモデルアプローチをとる。ここで各サブテーマは①共通したシナリ

オのもとでシミュレーション結果を提供し、マルチモデルにより現在得られている科学的知識にもとづ

く共通した知見と結果の幅の解釈、さらに②各モデルの特徴による独自の知見の提供、の2側面の情報を

提供する。本テーマS10-4は、このように４つのサブテーマが連携する。本テーマ全体の具体的課題をま

ず示す。 

(1) 不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

 ここでは将来の技術開発、温暖化影響、対策、および行動の不確実性に対する最適な意思決定行動を

導くための方法論とモデル開発を行う。 

(2) 複数主体の相互作用を考慮したエネルギー経済モデルの開発動向調査と評価 

 ここでは国際交渉など複数主体の意思決定行動の帰結を評価するモデル開発を行う。これは制度設計

や行動戦略に関する指針を提供する。 

(3) 適応・ジオエンジニアリングを考慮した統合評価モデルの拡張と応用 

 ここでは適応策やジオエンジニアリングなど対策オプションとしての特性がまだ十分に知られていな

い課題に関する調査とモデル上での取り扱い方法の提供を目的とする。 

(4) 温暖化対策のための適応ポテンシャル・コスト見積もりおよび社会経済シナリオに関するメタ分析

と統合評価モデルによる評価 

ここでは適応策についてそのポテンシャルとコスト、取り扱いに関するメタ分析を行う。 

これら４サブテーマは図(1)-１のように相互に接続される。 

 



 S-10-4-4 

 

図(1)-1  S10-4 ４サブテーマ間の相互連携 

2) リスクインベントリ表の作成 

 S10-4はS10のなかで対策オプションに着目するので、S10の影響評価にならい、対策オプション導入時

のリスクインベントリとフローを視覚化する。上記2課題は、このS10-4-(1)の中で論じられるが、あく

までS10-4の共通課題であることを強調しておきたい。 

本サブテーマS10-4-(1)は、不確実性評価に対して様々な角度から接近するために、以下のようにモデ

ル方法の拡張を行う。 

3) 不確実性評価方法調査と後悔値最小化法による多段階意思決定モデルの開発 

これまで用いられてきた不確実下の意思決定評価は、理論的にもっとも一貫性のある期待効用の最大

化に着目している。これに対し繰り返しのない意思決定問題では、むしろ結果論に着目する最大後悔値

最小化が現実的とも考えられる。しかしこの方法は蓋然性を考慮しないため極端なシナリオで解が決ま

る問題がある。そこで本研究では、統合評価モデルMARIAを拡張して後悔値を一般化距離で定式化し、期

待効用最大化と比較することを目的とする。 

4) 地域と部門の部分的参加による影響評価 

 環境政策の導入は、必ずしも世界一律かつ全産業に均等に課されるとは限らない。参加する地域が限

定的であったり、特定の部門が排出権取引に参加しない可能性がある。ここではこのような制度の不確

実性を多地域多部門モデルTHERESIAで評価する。 

5) 気候感度不確実性を考慮したMARIAの多段階意思決定モデルによる評価 

 気候感度の不確実性の幅が観測データの蓄積により削減可能な場合、どのような行動をとるべきか、

またそのような科学的蓄積にどれほどの経済的価値があるかを、気候モデル研究と協働することで評価

することを目的とする。 

6) 世界最適行動としての2℃目標の意味と前提条件変化に対する行動変化のモデル化 

 2℃目標への合意が現在の世界の何らかの意味での最適な行動の結果であるとした場合、無条件な最優

先遵守目標でないとすると想定条件の変化によりどのような行動変化ががとられるべきなのかの評価を

行う。すなわち、価値判断に一貫性があるとして行動目標に柔軟性を導入すると、例えば気候感度やCCS

導入量に制約が加わった場合、排出経路や大気温制約がどのように変化するかを見る。 

サブテーマ１：不確実下の意思決定方
法に着目したエネルギー経済モデル

サブテーマ2：複数主体の相互作用を
考慮したエネルギー経済モデル

サブテーマ3：適応・ジオエンジニアリングを考慮した統合評価モデル
およびジオエンジニアリングの検討状況に関するメタ分析

サブテーマ4：適応ポテンシャル・コストと
社会経済シナリオに関するメタ分析

サブテーマ間の相互関係

将来の技術開発、温暖化影響、対策の
不確実性評価のモデル開発→技術戦略

国際交渉など複数主体の意思決定によ
る行動評価→制度設計と行動戦略

適応策・ジオエンジ
ニアリングのモデル
表現と実装 → 数量

化の方法

適応策のポテンシャル評価
→ 体系化とメタ分析

ジオエンジニアリングのポテンシャル
評価 → 体系化とメタ分析
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３．研究開発方法 

（１）不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張 

1) SSP-RCP-戦略ケースに対するマルチモデルによる比較 

 地球規模の環境問題対策の定量的な評価方法としては、まだ確立した方法がないため、各研究者が独

自の方法で開発した何らかのモデルに依存するほかはない。これらのモデルは、基本的にエネルギー技

術評価ブロック、経済活動評価ブロックに加え、気候モデルブロック、土地利用評価ブロックなど複数

分野の相互影響を定量的に扱う体系を持つ。しかし対象が大規模なため、シミュレーション計算のため

にも結果の意味の抽出と理解のためにも、何らかの簡略化が不可欠である。例えば、経済活動をマクロ

経済活動に一本化したり、通時的な最適化を時間断面ごとの最適化の繰り返し(逐次最適化)による表現

がとられる。地球の空間分割、社会経済構造、将来の技術コスト、普及の上限、政策的問題などについ

ても何らかの縮約と仮定が必要である。このため、単一のモデル評価ではなく複数の将来シナリオに対

して複数のモデル評価により共通する知見と評価の幅に着目する接近法が広くとられるようになってき

た。IPCC-SRES(2000)6)からIPCC-AR57)はいずれも、この接近法をとる。また前述のEMF4)、AMPERE5)をはじ

め数々のプロジェクトが進行中であり、今後の政策評価に不確実幅を含む知見を与えることが期待され

ている。本課題では以下の4モデルが評価に参加した。 

i) MARIA-14モデル (東京理科大学) 

構成: 長期通時的非線形最適化型モデル、エネルギー、経済、土地利用、温暖化影響をすべて一体で解

く。経済活動はマクロ一部門に集約。最終エネルギーサービス需要は一人当たり所得の関数として内生

化され、割引効用現在価値の最大化を行う。 

ii) EMEDA-MERモデル (上智大学) 

構成: 多部門多地域応用一般均衡モデル。各年の均衡資本蓄積を逐次的に導出する動学モデル。 

特徴: EMEDA (Evaluation Model for Environmental Damage and Adaption) は世界経済を対象とした応

用一般均衡モデルであり、温暖化ガス排出とその気候への影響、気候変動による被害、および温暖化ガ

ス排出削減費用も組み込まれている。世界を複数地域に分割し、また、一つの地域ごとに産業もまた分

割される。複数主体による協力解のほか、利己的に決定するゲーム論的解の計算を実行可能である。今

回、市場為替レートでGDPを表現するEMEDA-MERモデルを用いる。 

iii) GRAPEモデル (エネルギー総合工学研究所) 

構成: GRAPE (Global Relationship to Protect the Environment) モデルは、エネルギー・経済・土地

利用モジュールを結合したモデルと気候変動モジュールのソフトリンクを持つ、特に気候モジュールは、

炭素およびエネルギーの海洋移流・拡散、濃度および温度フィードバックを含む陸域炭素収支、太陽放

射等を考慮したエネルギーバランス等を含む。世界を15地域に分割する。 

iv) AIMモデル (国立環境研究所) 

構成: AIM/CGEは世界全体を17地域、43部門に区分した応用一般均衡モデルである。農業部門、土地利用

も詳細に記述する逐次動学型モデルである。 

次いで、将来シナリオの共通設定を述べる。気候変動研究では、将来評価のための共通プラットホー

ムとしてSSP-RCPシナリオが提案されているが、本テーマではこのうちSSP1 (持続可能社会)、SSP2 (中

庸型社会)、SSP3 (分断型社会) を将来の社会像として想定した。このもとで1. 成り行きケース (BAU)、

2. RCP6.0、 3.RCP4.5、4.RCP2.6の放射強制力制約ケースの合計3 × 4ケースに対して計算を行う。さ
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らにその後ICA-RUS独自の戦略ケースとしてさらに異なるケースを想定し、この上でケース間、モデル間

の比較により共通性の高い知見と相違点を探ることとする。ここで、S10テーマⅠよりこのSSP３シナリ

オに対するRCP6.0、RCP4.0、RCP2.6の温暖化進行ケースに対するトウモロコシ、大豆、コメ、冬小麦、

春小麦の2100年までの国別平均収率推計値が提供されたので土地利用と食糧需給を持つAIM、

GRAPE,MARIAの3モデルはこのデータを共通して用いることとする。地域分割はモデルごとに異なるため、

モデル比較に際してはSSPに合わせることとし、結果を表(1)-1のように5地域に統合して分析を行った。 

               

 表(1) -1 SSP・RCPシナリオにおける地域区分 

地域(略号) 地域の主要国 地域(略号) 地域の主要国 

ASIA 中国、インド、そのほかアジア各国 OECD 米国他OECD30か国 

LAM ブラジル他ラテンアメリカ諸国 REF 旧ソ連・東欧(現EU加盟国を除く) 

MAF 中東およびアフリカ諸国 WORLD 世界合計 

 

 さらにテーマ共通の不確実下の政策策定のために、独自の「戦略ケース」を設定している。これは、

①気候感度(CS)は3.6℃を想定、②目標気温上昇(TG)を1.5℃、2℃および2.5℃の3種類を想定するもので

ある。気候感度を3.6とすることにより、2100年での温度目標達成確率は約66%となる。ここで、それぞ

れの政策ケースは、S10テーマ１からAD-DICE簡易統合評価モデルによって計算された2100年までの累積

炭素排出量制約を課すことで計算がなされる。加えて、SSP2においては感度分析のためにTG20_CS36のケ

ースにおける標準想定からの変化として、「再生可能エネルギー低コストあるいは潜在的導入上限の拡

大 (Lcost)」、「バイオマス利用可能量への制約 (Lbio)、「原子力の不拡大制約 (Lnuc)」、「CCS導入

の不拡大 (Lccs)」の４エネルギーシナリオ、「適応策の最大導入 (ADP)」の1適応シナリオおよび「21

世紀半ばまで気候感度=3.0を想定していた計画を、実際の気候感度=4.5であったことが判明した場合に、

あくまで目標温度上昇を実現しようとする学習シナリオ (CS30-45)」の１不確実シナリオの計6種のバリ

アントシナリオを設定した。本マルチモデル比較評価計算ケースを表(1)-2に示す。結果はきわめて多岐

にわたるため、ここではCO2排出、GDP損失、一次エネルギー供給、穀物生産に関する結果のみ示す。そ

れ以外の項目は付録に示す。 

2) 緩和策リスクインベントリ表とフロー図の作成 

IPCC-AR5報告書では、大気中の温室効果ガス濃度の安定化を図るためには、エネルギーの有効使用、そ

してエネルギー生産、交通運輸、建築、工業、土地利用及び人間居住など各分野での更なる排出削減が

必要とすると指摘し、技術措置や行動変化などを含めた様々な統治レベルや経済セクターで取り得る緩

和策選択肢を提供した。ここで、これらのオプションの相互影響関係のとりまとめを影響評価テーマ

(S10-１～3)に倣い、表及びフローチャートで行うこととした。 
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表(1) -2 マルチモデルシミュレーションケースのまとめ 

MARIA EMEDA GRAPE AIM MARIA EMEDA GRAPE AIM MARIA EMEDA GRAPE AIM

BAU 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
RCP6.0 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
RCP4.5 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
RCP2.6 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

TG2５_CS36 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
TG20_CS36 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
TG15_CS36 〇 × 〇 〇 × × 〇 〇 × × 〇 ×
LowCost 〇 〇

LowBiomass 〇 〇
LowNuclear 〇 〇

LowCCS 〇 〇
Adaptaion 〇

CS30-CS45 △ 〇

SSP-1

TG20_CS36

SSP-2 SSP-3

戦略ケース

分析ケース

(*1) tg以下の数値は目標気温×10、cs以下の数値は想定された気候感度×⒑を表す 

(*2) ×: 実行可能解を得られない、あるいは計算が異常終了する場合 

(*3) △:目標温度上昇を完全には達成できなかったケース 

 

3) 不確実性評価方法調査と後悔値最小化法による多段階意思決定モデルの開発 

まず不確実性に着目した地球温暖化のモデル評価の動向を調査した。例えばMessner et.al.(1996)8)

はエネルギー技術経済最適化において発電技術の将来の資本コストの不確実性に着目した。Nordhaus 

and Popp(1997) 8)は生産額に対する温室効果ガス排出の比率と二酸化炭素排出削減率から排出削減コス

トに関して不確実性を設定した。二酸化炭素排出削減技術のコストが研究開発投資に依存するとするモ

デルでの分析例としてBaker and Adu-Bonnah(2008) 10)が将来の削減コストについて三ケースを想定し最

適な研究開発投資パスを計算した。Böhringer and Rutherford(2007) 11)は、新技術のコストが従来技術

と競争的になる時期の不確実性に着目し、革新技術が経済的に利用可能となる時期として6ケースを想定

して最適な二酸化炭素削減と研究開発投資の推移を計算した。準的なリアルオプション分析はPindyck

によって環境政策の経済モデルに導入されている。このように、既存の研究も地球温暖化対策の不確実

性に着目はしているものの、基本的に期待効用の最大化に着目している。 

本研究では、まず期待効用最大化に代わる新しい枠組みとしての後悔値最小化を定式化する。次いで、

様々な不確実性を設定し、期待効用最大化と後悔値最小化でどのように技術導入政策が変化するかを評

価する。後悔値最小化戦略の定式化は以下である。まず将来の不確実性シナリオがSCN、システムの制御

変数をX(t)で表されるとする。このシナリオが既知となった際の最適な意思決定とその時の評価関数を

X*(t;SCN) とf(X*(t;SCN))で表すものとする。ここで将来シナリオSCNを想定した意思決定を行ったにも

かかわらず実際に起こった状態がscn'であったとすると最大後悔値は次のように表せる． 

 0),SCN(f)'scn(fmax)SCN(Maxregret **

'scn
    (1).3.3).1 

伝統的な最大後悔値最小化意思決定基準は、これを最小化するようにX(t)を決定する。しかしこの方法

では、最悪の将来想定シナリオのみで行動が決まってしまい、その蓋然性については無視されるという

問題点がある。そこで、本研究では、後悔値を 

)'scn;X(DN_D)'scn;X(UP_D)X|'scn(f)'scn(f)'scn;X(gretRe **   (1).3.3).2 
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で与え、最適行動を 

  
/1

'scnX
)'scn;X(DN_Dmin   (1).3.3).3 

で与えた。これは後悔値をミンコフスキーの一般化距離で表現したものであり、θ→∞で従来型の最大

後悔値最小化法に収束する。本研究ではさらにここに多段階意思決定法を導入し、ある時間がたつと次

第に不確実性が解消される定式化を行った。ここでは図(1)-2のような3種類の意思決定基準を与えてい

る。 

 

 

図(1)-2 単一段階、2段階、および3段階の意思決定 

 

 ここでは、温暖化による経済損失がNordhausによる設定値の半分であるシナリオ１からその15倍の極

端なケースまで12の不確実性シナリオを想定し、これにより原子力、炭素回収隔離(CCS)、バイオマス技

術の導入政策がどのように変化するかを見た。 

4) THERESIAモデルによる一国のエネルギー・環境政策の自国と世界に及ぼす影響分析 

 環境政策の導入は、必ずしも世界一律かつ全産業に均等に課されるとは限らない。現実には、参加す

る地域が限定的であったり、特定の部門が排出権取引に参加したり逆に制約を免除される可能性がある。

このような緩和策政策実施の不確実性評価には、多地域・多部門のエネルギー経済モデルが必要となる。

ここでは、担当者により開発が続けられてきたTHERESIAモデル12)を拡張して国間のエネルギー政策が時

刻及び他国に及ぼす影響可能性や、排出量制約に参加する国や部門が部分的である場合の影響評価を行

った。 

5) 気候感度不確実性を考慮したMARIAの多段階意思決定モデルによる評価 

気候感度の不確実性は温暖化政策を実施する上での大きな障害となっていることは周知であり、例え

ば2100年2℃制約目標達成のために必要な温暖化ガスの削減経路は気候感度により大きく変化する。他方、

IPCC-AR5では気候感度の「推奨値」は出されておらず今後も気候感度が確定するとは見込まれていない。

しかし、今後の観測データの蓄積により不確実性も次第に減少させることは期待できよう。本課題の成

果の一つに、塩竃ら(H. Shiogama et.al. 2015)13)は15のGCMのシミュレーションから、観測データの蓄

積により将来の大気温度の上昇をどの程度正確に再現できるかという計算実験を行った。この結果、温

暖化ガス排出経路を変化させても2050年付近まで観測データを蓄積させれば、21世紀末の温度上昇を7

割の確率で予測できること、また不確実性の完全な解消はできないことを導いた。 

Single stage decision:

under 12 scenarios 

(SS1)

Two stage decision:

3 decisions under 12 

scenarios (SS2)

Three stage decision

3 decisions then 12 

decisions (SS3)

L

M

H
SS3-1

SS3-12
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 本研究では、先の(1).3.2)に示したMARIAの逐次意思決定の枠組みを用いてこの気候感度の不確実性の

もとでの多段階意思決定戦略評価を行った。 

 ここで、３通りの意思決定プロセスの比較評価を行う。第一は情報により不確実性が解消されないと

して意思決定を初期の1回のみ行う単一意思決定である。第二は上記の多段階意思決定(Act Then 

Learn:ATL)である。第三は事前に完全情報を得ているとする決定である(Learn Then Act:LTA)。不確実

性によって行動を変えられないとする。LTAの結果を他の２つの意思決定方法と比較することで情報の獲

得の価値を計ることができる。 

6) 世界最適行動としての2℃目標の意味と前提条件変化に対する行動変化のモデル化 

 2℃目標に世界が合意し排出パスが厳格に守られたとしても、そこには大きな不確実性が残る。もこの

不確実性のゆえに、排出管理が遵守されても2℃目標が達成できないことが分かった場合にどのような行

動をとるべきかは大きな課題である。すなわち、2℃目標を無条件に受け入れるか、あるいは条件付で受

け入れるかにより、不確実性への対処が大きく変わる。もしこの目標を無条件に守るべきものであるな

ら、どのような不確実性に対しても2℃を達成するようコストを支払わねばならない。しかし条件付きで

あるなら、2℃目標が2.2℃目標に緩和されることも当然認められることになる。 

実際、モデル開発の上では、DICE型経済損失関数では、2℃目標戦略を最適解とする損失パラメータを

与えようとするのは困難であったことが知られており、2013年に公表されたDICE-2013Rでは、Sternの設

定(0.1%／年の割引率とCRRA効用関数での弾力性γ=1) 、温暖化ガス排出抑制のパラメータ調整の組み合

わせで2℃目標に近い解を最適解として導いていた。しかしこれまでの統合評価モデル研究では、極めて

高い温度上昇による経済損失を仮定しない限り、2℃目標が最適解として選択されるのは困難であった。

言い換えれば、「2℃目標を目指す行動とは、何を最適化しようとする行動なのか？」、あるいは、「ど

のような合理的基準に基づけば、2℃目標が最適解となるのか？」という問題にはこれまで考慮がされて

こなかったといえる。本研究では温暖化世界を忌避するという行動を、これまでのような経済損失では

なく効用の温暖化による低下を導入することで表現する。そのうえで、前提条件の変化がもたらす一貫

性ある行動変化を導くこととした。 

 まず、効用関数を次のように拡張する。 
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Tは気温、T*は基準となる温度上昇値である。T=T*のとき、効用がφだけ減少する。また、θ＝２， T0

＝T1990 を仮定する。このφを、「2℃上昇が最適行動になる」ように求めることとする。この評価関数

の拡張により、前提条件が変わった場合にどのような行動が合理的であるかを導く。 

 

４．結果及び考察 

1) SSP-RCP-戦略ケースに対するマルチモデルによる比較 

 本課題では、表(1)-2 のマルチモデルシミュレーションケースのそれぞれのケースに対して、a.GHG

排出・削減経路、b.GDP(MERおよびPPP)および消費の損失、c.エネルギー需給、d.技術オプション、e.

土地利用と食糧需給、f.産業部門・地域別影響の指標が世界全体および世界5地域に対して与えられる。
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結果は多岐にわたるので、ここでは代表的な結果のみ示す。 

 なお、いずれの指標もモデル間で定義が異なることに注意が必要である。例えば、土地利用変化起源

のCO2、メタンなどの非炭素温暖化ガスを等価CO2に換算するモデル(GRAPE、AIM)、エネルギー起源、土

地利用変化分を初期値に上乗せし放射強制力に換算するモデル (MARIA)、温暖化ガス排出は経済活動か

らの変換係数により求めるモデル (EMEDA) がある。ここでは比較を容易にするため、AIMの地域別排出

量を初期値に揃えている。 

温暖化対策ではエネルギー作物や森林などバイオマスを利用する技術が期待されている。さらに、バ

イオマス燃焼時に発生するCO2をCCSと組み重ねるBECCSは、大気中の二酸化炭素を削減するオプションに

期待があるが食糧需給との競合が問題となる。ここでは、農業と生態系評価(テーマ2) からSSP × RCP 

× 主要作物 (トウモロコシ、コメ、ダイズ、春コムギ、冬コムギ)別の収率変化データを受け取り、土

地利用変化と農作物生産、食糧需給を内生的に計算するMARIA、GRAPE、AIMの3モデルが評価を与えた。

ただし、いずれもマクロレベルでの実行可能性を見るため簡易化されておりグリッドごとの詳細な気候

変動の影響を評価するものではない。 

以下では、複数の統合評価モデル（MARIA、EMEDA、GRAPE、AIM）のうち、出力提供した評価指標につ

いて、戦略ケースを取り上げ、その概要を示す。ここではいくつかの評価指標について世界合計の他、

世界5地域のうちOECDに次ぐ経済規模のASIAと特徴的なREF地域の結果についても合わせ示す。なおOECD

地域の推移はほぼ世界合計と同じ形状を示すが、これらは付録に示すこととする。またエネルギー技術

ではTG20_CS36ケースを取り上げる。 

 

a.GHG 排出・削減経路 

GRAPEは21世紀末に近づくにつれ急激な削減経路を示すのに対し、EMEDAとMARIAは比較的早期の削減経

路を示す。GRAPEが21世紀末にBECCSの大量導入による「負の排出」を顕著にしている点は特徴的である。 

b.GDP の損失 

表(1)-2 の結果も示すよう、温暖化目標が厳しくなるにつれ実行可能解を得られないモデルが増える。

1.5°C目標はSSP1シナリオからは実現可能性が高く、SSP3からは極めて困難となる。また温暖化制約を

課す場合の影響の地域差は大きい。消費は、ほぼGDPと同様の傾向であるが地域差は大きい。SSP1では

GRAPEは1-2%の損失と比較的軽微な範囲にとどまる。EMEDAは地域により消費が増大する場合があり地域

差の拡大が示唆される。MARIAはGDPの場合と同様、世界全体でほぼ4-5%程度の損失を示すが途上国地域

では損失が大きくなる傾向を示した。なお、ほぼ2℃目標に対応するIPCC-AR5-WG3-Chapter6に示された、

430-480ppmvCO2eq.濃度抑制ケースでの2100年時点のGDP損失幅は2%～12%(中央値5%)であったことと比

較すると、今回の4モデルはこれに比べれば狭い幅に収束しているといえる。 
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図(1)-3 世界及びAISA,REF地域のCO2排出経路 

 

 
図(1)-4 世界及びAISA,REF地域のGDP損失率 
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また、構成の異なるモデル群が一貫性のある結果を与えているかを見るため、世界全体のGDP損失につ

いてメタ分析を行った。エネルギー技術を持つAIM、GRAPE、MARIAについて回帰分析を行った結果、 

SSP1: GDP-L=0.0025＋ 0.104FE-L – 0.09 RNW + 0.690 GDP-L(-1) 

            (5.18)   (9.98)     (9.45(     (19.6) 

  補正後 R2=0.962 

SSP2: GDP-L=0.0013＋ 0.023 CO2-L – 0.00058 CCS – 0.044 NUC -0.057 RNW + 0.914 GDP-L(-1) 

            (2.41)   (9.42)        (8.84)         (4.43)     (8.81)     (22.7) 

  補正後 R2=0.973 

SSP3:  GDP-L=0.0004 ＋ 0.025 CO2-L – 0.00067 CCS – 0.027 NUC + 0.950 GDP-L(-1) 

                 (0.45)    (7.26)        (6.20)        (2.82)      (29.4) 

  補正後 R2=0.979 

を得た。ただし、GDP-L、FE-L は世界合計 GDP 損失率及び最終エネルギー需要低下率を、CCS は炭素回収

貯蔵量(Gt-CO2)を、RWN、NUC は非バイオマス再生可能エネルギー(PJ)および原子力(PJ)である。分析の

適合度と結果を図(1)-5 に示す。このように、本モデル群は多様性と同時に、SSP ごとに一貫性のある結

果を与えていることを示唆している。 

   

図(1)-5 世界 GDP 損失率に関するメタ分析 

c.最終エネルギー消費 

最終消費エネルギーのBAUからの戦略ケースによる変化は、パターンとしては同一の傾向を示す。ただ

し数値的にはモデル間の差異が明確化する。これはエネルギー消費の柔軟性に関する仮定が悲観的か楽

観的かの差と見られる。 

d.一次エネルギー供給の推移 

戦略ケースでも、再生可能エネルギー主導か、バイオマス+CCS主導か、原子力主導かモデルの解は広

がりを見せている。言い換えれば、同じ気候目標の達成にも、社会にはなお選択の余地が大きいことを

示す。同時に、これらの技術はいずれも一長一短があり、決定打になるのではないことも示唆している。 

e.エネルギー技術 

T15S36の場合には、各モデルとも2030年段階から厳しい対策、すなわち、電源の急激な非化石化 (原子

力、再生可能)、各部門の電化による電力需要増が開始され、GRAPEではさらにBECCSについても2030年か

ら大規模に導入されている。これらは、数値解として得られてはいるものの、現実的にはかなり厳しい

条件であるといえる。2100年の段階では、戦略による技術導入の違いはほとんど見られなくなることも、

各モデルの結果において明らかになった。 

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

SSP-1

GDP-L Estimated

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

SSP-2

GDP-L Estimated

0%
1%
2%
3%
4%
5%
6%
7%
8%
9%

10%

SSP-3

GDP-L Estimated



 S-10-4-13 

 

図(1)-6 世界および ASIA,REF 地域の最終エネルギー消費 

 
図(1)-7 TG20_CS36ケースにおけるモデル別世界一次エネルギー供給 

 ■: バイオマス+CCS 

■ : バイオマス  (CCS な

し) 

■: 石炭+CCS 

■: 石炭(CCS なし) 

■: 天然ガス+CCS 

■: 天然ガス (CCS なし) 

■: ほか再生可能エネルギ

ー 

■: 原子力 

■: 石油+CCS 

■: 石油 (CCS なし) 
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図(1)-8 TG20_CS36ケースにおけるモデル別世界電源構成(EJ) 

 

f.土地利用と食料需給 

穀物生産量は、戦略ケースにおいても世界全体での穀物生産に温暖化対策の差による変化は小さいも

のの、地域的には大きな差が現れる。収率では、モデルによる穀物種の扱いの差があるものの、モデル

ごとに見れば穀物の平均的収率は戦略ケース間であまり大きな差は生じていない。ただし温暖化対策時

の地域差は大きい。耕地面積では、モデルによる穀物種の扱いの差があるものの、モデルごとに見れば、

AIMを除き耕地面積の推移に世界全体では戦略ケース間であまり大きな差は生じていない。 
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図(1)-9 世界およびASIA、REFにおける穀物生産の推移 

 

g.産業部門・地域別影響 

戦略選択肢別付加価値・増加率では、T20S36ではSSP2やSSP3で付加価値の大幅な減少が見られ、旧ソ

連やアフリカは特に高い減少率となった。T25S36においても、SSP3ではやや高い減少率が見られた。地

域別付加価値成長率では、分析ケースと同様、アジアの高成長率の急激な低下、アフリカにおける高成

長の持続、先進国の低い成長率への収束が見られた 
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図(1)-10 世界およびASIA、REFにおける温暖化対策による付加価値減少率(産業種別) 

 

h.緩和策に導入制約がある場合の対策評価 

さらに、緩和策の導入可能量が想定から外れた場合の影響評価を行った。具体的には、SSP2シナリオを

もとに、気候感度3.6 (CS3.6: 温度目標達成確率66%) に対して、目標上昇温度上限を2.0°Cのケースに

おいて標準想定からの変化として、「再生可能エネルギー低コストあるいは潜在的導入上限の拡大 

(Lcost)」、「バイオマス利用可能量への制約 (Lbio)、「原子力の不拡大制約 (Lnuc) 」、「CCS導入の

不拡大 (Lccs) 」の４エネルギーシナリオ、「適応策の最大導入 (ADP) 」の1適応シナリオおよび「21

世紀半ばまで気候感度=3.0を想定していた計画を、実際の気候感度=4.5であったことが判明した場合に、

あくまで目標温度上昇を実現しようとする学習シナリオ (CS30-45) 」の1不確実シナリオの計6種のバリ

アントシナリオを設定した。経済影響を表(1)-3に示す。 

 

表(1)-3 緩和策に導入制約を想定した場合の世界 GDP 損失率(%) 

 

 

経済影響について、GRAPE では、CCS 導入制約の影響が大きく、世界全体では最大で 2.5%程度の変化
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が見られる。これに対して再生可能エネルギー緩和や原子力発電制約はほとんど影響がない。これに対

し、気候感度に関する想定の変化を見ると、GDP 損失率では、この 21 世紀半ばでの気候感度の想定変化

は、傾向として政策の変更はいずれのモデルも大きな損失上昇を生むことが示される。 

 

2) 緩和策リスクインベントリ表とフロー図の作成 

 まず、政府間気候変動パネル(IPCC)の報告書(IPCC-AR5, 2014)に基づいて作成した緩和策リスクイン

ベントリ表の概要を表(1).4.2.1に示す。このように、緩和オプションの場合のリスクインベントリ表は、

影響とは少し異なる様相を示し、オプション間の連鎖はあまり明確ではない。しかしながらいくつかの

対策オプション、たとえばバイオマス利用拡大などは社会経済に土地利用や食糧市場影響などを通じて

の波及可能性や影響分野との相互影響が予想される。 

 そこで、ここではCCSとバイオマスについてリスクイベント波及フローを描いた。これはモデル結果の

含意を検討する際、保管的に利用できる。結果を表(1)-4および図(1)-11、12に示す。 

 

表(1)-4 緩和策リスクインベントリ表（概要） 
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図(1)-11 CCSのイベント波及フロー      図(1)-12 バイオマスのイベント波及フロ－ 

 

3) 不確実性評価方法調査と後悔値最小化法による多段階意思決定モデルの開発 

 ここでは、不確実性に対する意思決定基準が最適行動に及ぼす影響を見るため、温暖化による経済損

失率にNordhausがDICEモデルで与えた経済損失9)をシナリオ2とし、損失をその1/2とするシナリオ１か

らその15倍の極端なケースまで12の不確実性シナリオを想定し、これにより原子力、炭素回収隔離(CCS)、

バイオマス技術の導入政策がどのように変化するかを見た。結果の一例として炭素排出経路の意思決定

策による変化、CCS導入の変化をぞれぞれ図(1)-13と図(1)-14 に示す。このように後悔値最小化意思決

定は、期待効用最大化決定に比べ明らかに低いCO2経路を選択する。またCCS導入も後悔値最小化決定方

式がより導入規模が大きいものの、全体としては温暖化損失があまり大きくない場合の想定に近くなる

ことが示された。 

 

CCS 

初期デモ機への補

助、技術開発支援 

環境規制の緩和 

BECCS 

 

CCS+石炭 

CCS+天然ガス 

技術的緩和策 規制制度的緩和策 経済的緩和策 

化石燃料に関する産業

における人的・物的資本

の維持またはロックイ

ン 

・生態系への影響 

・水使用量増 

・発電コストの増加 

・サプライチェーンの上

流における活動の影響 
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・安全性の懸念（CO2の貯

留・輸送） 

促進効果 

マイナス効果 

（経済・社会・環境） 

リスク要因・不確実 

発電コストの増加 

対策リスク 

BECC の大規模普及による土地利用

由来の GHG排出、食料安全保障、水

資源、生物多様性保全、人間生活へ

の影響 

コストの増加による融資の困難 

輸送時のリスク CCS 関連技術 

障壁リスク 

 

Bio 

-mass 

・農業政策、 

・廃棄物管理策の統

合化と推進 

法律の制定（電気の

利用目標） 

バイオエネルギー利

用技術開発 

技術的緩和策 規制制度的緩和策 経済的緩和策 

作物残余物（穀、皮、バ

ガス、樹木ゴミ等）を利

用しての生産は大部分

有益 

・水使用量の増加 

・農業、肥料による汚染 

・土壌の収奪 

 

SD（持続可能な発展）

とのコベネフィット 

マイナス効果 

（経済・社会・環境） 

不確実 
食糧生産に潜在的問題（地域によち異なる）を

引き起こし、食糧コストを増加させる 

対策リスク 

・発展途上国の農村地域で、バイオマス調

理器具の熱効率の向上よりもたらされる

室内汚染と健康面での影響が不確実 

・需要増大による「共有地の悲劇」の発生 

障壁リスク 
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このように、本研究では将来の不確実性への繰り返しのない場合の対応として、従来の期待効用最大化

よりも予防保全的な行動に近い後悔値最小化基準を取り入れる方法論を開発しシミュレーションを行っ

た。この結果、後悔値に着目すると期待効用最大化よりも低炭素排出戦略が好まれる傾向を得た。 

4) THERESIAモデルによる一国のエネルギー・環境政策の自国と世界に及ぼす影響分析 

環境政策の導入は、必ずしも世界一律かつ全産業に均等に課されるとは限らず、参加国が限定的であ

ったり、特定の部門が排出権取引に参加しない場合がありうる。このような緩和策政策実施の不確実性

評価には、多地域・多部門のエネルギー経済モデルが必要となる。ここでは、担当者により開発が続け

られてきた多地域多部門動学的エネルギー経済モデルTHERESIAモデル12)を拡張して国間のエネルギー政

策が時刻及び他国に及ぼす影響可能性や、排出量制約に参加する国や部門が部分的である場合の影響評

価を行った。このモデルは世界を15地域に分け、12非エネルギー産業部門と7エネルギー種のフローを明

示的に扱うモデルである。 

図４(a) 単一意思決定（SS1)と2段階意思決定
(SS2)における期待効用最大化(MxU)と後悔値最
小化 (MnR) CO2 排出経路結果比較
淡色の1-12は不確実性なしの最適経路

図４(b) 3段階意思決定(SS3)における後悔値
最小化 (MnR) CO2 排出経路結果比較
淡色の1-12は不確実性なしの最適経路
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図 (1)-13(a) 単一段階意思決定(SS1)と2段階意思決
定(SS2)における期待効用最大化(MxU)と後悔値最小
化法(MnR)におけるCO2排出経路比較
淡色の1-12は不確実性がない場合の最適経路

図(1)-13(b) ３段階意思決定(SS3) における期待効用
最大化(MxU)と後悔値最小化法(MnR)におけるCO2
排出経路比較
淡色の1-12は不確実性がない場合の最適経路

図５(a) 単一意思決定（SS1)と2段階意思決定
(SS2)における期待効用最大化(MxU)と後悔値最
小化 (MnR) CCS導入経路結果比較
淡色の1-12は不確実性なしの最適経路

図５(b) 3段階意思決定(SS3)における後悔値
最小化 (MnR) CCS導入経路結果比較
淡色の1-12は不確実性なしの最適経路
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図(1)-14(a) 単一段階意思決定(SS1)と2段階意思決定
(SS2)における期待効用最大化(MxU)と後悔値最小化
法(MnR)におけるCCS導入量経路比較
淡色の1-12は不確実性がない場合の最適経路

図(1)-14(b) ３段階意思決定(SS3) における期待効用
最大化(MxU)と後悔値最小化法(MnR)におけるCCS導
入量経路比較
淡色の1-12は不確実性がない場合の最適経路
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ここでは以下のようなシナリオを設定しシミュレーションを行った。 

まずCO2排出削減シナリオとして、ベースライン（BAU)および全地域全産業部門のBAU)からの１５％削

減(W-85)おひょび30%削減(W-70)のシナリオを設定する。ここでは30%削減のケースのみ示す。次に、部

門別部分参加シナリオとして、INS(鉄鋼業)、CPG(化学製品)のみにベースライン（BAU)からの１５％削

減、30%削減を行うケースを設定する。 

地域の部分参加として、表(1)-5の15地域注9地域が参加する場合をシナリオA、さらにMCM、SAM、IND

が加わったケースをシナリオBとする。 

CO2排出を上流の生産側(排出国)ですべて勘定するか、あるいは生産財に体化させ消費側で勘定するか

は今なお議論の続く課題である。排出勘定の方法とし、排出値ベース(A1、B1)、消費ベース（A2、B2)、

財ベース（A3、B3)に対して評価を行う。 

 

表(1)-5 一部の地域のみがCO2排出削減に参加する場合の部分参加シナリオA 

 
1:排出削減に参加 0:排出削減に不参加 

＊ シナリオBではシナリオAにMCM(メキシコ)、SAM(南アメリカ)、IND(インド)が加わる。シナリオWで

は全世界が参加する。 

 

図(1)-15 には一例として鉄鋼、化学製品に対してのみBAUから30％排出削減を課す場合の世界全体での

CO2削減率である。電力部門や輸送部門に排出規制がかからないが、参加地域の影響の差は明らかである。 

 

図(1)-15 排出削減が部分的地域および特定産業に対してのみBAUから30％削減を課せられる場合の世界

全体のCO2排出削減率の変化。A1,B1は生産国排出責任CO2排出量、A2,B2は貿易財に炭素輸出入を体化し

た場合の調整済み排出量、A3,B3は全財にCO2排出を体化させた消費国責任によるCO2排出 

 

当然ながら参加地域が増えるほど世界全体での削減は増加する。しかしBシナリオとWシナリオの比較

からわかるよう、部分参加である限り漏えいは大きな割合で発生することが分かる。また、しばしば指

摘される「輸入財に体化された先進国のCO2排出による純排出量の増加」と同時に、「輸出財に体化され

た先進国のCO2排出による純排出量の削減」が発生して後者が上回るため工業製品生産が先進国に戻って
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しまうという経済成長の均等化の観点からは好ましいとは言えない傾向も観測された。 

5) 気候感度不確実性を考慮したMARIAの多段階意思決定モデルによる評価 

塩竃(2016)は、既存の文献に基づき、気候感度が対数正規分布するものと仮定し、これを表(1)-6 の

ような8つの等確率の区間に分割した。 

 

表(1)-6 気候感度不確実性の分布：下段は区間平均値。8個の区間はいずれも等確率 

 

 

 21世紀初頭ではどの区間が真の気候感度であるかは不明であるが、観測データが蓄積されれば，2040

年には不確実性を３／８に，さらに2050年には２／８にまで絞られることが塩竃らの研究で得られたて

いるので意思決定の時点を初期時点、2040年および2050年の3時点とし、2040年時点では8つのうち隣り

合う３の区間のいずれかに、2050年時点ではさらにそのなかの隣り合う2つの区間のいずれかが明らかに

なるものとする。しかしその後は不確実性はほとんど解消しないとする。すなわち、多段意思決定の枠

組みは図(1)-16 のようになる。 

 

図(1)-16 多段階意思決定における塩竃による気候感度不確実性の解消プロセスのフロー 

 

このような不確実性の区間が次第に縮小するプロセスは現実の逐次意思決定でもしばしば現れるもの

と考えられる。この不確実性の区間に重複があるため、同じ結果に至る場合に経路依存性が発生する。

そのため不確実区間を排他的にに分割する既存のAct Then Learn(ATL)のアルゴリズムはそのままでは適

用できない。ここでは、表(1)-7のように気候感度を排他的な区間に分けた6つのモデルの実行により経

路依存性を近似した。 

 

 

 

 

 

Scenario 1 2 3 4 5 6 7 8
CS 2.285 2.665 2.935 3.165 3.415 3.695 4.055 4.725

１
２
３
４
５
６
７
８

２０４０以前はい
ずれになるか全く
不明

１
２
３

２
３
４

３
４
５

６
７
８

２０４０では６つの区間の
いずれかに絞れる

２０５０では７つの区間の
いずれかに絞れる．

１
２

２
３

３
４

４
５

７
８

２０５０以降の不確
実性は減少しない
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表(1)-7 24通りの経路を持つATL問題の6モデルへの分割 

 

(注) 緑で塗られたセルが図1-2のATL問題の経路に対応する。最終的には１－８のシナリオのいずれかが

実現 

 

ここでは、地域をSSP５地域に統合した。また今回は2100年で産業革命前から2.0℃上昇の制約の場合

を示す。この場合も、表(1)-7の各モデルの求解には3-4週間を要する。また、以下では図(1)-16のATL

逐次意思決定に加え、完全情報が当初から得られていたとする場合のLTA意思決定および不確実性が解消

しないとする場合の1段階意思決定の3通りの結果を比較する。ここでは2100年時点の温度上昇を2.0度以

下とする制約を与えているが、気候感度の高い2ケースでは実行不可能となった。そこでこの2ケースに

対しては2100年2.5℃に制約を緩和している。 

 以下、単一意思決定、多段階意思決定(ATL)、事前完全情報意思決定(LTA)3通りの意思決定戦略の比較

を示す。結果の例として図(1)-17に世界CO2排出経路の推移を示す。このように、21世紀中の観測情報の

有無はCO2排出経路や温暖化に大恋な影響を与えることが分かる。そこで、次いでこの情報の価値評価を

2000-2100年の間のGDP期待値の差で比較する。結果を表(1)-8に示す。この表から、次のことが分かる。

1.完全情報が得られないとしても、情報を得て多段階意思決定戦略をとることは経済的な意義が認めら

れる、2.情報の価値は目標温度が低いほど急激に増加する、3.情報の価値は単純に平均すると2℃目標達

成時には約2％に達する。これは気候科学研究への世界的な支出を正当化するものである。 

6) 世界最適行動としての2℃目標の意味と前提条件変化に対する行動変化のモデル化 

なぜ2℃目標が合意されたのかを再考すると、そこには将来の気温上昇に対する何らかの合理的根拠があ

るべきである。一般に、平均気温の上昇は、経済活動への直接的影響だけでなく様々なリスクをもたら

す。 完全予見の市場では内部化できないような大きな外部不経済を発生させるとする見方のほか、「そ

のような世界は気に入らない」という経済的特質以外の価値判断に世界が合意したとも考えられる。 そ

こで、本研究では、温暖化世界を忌避するという行動を、これまでのような経済損失ではなく効用の温

暖化による低下を導入することで表現する。そのうえで、前提条件の変化がもたらす一貫性ある行動変

化を導くこととした。評価のための効用関数を(1)-1式のように拡張した場合、温度上昇に対する効用損

失パラメータφをDICEモデルの経済損失のDM倍に変化させ、大気平均気温とCO2排出経路及び累積排出量

がどのように変化するかを見た。この結果DM=4.5の場合、AD-DICE CS30_TG20における累積排出量とほぼ

同じ値を得た。すなわち、社会が2℃世界を好むとするなら、「気候感度3.0℃、エネルギー効率の進展、

バイオマス利用やCCS潜在性とコスト、省エネルギーの可能性(GDP1％追加支出により50％の輸送部門省

Scenario 1 2 3 4 5 6 7 8
CS 2.285 2.665 2.935 3.165 3.415 3.695 4.055 4.725

A Stage-1 {123} {123} {123} {456} {456} {456} {78} {78}
Stage-2 {12} {12} {3} {45} {45} {6} {78} {78}

B Stage-1 {123} {123} {123} {456} {456} {456} {78} {78}
Stage-2 {1} {23} {23} {4} {56} {56} {78} {78}

C Stage-1 {1} {234} {234} {234} {567} {567} {567} {8}
Stage-2 {1} {23} {23} {4} {56} {56} {7} {8}

D Stage-1 {1} {234} {234} {234} {567} {567} {567} {8}
Stage-2 {1} {2} {34} {34} {5} {67} {67} {8}

E Stage-1 {12} {12} {345} {345} {345} {678} {678} {8}
Stage-2 {12} {12} {34} {34} {5} {67} {67} {8}

F Stage-1 {12} {12} {345} {345} {345} {678} {678} {678}
Stage-2 {12} {12} {3} {45} {45} {6} {78} {78}
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エネ可能)」の上で、3℃上昇による効用損失をおよそ経済市場損失のほぼ4.5倍と見積もった世界観を、

現時点で世界各国が共有した、といえることになろう。 

 

 

図(1)-17 3通りの意思決定戦略による世界合計CO2排出経路の比較 

 

表(1)-8 温度目標と意思決定方法による情報の期待価値評価の比較 

 

  この想定した条件の変更に対する最適な意思決定の変化を示す。 

① CCS 導入量制約の変化に対する GDP 損失、CO2 排出経路および大気温上昇の変化 

 ここではCCS導入量の変化に対して一貫性がありかつ柔軟な行動がとられた場合、2℃目標がどのよう

に変化するのかを見る。図(1)-18にGDP損失、CO2排出経路および大気温上昇の変化を示す。CCS制約に合

わせてCO2排出も上昇し、大気温度も2.17℃まで上昇する。しかしGDP損失は6％程度にとどまる。図(1)-19
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per year 
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Value of 

Information 

in %

2.5 degree

LTA:Full information 14589.2 116.08 1289.8 0.802%

ATL:Learning

information
14581.7 108.53 1205.9 0.750%

Single Stage 14473.2 0.00 0.0 0.000%

2.0 degree

LTA:Full information 14163.5 528.43 5871.5 3.876%

ATL:Learning

information
13933.2 298.12 3312.4 2.186%

Single Stage 13635.1 0.00 0.0 0.000%
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のように、もし2℃制約を絶対条件とすると、GDP損失は最大で12％近くに増加する。この差が行動の柔

軟性の差となる。同様の傾向は、輸送用省エネルギーの可能性でも観測された。 

 

 

(a) GDP 損失の変化  (b)CO2 排出経路の変化(Gt-C)    (c)大気温度の変化(2070-2100) 

図(1)-18 CCS導入量制約の変化に対するGDP損失、CO2排出経路および大気温上昇の変化 

 

(a)GDP損失の変化    (b)CO2排出経路の変化(Gt-C) 

図(1)-19 CCS導入量制約の変化に対するGDP損失、CO2排出経路および大気温上昇の変化： 

 2℃上昇制約を課した場合 

② 気候感度の想定変化に対する GDP 損失、CO2 排出経路および大気温上昇の変化 

 気候感度の想定変化に対する最適経路の変化を示す。表(1)-6の気候感度等確率区分の中央値を用いる

と、結果は図(1)-20のようになる。 

 

(b) GDP 損失の変化  (b)CO2 排出経路の変化(Gt-C)      (c)大気温度の変化 

図(1)-20 気候感度の変化に対するGDP損失、CO2排出経路および大気温上昇の変化 
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 図(1)-20(c)にあるよう、気候感度の変化に対して目標温度は1.3℃から2.4℃まで変化する。(b)に示

すよう、CO2排出経路の違いはさほど大きくなく、規準となる想定がほぼそのまま保たれる。この結果、

GDP損失は最大でも5%となる。また、重要な知見として、低い気候感度(CSV=1.5℃および2.0℃)において

も排出経路はさほど増加せず、結果的に温度上昇は1.3℃および1.6℃にとどまっている点があげられる。

想定した効用関数は基準となる想定のもとで2℃目標に達するが、気候感度が低い場合はさらに低い温度

上昇を是とする世界観であることが明らかである。 

 これまで、温暖化政策の策定において、様々な不確実性が大きな障害となってきたことは言うまでも

ない。ことに、2℃制約そのものは他の様々な制度上の基準と同様、「０か１か」のような絶対的な閾値

があるわけではないため、その根拠はあくまで合意の結果である。そのため、前提条件が想定から外れ

た場合、「どの程度の緩和が適当か」あるいは「絶対的に守るべき目標なのか」というような疑問はど

うしてもついて回ることになる。これに対し、本研究では、「仮に世界が2℃制約に合意したとするとそ

こにはどのような価値判断が背後にあるのか」に着目し、これと一貫した行動規範のもとで前提条件が

変わったとすると、それはどのような世界になるか、を導くというこれまでにないやや逆問題的アプロ

ーチをとっている。結果は、基準となる2℃目標の価値観と整合的な行動基準の下でどの程度の目標緩和

がなされるかと、その場合の経済的損失の変化等を導くものであり、「2℃か否か」ではない新たな基準

を導いたものと考えられる。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

本研究は、地球環境問題における対策上重要な課題であるリスクマネジメント策定戦略において、従

来のエネルギー経済モデル評価では不十分であった不確実性の取り扱いの問題に、方法論とモデル実装

の側面から接近し、さらに他のテーマの知見を班資する枠組みを提供することを目指した。多段階意思

決定問題において期待値以外の基準がモデル評価に導入された例は、これまで見られない。本研究では、

このような不確実性の取り扱いに対して、調査・体系化するとともに、新たなモデル構築の方法論の提

供とモデル開発を行った。さらに気候科学の不確実性を気候モデルと協働して評価した。 

 共通社会経済シナリオSSPと共通温暖化対策ケースRCPに対して比較可能となるようモデルを修正し計

算を行い、共通した知見と相違する論点を明らかにした。マルチモデルの比較の結果、世界全体での変

化の小ささと、地域ごとの変化の大きさが共通して示され、温暖化対策の負荷分担の差異をどのように

吸収するかが明らかとなった。 

不確実性については地球環境問題のリスクマネジメントを、①繰り返しのない意思決定問題としての

多段階意思決定法、②温暖化対策緩和策実施上の不確実性としての地域と部門の部分的参加の影響評価、

③気候モデル研究との協働による不確実下の意思決定のための方法論の拡張、④「仮に世界が2℃制約に

合意したとするとそこにはどのような価値判断が背後にあるのか」に着目し、前提条件の変化に対する

一貫した規範のもとでの行動目標の変化を評価した。いずれも実データによるモデルで表現した従来に

ない方法の開発成果である。 

 

（２）環境政策への貢献  

本研究は、温暖化の①温暖化の進行の水準、②温暖化影響、③対策コスト、④革新的技術の可能性、
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などの大きな不確実性に対して、S10-1、S10-2、S10-3などとの横断的な情報の統合化により、国際的な

場における不確実下のリスクマネジメントと温暖化政策の実装に対し定量的情報とその源、および政策

決定のための科学的な裏付けを与える。これにより、温暖化対応政策を実装する際、どれほどの幅の不

確実性が存在し、また対策費用の幅がどれほどになるのかの指針を与えた。特に、気候モデルとの協働

による不確実性評価では、科学的研究の蓄積とその経済効果の関係の評価は、環境研究の経済的価値を

明らかにした初のものである。またもし前提条件に何らかの科学的知見による変化があった場合の対策

費用の変化や、温度目標管理の柔軟性の意味を定量的に与えることができるようになった。これにより

温暖化政策だけでない社会経済・環境政策の在り方が温暖化影響緩和に大きく影響することは、気候変

動政策以外の政策の副次的便益の大きさが重要なことを示すものである。 

また、本研究の多地域多部門モデルTHERESIAは、炭素排出規制で以前から提案されている「セクトラ

ルアプローチ」および「炭素排出の生産段階での勘定」か「消費財への体化」という具体的な政策に対

し、炭素漏えいだけでなく参加部門や参加地域が限定的である場合にどのような影響が発生するかを示

した。これは排出権取引や国際的な炭素課税政策における「実施上の不確実性とその効果」を事前評価

するものであり、実務上も環境経済政策への寄与が大きいと考えられる。 

 

＜行政が既に活用した成果＞ 

特記する事項はない。 
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［キーワード］ 多地域多部門一般均衡モデル、ゲーム論、異常気象、生物多様性、部門別評価 

 

［要旨］ 

複数主体の問題については、これまで、気候変動問題において重要な要素となるゲーム論的な相互作

用ないし不確実性を考慮した分析事例はあるものの、それらを同時に扱う例は非常に限られている。本

研究では温室効果ガス排出などを巡る国際交渉の動向が政策の決定とその結果に大きな影響を与える状

況をふまえ、地球温暖化問題に対する利害の一致しない複数の意思決定主体の相互作用を明示的に定式

化するモデル開発を行った。 

本研究では、気候変動問題において重要な要素である複数国間の相互作用と不確実性を扱うもので、

新しいアプローチを試みた。また、これと並行して、多地域多産業の特性を活かし、社会経済シナリオ

(SSP)と放射強制力シナリオ(RCP)を用いた地球温暖化による経済影響の各地域各産業への直接影響と間

接影響をそれぞれ明らかにした。具体的には、将来の社会の不確実性を考慮するため、放射強制力シナ

リオや気温上昇目標を特定化した戦略選択肢シナリオなどの複数の社会経済シナリオを併用し、将来の

様々な不確実的な状況下を想定した多地域多産業における地球温暖化の被害や温室効果ガス(GHG)排出

削減費用の増加による経済影響を解明した。さらに、これらのモデルのさらなる改善のため、サイクロ

ン強度増加・生物多様性減少・貿易を考慮した農業部門など各分野における地球温暖化による社会経済

影響を明らかにした。 

平成24年度では気候変動問題における温室効果ガスの削減行動についてゲーム理論的「相互作用」を

導入した統合評価モデルEMEDAを構築した。 

平成25年度ではEMEDAモデルを精緻化させ、ゲーム理論を用いた各国間のGHG排出削減行動の相互作用

を前提とした排出削減パスをシナリオごとに地域別・部門別に社会経済影響評価を行った。この社会経

済影響評価では地域ごと、部門ごとに異なる特徴が明らかになったが、これは従来のGHG排出削減交渉に

おけるゲーム理論的研究においては解明されていなかった点である。 

平成26年度には、複数のSSPシナリオにおいて各RCPおよび戦略シナリオについて対策評価を行い、地

域別・産業別の経済影響評価を行った。このように様々な最新の社会経済シナリオやGHG排出シナリオ、

温暖化対策を考慮した地域・部門別の社会経済への影響を明らかにした点は新たな知見である。 

平成27年度には、これまでに明らかになった経済影響をより詳しく解明するための要因分析を行い、
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地球温暖化の直接的影響だけでなく間接的影響も地域・産業で異なり、特に間接的影響は途上国を中心

に大きいことがわかった。 

平成28年度には、最新版のSSPシナリオのもとで多地域多部門における社会経済影響評価を行い、SSP

シナリオ間の違いがより明確になることが示された。さらに、パリ協定における温度目標（２度目標）

に対応した適応費用を計算した結果、より将来に地球温暖化への適応が増加するとともに、アジアやア

フリカ地域を中心に適応費用が大きくなる結果が得られた。 

本研究では、これまで国際的に見てもほとんど明らかにされていなかった最新の社会経済シナリオや

排出シナリオ、温暖化対策を考慮した統合評価モデルEMEDAによる全球地域別・部門別の社会経済影響を

解明した。 

 

１． はじめに 

現在までの統合評価モデルは温暖化対策という長期的かつ不確実性の高い意思決定温暖化問題にお

いては、なお十分な方法論を提供していない。実際、温暖化の進行と影響の規模や時期、地域的分布、

その社会経済影響、さらに適応策の考慮、ジオエンジニアリングなどにおいては様々な不確実性が避

けられない。この不確実性には、温暖化の自然科学的知見に関するもののほか、技術の実現可能性や

コストがある。さらに具体的な対策を取る際には便益と費用、想定しうるリスクなどが幅広く多様な

形で存在する。これにより温暖化対策を取ることについて国家間、地域間、産業部門間、所得階層間

などで、どのように便益と費用を分担するかについて、相互に利害の対立が生じる。さらに現世代と

将来世代の間でも競合が発生しうる。 

なかで、複数主体の問題については、これまで、気候変動問題において重要な要素となるゲーム論

的な相互作用ないし不確実性を考慮した分析事例はあるものの、それらを同時に扱う例は非常に限ら

れている。本研究では温室効果ガス排出などを巡る国際交渉の動向が政策の決定とその結果に大きな

影響を与える状況をふまえ、地球温暖化問題に対する利害の一致しない複数の意思決定主体の相互作

用を明示的に定式化するモデル開発を行った。 

 

２． 研究の目的 

 本S10-4テーマにおいては、４つのサブテーマ連携によるマルチモデルアプローチと独自性を活かし

た知見の提供という2つの角度から研究を行う。本サブテーマはこのうちの複数主体の問題を多地域多部

門一般均衡逐次動学モデルで接近し、社会経済シナリオ(SSP)と放射強制力シナリオ(RCP)を用いた地球

温暖化による経済影響の各地域各産業への直接影響と間接影響をそれぞれ明らかにする。具体的には、

将来の社会の不確実性を考慮するため、放射強制力シナリオや気温上昇目標を特定化した戦略選択肢シ

ナリオなどの複数の社会経済シナリオを併用し、将来の様々な不確実的な状況下を想定した多地域多産

業における地球温暖化の被害や温室効果ガス(GHG)排出削減費用の増加による経済影響を解明し、さらに、

これらのモデルのさらなる改善のため、サイクロン強度増加・生物多様性減少・貿易を考慮した農業部

門など各分野における地球温暖化による社会経済影響を明らかにすることを目的とする。 

1) ゲーム論的シミュレーションのためのモデル開発と実行 

気候変動問題における温室効果ガスの削減行動についてゲーム理論的「相互作用」を導入したシミュ

レーションを行う。地域間関係及び部門間の経済影響について、世界協調行動とゲーム論的行動により

どのような差異が発生するかをシミュレーションにより見る。 
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2) 気候変動による経済影響の分析 

 多地域多部門モデルの特徴に、さらに気候変動がもたらす異常気候の影響や生物多様性への影響が、

各国の経済にどのように影響するかを見る。 

3) 適応策の導入効果 

モデルの定式化を拡張し、適応策の導入効果と気候政策の関連を分析する。 

 

３．研究開発方法 

複数主体の行動（政策の決定と実践）の相互作用が気候変動の現実に与える影響を考慮するために、

現実の世界経済の定量的モデル化と気候変動メカニズムの統合が不可欠と考える。そこで、本研究では、

世界経済モデルでは、貿易も組み込んだ、多地域、他部門の応用一般均衡モデルを構成し、気候変動モ

デルにはNordhaus等によって精緻化されてきた比較的単純なモデルを援用し、それらを統合したモデル

によって、多主体の動向とその影響を分析する。このような試みは、経済モデルをNordhaus(2012)によ

るRICEモデルをベースにしたものでは、既に試みられているが、世界貿易など現実経済の動向への影響

を具体的にとらえる点では弱点を持っている。相互作用そのものについては、ゲーム論的均衡を軸に分

析するのが適切である。この点で、従来の研究は提携型の協力ゲーム均衡として分析を試みているが、

本研究では、各主体が完全に利己的に振る舞った状況の均衡としてのナッシュ均衡と、世界的な効率的

状況を達成可能な、ナッシュ交渉解を比較することによって、多主体の行動様式の影響を複眼的にとら

えることができる。また、このようなモデルを構成することによって、気候変動による被害や、適応の

影響、それに伴うリスクが、交渉にどのような影響を与えるかを分析することができ、本プロジェクト

全体にテーマに対する貢献を明確にすることが可能となる。 

このモデルは、各地域が完全に利己的に振る舞った状況であるナッシュ均衡と、それら地域全体にと

って効率的状況を達成可能なナッシュ交渉解を比較することで、多主体の行動様式の影響を複眼的にと

らえることができた。さらに、ナッシュ均衡やナッシュ交渉解などそれぞれの状況において利得だけで

なく、全球平均気温がどのように変化し、各地域・各産業がどのような温暖化影響を受けるかを計算す

る方法も検討し、様々なシナリオにおいて温暖化影響の経済評価を行う。具体的には、温暖化対策が全

くない場合、温暖化対策が十分行われる場合、米国と中国がゲーム論的行動をとる場合、さらに日本も

ゲーム論的行動をとる場合のそれぞれについて、2100年までの全球平均気温、各地域・各産業の実質GDP、

実質付加価値の変化等を計算した。これにより、温室効果ガスの削減がどのように各地域・各部門に被

害や便益をもたらしているかを詳細に評価することが可能となった。 

このモデルは、（１）1）で述べた共通社会経済シナリオ（SSP）および代表的濃度シナリオ（RCP）の

代表的シナリオにそって、EMEDAで部門別・地域別の経済影響評価のシミュレーションを行った。気候変

動モデルとしては、他モデルと合わせるため、市場為替レート(MER)ベースで地域別に集計を行い、経済

成長率と人口増加率とCO2排出係数の変化率については、SSPに従って調整し、SSP1・SSP2・SSP3の各シ

ナリオに基づいて計算を行った。複数の気候感度を想定し、各RCPケース、各戦略選択肢について計算を

行った。これらの計算結果については、データベースとしてまとめられ、他のモデルとの比較などに活

用された。 

さらに開発したモデルにおける地球温暖化の経済影響評価を、地球温暖化による被害額の変化率・GHG

排出削減費用の変化率・その他の要因による変化率に分解し、各地域・各産業における経済のより詳細

な変化を分析した。また、被害関数にAD-DICE型の適応モデルを導入することで、適応水準による地球温
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暖化の経済影響評価の違いや、各シナリオにおける適応費用や地球温暖化影響などをより詳細にSSP別・

地域別で分析できるモデルへの拡張によりさらに2016年度にはSSPシナリオを最新のものに更新し、

RCP・戦略選択肢シナリオについて多地域多部門の経済影響評価を行い、従来と比較しSSP間により大き

な差異が生じる事を示した。また、パリ協定における気温上昇目標に合わせたシナリオについて適応費

用の推計を行い、地域間や温度目標による大きな差異を確認した。また、SSP-RCPシナリオ下で農業部門

へのより詳細な経済影響評価関数の導入も試み、他産業への経済影響の波及効果を推計する。 

 

４．結果及び考察 

ⅰ 多主体・多部門ゲーミングシミュレーションモデルの開発 

本研究では、まず、世界経済を対象にした一般均衡型のモデルと気候変動モデルを組み込んだ形で、

ゲーム論的分析が可能か否かについて、世界的な研究動向の調査が必要になった。まずニューヨーク州

立大学のYang教授(Nordhaus教授とともにRICEモデルを作成した研究者)とともに一般均衡モデル構成の

可能性をレビューするとともに、世界的研究動向に関する文献調査を行なった。結果として、きわめて

単純化された仮想的なモデルを構成し、本研究の目指している方向でのゲーム論的分析が可能であるこ

とを示した。 

 
図(2)-1 気候モデルの概要 

 

これをふまえて、まずプロトタイプとなるべきモデルの構築に移った。世界経済モデルとしては、第

一に、鷲田によって既に構成されていた世界貿易を含む静学的応用一般均衡モデルEMEDAをベースにした。

気候変動は本質的に同学的状況の中で分析されるべきなので、EMEDAの逐次動学化を行なった。逐次動学

化は、隔年の一般均衡によって実現した投資を次期資本ストックに加える形で行なわれる。また、労働

については、国連の中位推計をもとにした。また、動学的経路がAR5に向けて開発されているSSP（Shared 

Socioeconomic Pathways）の５つのシナリオのうち、適度

な人口増加のもとで経済が成長するシナリオ１に与えられ

ている経済成長経路に一致するように、全要素生産性TFPが

変化するように設定した。 

EMEDAの気候変動モデルとしては図(2)-1で表される

NordhausのDICE/RICE2010モデル(Nordhaus, 2012)にある気

候モデルを用いることにした。経済モデルに、GTAP7データ

表 (2)-1 EMEDAの地域産業分類 
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ベースから二酸化炭素排出量を取り出し、本モデルに適合するように排出係数を求め、被害関数につい

ては、DICE/RICE2010のものをそのまま用いた。 

EMEDAの地域分割では表(2)-1にあるように8地域に分割し一つの地域が8産業から構成されているモデ

ルとしている。そして、それぞれの地域が、プレーヤーとして戦略を選択するゲーム状況を考察するこ

とにした。 

各地域が選択する戦略は、2004年から2100年までの温室効果ガスの削減経路全体を一挙に選択するも

のとした。具体的には、現在各地域がコペンハーゲン合意などで宣言している、ないしは想定している

削減経路をベースラインの削減シナリオ(Base)とし、表(2)-2で表されるように、そのうちどれくらいの

割合で削減するかを戦略とした。また、ゲームに参加する主体としては、全ての主体が同時に参加する

のは、計算不可が過大になりすぎるので、削減量の大きな中国と米国のみがゲームのプレーヤーとなる

状況、および中国、米国、日本の三か国がプレーヤーとなる状況の、二つの場合のシミュレーションを

試みた。なお、それぞれの場合に、その他の地域は、ベースラインの削減戦略をとっていると想定して

いる。中国と米国のみが参加した場合のゲームの戦略を図(2)-2に示している。それぞれが１１の戦略を

持ち、戦略1は、中国の場合ベールラインの25％の削減で、戦略11は、全く削減しない戦略である。他の

削減状況の計算もしているが、均衡に影響を与えないので省略している。 

このゲームのペイオフ（利得）は、2004年から2100年までの各地域が得られる消費からの効用の割引

合計として扱う。このペイオフが、動学的EMEDAによって計算される。ゲームは、オープンループのワン

ショットゲームで、初期時点に、すべての削減パスを決定するものである。 

 

表(2)-2 中国と米国の戦略 

 

 

 

図(2)-2 中国・米国CO2排出削減ゲーム 
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中国と米国の２プレーヤーゲームの結果を図(2)-3のように反応曲線（割引率3％を仮定）で示そう。

ナッシュ均衡は、図にある反応曲線の交点となる。すなわち、中国と米国が完全に利己的に行動した均

衡としてのナッシュ均衡は、削減しないではなく、ある程度の削減、中国はベースラインの7.5％程度の

削減、米国は、同じく15％程度の削減は行なうことになる。一方、交渉決裂した場合の実現状態をここ

で得られたナッシュ均衡とした上での、ナッシュ交渉解は、中国がベースラインの17.5％、同じく米国

はベースラインの35％の削減をした状態となる。交渉解は、パレート最適性という、本質的な効率性を

持った状況である。この二つの解を、米国と中国の利得の組み合わせによって表現したものが図(2) -4

のような状況である。各曲線は1国の戦略を固定したときの2国の利得の動きを示し、それぞれの交点が、

二つの国が特定の戦略を選んだ結果としての利得である。利得は排出削減なしシナリオを基準として計

算しており、ナッシュ均衡の点Dとナッシュ交渉解の点Cがそれぞれ図に示されている。 

 

図(2)-3 米国と中国の反応曲線とナッシュ均衡解 

  

 

図(2)-4 ナッシュ均衡解とパレート最適解の比較 
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この研究によって、さまざまな気候変動に関わるリスクが、各主体のとる気候変動対策としての戦略

に与える影響を分析することが可能なモデルを組み上げることができた。 

また、EMEDAによりフィットした気候変動モデルを組み込むことを踏まえ、我々で温暖化被害関数の作

成も行っている。まず、気候変動の影響として、熱帯低気圧の強度の増加に着目した温暖化経済被害関

数の作成を行った。この被害関数をEMEDAに組み込み、温度上昇シナリオ別の世界16地域における16産業

別の経済影響について推計を行った。 

次いで、このEMEDAにより各地域が戦略的に行動する場合における経済影響を分析した。各地域が選択

する戦略は、2004年から2100年までの温室効果ガスの削減経路全体を一挙に選択するものとした。表

(2)-3は、上記の2地域ゲームと、拡張された3地域ゲームの戦略それぞれを示している。左は、中国と米

国のみが参加した2地域ゲームの戦略である。それぞれが11の戦略を持ち、戦略0は全く削減しない戦略

(None)で、戦略10は中国の場合ベースラインの25％の削減である。右図は、中国と米国に加え日本も参

加した場合の戦略である。より多くの排出削減を行う他の戦略の計算も試みたが、均衡に影響を与えな

いので省略している。 

 

表(2)-3 2地域ゲームと3地域ゲームの戦略 

 
 

このゲームのペイオフ（利得）は、2004年から2100年までの各地域が得られる消費・貯蓄・政府支出

からの効用の割引合計として扱う。このペイオフが、動学的EMEDAによって計算される。ゲームは、オー

プンループのワンショットゲームで、初期時点に、すべての削減パスを決定するものである。 

中国と米国の2地域ゲームの結果におけるナッシュ均衡(NE)とナッシュ交渉解(NBS)を、米国と中国の

ベースシナリオに対する削減率の組で表したものが表4-(2).41-4左である（時間選好率を1,3,5,10％で

計算）。表(2)-4右は、この2国に加えて日本もゲームに参加した3地域ゲームにおける2つの解である。 

 

表(2)-4  2地域ゲーム(中国,米国)と3地域ゲーム(日本,中国,米国)の結果 

 

 

ナッシュ均衡では、各地域は他の地域の戦略を所与としたうえで、完全に利己的に行動したときに自

分の利得が最大となる戦略を選んでいる。この場合、ナッシュ均衡において、各地域は削減しないでは
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なく、ある程度の削減を行なうことになる。一方、交渉決裂した場合の実現状態をここで得られたナッ

シュ均衡とした上で、各地域が協調したときの結果を表すのがナッシュ交渉解である。交渉解は、地域

全体にとってのパレート最適性という、本質的な効率性を持った状況である。ナッシュ交渉解における

削減率は、ナッシュ均衡よりは上回るがベースラインよりは下回る。また、2地域ゲームと3地域ゲーム

を比較すると、米国と中国の削減率はさほど変わりがなく、結果に頑健性があることがわかる。 

 

図(2)-5 ナッシュ均衡解とナッシュ交渉解の全球平均気温の推移 

 

各解では、時間選好率が低下するほど削減率が増加する。また、2つの解を比較すると、時間選好率の

低下に伴い2つの解における削減率の差が広がる傾向にあることがわかる。このような結果は、時間選好

率の低下に伴い、各地域にとって将来の利得がより重要となるため温室効果ガスの削減による将来の利

得増加の効果が高まり、さらに協調時の将来利得はより大きく増加するからだと考えられる。 

なお、この結果を全球平均気温の変化で見た場合、図(2)-5でわかるように、ナッシュ均衡とナッシュ

交渉解の差は2100年時点で比較して0.1℃程度しかない。この理由は、我々のモデルが貿易構造も含んで

おり、他地域が受ける被害が貿易を通じ国内産業にも波及して悪影響を与えるため、利己的に行動する

各地域は他地域を考慮する必要があるからである。 

また、解の頑健性を調べるため、2地域ゲームに参加しない他の地域が全く削減しない場合、2つの解

がどうのように変化するかも分析したが、中国の削減率がやや増加するだけで、変化は少なかった。 

 

表(2)-5 地域シナリオ別GDP損害額の比較 

 

次に、各地域のシナリオ別の2050年の実質GDP損害率については表(2).4,1-5で表される。全体的に、
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排出削減費用の増加に伴い、削減なしの場合と比べて被害が増加する。特に、途上国における被害は先

進国より大きい傾向にある。 

図(2)-6は、21世紀全体における各地域・各部門の地球温暖化による影響を計算するため、毎期の実質

付加価値の被害額の現在価値総和から損害率を計算したものである。この図より、同じ地域でも部門に

よって損害率が大きく異なり、また、同じ部門でも地域間で損害率が大幅に異なることがわかる。また、

交渉解をみると、温室効果ガスの削減率の増加によって、日本・中国・米国は経済が成長するが、他地

域の各部門では経済が縮小する傾向にある。 

 

図(2)-6 各地域・各部門における実質付加価値の現在価値のシナリオ別損害率 

 

最後に、図(2)-7は日本の第一次産業(PI)、第二次産業(SI)、第三次産業(TI)の実質付加価値の損害率

の時系列推移である。これをみると、日本は農林水産業やサービス業で大きな被害を受け、さらにそれ

が拡大していくが、温室効果ガスの削減率の増加により将来の被害が大幅に抑えられることがわかる。

なお、米国や中国とはこの傾向が異なっており、各地域の分析や地域間比較が今後重要だと思われる。 

 

 

図(2)-7 日本における各部門の実質付加価値の地球温暖化によるシナリオ別損害率 
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ⅱ 異常気象影響を含む気候変動経済影響評価のための拡張 

このモデルはさらに、気候変動影響を内生化するよう拡張された。熱帯低気圧の強度の増加に着目し

た温暖化経済被害関数の作成を行い、この被害関数をEMEDAに組み込み、温度上昇シナリオ別の世界16

地域における16部門別の経済影響の推計を行う。この場合、地球温暖化による生物多様性への影響をみ

るため遺伝資源由来医薬品産業を1部門として独立させ、生物多様性の損失による被害関数を構築するこ

とで気温上昇ごとに16地域・17部門の経済影響の計測を試みた。 

気候変動モデルとしては、従来と同様にNordhausのDICE/RICE2010モデルにある気候モデルを用い、経

済モデルに、GTAP7データベースから二酸化炭素排出量を取り出し、本モデルに適合するように初期時点

のCO2排出係数を求め、被害関数については、DICE/RICE2010のものをそのまま用いた。地域分割では、

前年度と同様、8地域に分割し一つの地域が8部門から構成されているモデルとしている。GDPの評価にお

いては、他モデルと合わせるため、市場為替レート(MER)ベースで地域別に集計を行った。経済成長率と

人口増加率とCO2排出係数の変化率については、SSPに従って調整を行い、SSP1・SSP2・SSP3の各シナリ

オに基づいて計算を行った。SSPのうち、SSP1シナリオは適応策・緩和策ともに容易に行える、高い教育・

技術水準の社会シナリオである。一方、SSP3シナリオは教育・技術水準は低く、適応策・緩和策を行う

ことは困難な社会シナリオである。SSP2シナリオはこれらの中庸シナリオとされており、人口成長、技

術進歩、経済成長について過去数十年の成長の傾向がそのまま続く状況を考えている。このため、これ

らのSSPシナリオを考慮することで、多様な状況について地球温暖化の影響評価を行うことが出来る。こ

の際、気候感度については、3.0℃とより厳しい4.5℃を想定した。排出ケースについては、GHG排出削減

を行わないリファレンスケースに加え、RCPについてはRCP2.6、RCP4.5およびRCP6.0、さらに全球平均大

気気温の上昇幅に関する戦略選択肢として、T15(1.5℃以下)、T20(2℃以下)、T25(2.5℃以下)、T30(3.0℃

以下)を考えた。 

表(2) -6 EMEDAモデルの部門分類と地域分類 

 

 

以下では、特にSSP2シナリオ、気候感度3.0℃(S30)の場合に注目する。なお、評価は表(2).4.1-6で表

されるように、３産業部門、５地域に集計を行う。まず、RCPケースの評価について記載する。リファレ

ンスケースに加え、RCPについてはRCP2.6、RCP4.5およびRCP6.0の場合の結果を示す。 

まず、RCPの変化が各部門の付加価値に与える影響を見る。図(2)-8は、リファレンスと比べた各部門

の付加価値変化率を示す。全体としての傾向をみると、RCP6.0では、今世紀後半に温暖化被害の緩和で

リファレンスレベルよりもより付加価値水準の高い状況が現れている。一方、RCP2.6では、当初、リフ
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ァレンスレベルより大きく下がるものの、のちに急激な回復傾向が表れている。これは、今世紀後半に、

GHG排出削減の実質的な効果が現れることによるもので、RCP2.6シナリオが持っている長期的優位性を示

している。RCP4.5はRCP6.0よりは増加率が低下するが、RCP2.6と比較すると温暖化被害はかなり低くな

っている。また、産業別に見ると、今世紀後半におけるプラス傾向は、サービス業が最も高く、農業が

相対的に低い。サービス業の回復が見られるのは、先進国における温暖化被害の緩和が大きい可能性が

考えられる。 

 

図(2)-8 RCPケースにおける世界全体での産業別付加価値の変化 

 

RCPケースのより詳細な結果として、RCPの変化がアジアの農業部門の貿易活動に与える影響を見る。

リファレンスの場合と比べた農業部門の輸出・輸入・純輸出の変化の増加率で示すのが図(2)-9である。

輸出から見ると、特徴的な動きは、RCP2.6の場合、今世紀後半からの回復傾向が鮮明に現れる。すなわ

ち、強力な温暖化対策によって、アジアの農業の回復が強まり、輸出が増加する。これに対して、アジ

アの農産物の輸入は、放射強制力の低下により一貫して減少している。これは、輸入自体は増加しても

大幅なGHG削減に伴う排出削減費用の負担によるGDP減少のため、輸入が減少してしまうからだと考えら

れる。この輸入の減少は輸出の減少を上回るため、結果として、アジアの農産物の純輸出は一貫して増

加している。また、この純輸出の増加がRCP2.6において最も顕著に表れていることは特筆すべき点であ

る。なお、製造業やサービス業においては、逆にRCP2.6において純輸出が減少する傾向にある。次に、

戦略選択肢別の評価を行う。戦略選択肢については、GHG排出削減を行わないリファレンスケースに加え、

T20S30（目標気温2.0℃以下）、T25S30（目標気温2.5℃以下）、さらにT30S30（目標気温3.0℃以下）の

ケースもとりあげる。なお、T15S30（目標気温1.5℃以下）のケースについては、制約が厳しくEMEDAで

実行可能解を得られなかったため除外する。 

まず、戦略選択肢の変化によって各部門の付加価値に与える影響を見る。図(2)-10では、リファレン

スと比べ、各部門の付加価値が各年でどれだけの差になっているかの比率が現れている。分析ケースの
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結果と比較すると、T20S30では全体的に付加価値の減少率が高く、分析ケースのRCP2.6と比較的近い動

きをする。しかし、分析ケースではその後の回復がわずかであったが、戦略ケースの場合、2070年以降

で減少率が著しく緩和している点が異なっている。これは、2℃以下に抑えるためには、早期のGHG排出

削減が必要であるが、それを達成すれば、その後はGHG排出削減を少し緩めても2℃以下が達成できるか

らである。詳細をみると、T20S30における減少率は農業で最大6%、製造業やサービス業で最大5%である。

一方、T25S30はRCP4.5、T30S30はRCP6.0とそれぞれ似た傾向となり、T25S30は3%以下で低い減少率が今

世紀末まで少しづつ拡大していく一方、T30S30では減少率はほぼゼロとなる。 

 

図(2)-9 RCPケースにおけるアジアの農業の輸出・輸入・純輸出のRCP別増加率 

 

 

図(2)-10 戦略ケースにおける世界全体での産業別付加価値の変化率 

 

戦略選択肢別でリファレンスの場合と比べたアジアの農業部門の輸出・輸入・純輸出の変化をそれぞ

れの増加率で見たのが図(2).4.1-11である。まず、輸出については全体的に付加価値増加率と似た動き

を示し、T20S30で減少率が最も大きく、T30S30で最も小さい。分析ケースと比較すると、これは分析ケ

ースの農業部門とも近い傾向である。一方、輸入については、減少率が最も大きいT20S30ではRCP2.6と

似た傾向ではあるが2080年前後では減少率が一度低下する点が異なる。次に減少率が大きいT25S30では

RCP4.5とは異なり減少率が上昇し続ける傾向にある。このため、純輸出でみると、T20S30はRCP2.6より

2080年以降の増加率が低くなる一方、T25S30の増加率はT20S30より低いがRCP4.5よりは高くなる。 
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図(2)-11 戦略ケースにおけるアジアの農業の輸出・輸入・純輸出のRCP別増加率 

 

ⅲ 適応策導入効果のための拡張と地域別経済影響評価 

この研究では、社会経済シナリオが世界各地域の対策評価にどのような影響を与えるか計算し、RCP・

戦略選択肢の各ケースにおける産業別の対策評価を比較することができるよう拡張を加えた。さらに、

各SSPにおいて適応を導入したモデル構築と被害の計算を可能とするよう拡張を行った。気候変動モデル

としては、NordhausのDICE/RICE2010モデルにある気候モデルを用いた。経済モデルに、GTAP7データベ

ースから二酸化炭素排出量を取り出し、本モデルに適合するように排出係数を求め、気候関連関数や被

害関数については、DICE/RICE2010のものを用いた。 

地域分割では、前年度までと同様、8地域に分割し一つの地域が8部門から構成されているモデルとし

ている。このもとで、2100年以降の放射強制力を安定させるRCP2.6、RCP4.5、RCP6.0の各シナリオと最

もGHG排出量が多いBaUシナリオにおけるシミュレーションを行い、温暖化被害の分解を行った。温暖化

被害の要因分解の方法としては、従来はシナリオごとにGDPや付加価値を直接比較して経済の変化をみて

いたが、その地球温暖化にともなうGDPの変化率(gTL)を、以下の式で表されるように、GHG排出削減費用

の変化率(gMT)・地球温暖化によるGDPの変化率(gDMD)・その他の要因(gVF)による変化率の3要因に分解し、

それぞれの大きさを計算した。 

VF

tjc

DMD

tjc

MT

tjc

TL

tjc gggg ,,,,,,,,   (2).1 

ここでcはシナリオ、jは地域、tは時点を表す。BaUを基準にすると、各シナリオにおける地球温暖化

によるGDPの変化率は気温の低下に伴い常にプラスとなるが、一方でGHG排出量を減らすための排出削減

量の増加に伴いGHG排出削減費用の変化率は常にマイナスとなる。その他の変化については、プラスもマ

イナスもとりうる値であるが、通常はBaUと比較してマイナスとなる傾向が強い。 

図(2)-12は最も温暖化被害が大きいSSP3・RCP2.6シナリオにおける世界全体、先進国、アジア諸国の

温暖化被害の分解（GDP比）を表す。ここでの被害はBaUシナリオとの実質GDPの比較より計算されている。

このシナリオでは、2100年で世界全体ではBaU比でマイナス10%もの実質GDPの減少が発生するが、特にア

ジアはマイナス12%と大きい。この大きな要因はGHGの排出削減にともなう費用の増大であるが、その直

接効果に加え、特にGHGの排出削減費用が大きい第二次産業の経済の縮小が農業やサービス業など他産業

にも波及して経済全体を押し下げるという間接的な効果も大きく影響する。この結果、直接被害よりさ

らに大きく地域全体で実質GDPが減少してしまう。ただ、これらの影響については地域間で差異が確認で

き、特にアジア・アフリカ・東欧諸国では直接効果・間接効果のいずれも先進国・中南米より大きくマ

イナスになる傾向がみられる。 
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図(2)-12 SSP3・RCP2.6シナリオにおける温暖化被害の分解（GDP比） 

 

適応については、de Bruin , Dellink and Tol (2009)が開発したAD-DICEモデルを参考にパラメータ

を推計し、EMEDAにおける被害関数を適応費用とそれ以外の被害に分解した。パラメータの推計について

は、EMEDAで用いられているRICE2010の被害関数の関数形（気温上昇幅と海面上昇幅についてそれぞれ線

形・二次）に沿う形で被害関数の関数形を新たに設定し、地域別にパラメータの推計を行った。 

適応前の地球温暖化被害率GDは、以下の式 

0.25

2004t

β

2t1

α

t2t1t )/Y)(YSLRβ+SLR(β+Tα+Tα=GD 33

t
     (2).2 

で特定化されている。ここで、tは時点、Yは地域別GDP、Tは気温上昇幅、SLRは海面上昇幅を表し、α1、

α2、α3、β1、β2は推計されるパラメータである。なお、従来のAD-DICEモデルは気温上昇幅について

のみ考慮した関数形であったが、計算したところ、気温上昇幅だけではなく海面上昇についてもAD-DICE

の関数形に導入しないと誤差が大きくなってしまうことが判明したため、それも考慮した形で海面上昇

幅にまで拡張した関数形を用いている。 

次に、適応後の被害率RDについては 

 )P-(1 GD=RD ttt    (2).3 

と適応前の被害率を利用して定義されている。ここでPは適応水準を表しており、Pが大きくなるほど地

域全体が受ける地球温暖化の被害額が小さくなる。ただ、適応水準を上げるほど適応費用がより大きく

なるため、経済が悪影響を受ける。この関係は、適応費用PCとして以下の式 

 Pγ=PC 2γ

t1t
   (2).4 

で表される。ここでγ1、γ2は推計されるパラメータである。これを用いて、適応後に地域全体が受け

る地球温暖化の被害率Dは 

 PC+RD=D ttt    (2).5 

で表される。この関数とEMEDAの被害関数の割引残差二乗和（割引率３％）が最小となるようにSSP2シナ

リオにおいてパラメータを推計した。その結果が表(2)-7になる。 

他のSSPについては、SSP2より適応費用が大きくなると想定されるSSP3とSSP4についてはγ1を30%上昇さ

せ、一方でSSP2より適応費用が小さいSSP1とSSP5についてはγ1を30%低下させることで対応した。この

パラメータを用いることで、各SSPにおける温暖化被害を適応費用と適応後の温暖化被害に分解すること
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ができる。図(2)-13はSSP3のBaUシナリオにおける日本とアフリカの適応導入前後の温暖化被害について

の図である。適応前の被害率がGDMG、適応後の被害率がRCMG、適応費用がADPC、適応後の総被害率がDMG

で表される。適応率ADPは、地球温暖化への適応によって減少した温暖化被害の割合を表す。 

 

表(2)-7 SSP2シナリオにおける適応パラメータの推計値 

 

 

SSP3・BaUでは、将来になると最大4℃程度の気温上昇となるため、温暖化被害の抑制のために適応水

準が次第に増加し、2100年には日本で60%弱、アフリカで65%程度の高い適応率となり、これによって温

暖化被害が大きく抑えられることがわかる。また、このとき、適応費用は日本でGDP比0.5%程度だが、ア

フリカでは1%以上となり地域によって差が生じることも確認できる。 

 

 

図(2)-13  SSP3・BaUシナリオにおける適応導入前後の適応費用と温暖化被害（GDP比） 

 

一方、図(2)-14はSSP3のICA-RUSの2℃シナリオにおける日本とアフリカの適応導入前後の温暖化被害

を示す。このとき、気温上昇は2100年まで2℃以下に抑えられるため、適応水準は40%前後とある程度低

い水準に抑えられている。このためGHG排出量の抑制によって適応費用が非常に低くなる。ただ、このと

きGHGの排出削減費用は2℃目標を達成するために非常に高くなっているため、経済全体としては地球温

暖化に伴うGDPの減少がBaUより大きくなっている点に注意する必要がある。以上のように、この研究で

は、世界各地域のとる気候変動対策としての戦略に与える影響を分析することが可能なモデルがより精

緻化され、各シナリオにおける世界経済への影響評価をより詳細に計算することができた。 
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図(2)-14 SSP3・2℃シナリオにおける適応導入前後の適応費用と温暖化被害（GDP比） 

 

ⅳ 多地域・多部門別評価 

続いて、EMEDAの特徴としての多部門・多地域の結果を示す。EMEDAは、世界を8地域に分割し、それぞ

れの地域について8産業に分割した分析を行う。以下の分析では、農業、製造業、サービス業の主要3部

門に注目する。また、産業については、第一次産業、第二次産業、第三次産業に分解し、地域について

は、IIASAの分類に合わせて5地域に統合している。シミュレーション開始年は2004年で、最終年は2100

年、1年刻みのシミュレーションとなる。産業構造の変化やOECD諸国・アジア地域の貿易についての影響

をみる。推計期間は2004年から2100年まで、気候感度は3.0°Cに固定し、SSPについてはSSP1、SSP2、SSP3

を用いる。戦略選択肢については、GHG排出削減を行わないリファレンスケースに加え、T20_S36 (気候

感度3.65°Cで目標気温2.0°C以下)、T25_S36 (気候感度3.65°Cで目標気温2.5°C以下)のケースもとり

あげる。なお、T15_S36 (気候感度3.65°Cで目標気温1.5°C以下)のケースについては、制約が厳しく

EMEDAで実行可能解を得られなかったため除外する。 

初めに、戦略選択肢の変化によって各部門の付加価値に与える影響をみたい。各産業部門における影

響の差が小さかったため、以下では農業など第一次産業に注目する。図(2)-15では、リファレンスと比

べ、第一次産業の付加価値が各年でどれだけ減少したかの比率が現れている。分析ケースの結果と比較

すると、T20_S36では全体的に付加価値の減少率が高く、分析ケースのRCP2.6を上回る。これは、2°C

以下に抑えるためには、早期のGHG排出削減が必要であり、それが高い排出削減費用をもたらすからであ

る。詳細をみると、T20_S36における減少率は上昇傾向にあり、SSP1では3%程度、SSP2では各産業で6%

程度、SSP3では各産業で最大で15%程度となり、特にSSP3において大幅な減少がみられた。地域別では旧

ソ連・アフリカの影響が大きい。 

一方、T25_S36では、各産業部門の付加価値の減少率はT20S36より低く、SSP1ではほぼ0%、SSP2では各

産業で最大3%程度、SSP3では各産業で最大で6%程度となり、SSP3においては依然としてやや高い減少率

がみられた。地域別の差はそれほど見られない。これは、T20_S36と比較してGHG排出削減の負担、つま

り排出削減費用が低いためである。 

次に、より詳細な経済の動きを見るため、BaUと比較した各戦略選択肢別のOECD諸国・アジア地域の輸

出・輸入の減少率の推移を見る。第一次産業の輸出・輸入の減少率を表す図(2)-16、図(2)-17を見ると、

T20_S36では、OECD諸国の輸出の減少率は上昇傾向であり、SSP1で最大10%、SSP3で最大20%以上もの減少

率となるが、輸入の減少率はそれと比較して著しく低いため、純輸出では大幅な減少となる。一方でア

ジア地域はSSP3では輸出も輸入も最大15%以上と大きく減少するが、SSP1やSSP2での減少率はその半分以
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下となり、純輸出では増加傾向にある。T25S36では、全体的に減少率は低下するが、SSP3などではOECD

諸国の輸出やアジアの輸入の減少率が依然としてやや高く、OECD諸国の輸入については増加も見られる。 

 

図(2)-15   戦略選択肢別付加価値減少率推移 (第一次産業) 

 

これらの傾向は、第二次産業、第三次産業でも類似している。各産業において大きな差異がみられな

い理由としては、緩和費用はCO2排出が多い第二次産業が相対的に他産業より大きいなど産業間で異なる

ものの、資本や労働など生産要素の代替が産業間で働くことで第二次産業の最終的な付加価値減少幅が

小さくなり、他産業の減少幅が大きくなるためだと考えられる。 

図(2)-18が地域別の適応費用を現す。適応費用については、CO2排出を削減せず最も気温が上昇するBaU

シナリオ、パリ協定で決められた目標である2度シナリオに対応するRCP2.6に加え、中間的なRCP4.5シナ

リオや、パリ協定で努力目標として定められた1.5度シナリオについても分析を行った。図(2)-19が1.5

度シナリオにおける各地域の適応率と適応水準である。RCP2.6・RCP4.5・BaUにおいては、それぞれのCO2

排出水準において適応費用と温暖化被害の和を最小にする最適な適応水準を選択している。また、1.5

度シナリオについては、RCP2.6のCO2排出水準において温暖化被害を1.5度水準まで抑えるように過剰適

応を行った場合を分析している。 

この結果、BaU・RCP2.6・RCP4.5では主に中国などアジア地域やアフリカ地域における適応費用が高く

なる一方、1.5度シナリオでは、これらの地域に加え日本、EU、中南米などの地域でも適応費用が高くな

ることが観察された。パリ協定では途上国における適応への負担の大きさが問題視されていたが、それ

らは2度シナリオでも問題になることが確認され、さらに1.5度シナリオでは先進国を含むより多くの地

域で適応費用が高くなることがわかり、さらなる適応への対応が必要となる可能性が出ることが示唆さ

れた。 
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図(2)-16  OECD諸国・アジア地域における地域別輸出の減少率 (第一次産業) 

 

図(2)-17 OECD諸国・アジア地域における地域別輸入の減少率 (第一次産業) 

 

 

図(2)-18 SSP2における地域別適応費用 （GDP比） 

 

最後に、Anthoff and Tol (2014)が開発したFUNDモデルにおける農業部門に対する地球温暖化の経済

影響関数を16地域16部門のEMEDAの静学モデルに導入し、2050年における農業部門における地球温暖化の

経済被害の影響を推計した。シナリオとしては、SSP2とRCP2.6を用い、各地域の産業部門・地域別・産

業別影響を分析した。表(2)-4は農業被害があるときのSSP2-RCP2.6における各産業の付加価値の変化額

を示している。この結果、アメリカやEUなど一部の地域では全農業部門で経済成長が起き、日本などで

は一部の農業部門で経済成長が見られ、他の地域でも農業への直接影響の相殺による減少が見られるな

ど、全体の傾向として直接影響と比較し農業部門への最終的な影響は低下する代わりに他部門へ比較的

大きな影響が生じる事が示された。また、SSP1やSSP3においても分析も行ったが、大きな違いは見られ

なかった。 



 S-10-4-48 

 

図(2)-19 SSP2における地域別適応水準（割合）・適応費用（GDP比：1.5度シナリオ） 

 

表(2)-8  SSP2-RCP2.6における農業被害による各産業の付加価値の変化額 

 

５．本研究開発により得られた成果  

（１）科学的意義 

 複数主体の問題については、これまで、気候変動問題において重要な要素となるゲーム論的な相互作

用ないし不確実性を考慮した分析事例はあるものの、それらを同時に扱う例はとても限られている。本

研究は、気候変動問題において重要な要素である複数国間の相互作用と不確実性を扱うもので、新しい

アプローチを試みた。本研究により、交渉と経済分析の融合について新しい成果が得られた。 

 平成24年度では気候変動問題における温室効果ガスの削減行動についてゲーム論的な相互作用を導入

した統合評価モデルを構築した。平成25年度ではその統合評価モデルを精緻化させ、ゲーム論的な相互

作用を前提とした排出削減パスの各シナリオについての影響評価を地域別・部門別に行った。この影響

評価では地域ごと、部門ごとに異なる影響が見られたが、この結果は、従来のゲーム論的な研究におい

ては指摘されてこなかった点である。平成26年度には、複数のSSPシナリオにおいて各RCPケース・戦略

ケースについて対策評価を行い、データをまとめ、産業別の経済評価を行った。このように様々な最新

の社会経済シナリオや排出シナリオ、温暖化対策における地域・部門別の結果は、従来の研究ではあま

り得られなかった点である。平成27年度には、経済影響の要因分解を行い、地球温暖化の直接影響以外

の間接影響も各産業各地域で異なり、途上国を中心に大きな影響があることがわかった。平成28年度に

は、パリ協定における温度目標に対応した適応費用の推計を行い、アジアやアフリカを中心に適応費用

が大きくなる結果が得られた。このように様々な最新の社会経済シナリオや排出シナリオ、温暖化対策

Japan China USA India Russia S. Korea EU_25 Oceania East Asia SE. Asia South AsiaN. America L. America MENA SSA ROW

Paddy Rice -2.570 -14.470 1.534 -34.630 0.002 -0.004 2.220 0.072 0.571 -31.040 -13.014 -0.137 -3.179 -0.892 -7.970 -1.205

Wheat 0.000 -8.487 13.731 -30.102 -2.617 0.026 2.355 -0.768 0.008 -2.765 -4.916 0.868 -9.072 -9.793 -7.114 -9.828

Cereal Grain n.e.c. 0.019 -4.119 3.343 -18.528 -4.230 0.103 1.010 -0.402 0.076 -5.060 -0.304 -3.815 -10.742 -3.802 -30.158 -8.780

Grains & Crops -0.821 -4.763 0.909 -14.310 0.003 -0.021 1.079 0.257 0.150 -6.957 -5.131 0.030 -0.756 -0.063 -0.724 0.156

Meat & Livestock -0.650 -148.540 51.710 -279.140 -7.680 1.850 65.400 -0.907 4.018 -78.600 -73.490 -7.180 -88.940 -33.710 -219.210 -53.500

Forestry 1.872 -84.950 0.950 -56.260 -9.145 0.184 6.530 -5.220 1.592 -24.940 -37.720 -8.990 -59.340 -17.160 -35.980 -28.620

Fishing 0.017 -10.680 -0.069 -4.716 -0.274 0.011 -0.650 -0.197 0.000 -2.262 -0.592 -0.344 -1.090 -0.266 -2.809 -0.899

Mining & Extraction 0.097 -9.000 0.089 -2.601 -0.154 0.017 -0.270 -0.101 0.005 -3.490 0.104 -0.630 -1.696 -0.859 -3.046 -1.044

Processed Rice -0.271 -38.430 -1.800 -57.780 -3.280 -0.666 -14.610 -5.050 -1.428 -25.660 -6.626 -9.860 -37.030 -1.800 35.000 -29.800

Processed Food 0.200 -42.580 4.700 -53.270 -4.867 0.010 -4.300 -1.360 1.320 -30.430 -10.153 -11.310 -37.420 -8.080 -22.200 -19.420

Textile & Clothing 11.660 -61.160 28.150 -35.200 0.502 7.227 41.100 1.635 13.040 -2.670 -67.680 10.290 -0.620 1.021 -3.046 2.640

Light Manufacturing 0.300 -75.400 -1.800 -37.170 -1.110 -2.560 -29.000 -3.140 -0.250 -11.560 -5.171 -6.400 -19.600 -3.680 -11.410 -13.910

Heavy Manufacturing -2.395 -152.073 11.105 -71.731 -2.638 -13.808 -42.056 -4.343 -14.024 -59.686 -8.430 -19.523 -45.632 -2.879 -17.745 -27.232

Utilities & Const. -13.300 -56.200 -33.900 -70.860 -8.770 -2.390 -40.200 -6.460 -1.490 -4.680 -11.770 -7.860 -23.200 -15.620 -13.990 -24.100

Trans. Comm. -29.000 -136.600 -53.000 -140.100 -15.400 -10.230 -65.000 -15.600 -4.800 -33.900 -61.900 -17.700 -44.600 -25.300 -63.720 -51.800

Other Services -55.000 -119.400 -217.000 -116.300 -17.900 -8.300 -300.000 -29.300 -5.200 -15.400 -5.020 -45.600 -63.800 -53.100 -85.100 -67.500

Table 3. Damage differences between the EMEDA baseline and the EMEDA with SSP2 agricultural damages in 2050 for each region (2004US$million)
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における地域・部門別の結果は、従来の研究ではあまり得られなかった点である。 

 

（２）環境政策への貢献 

 多地域多部門モデルによる経済政策評価はこれまで貿易政策や通貨政策などで実績がある。これに対

し、国際的視点からの環境政策評価は、この経済モデルの援用による一般均衡論の枠組みにおける炭素

税評価などを数えるのみ、本研究のような包括的な環境影響やゲーム論評価はなされていない。特に、

世界協調ゲームと利己的ゲームの間に大きな差が生じないという知見は、今後の環境政策に寄与すると

ころが大きいと考えらえる。 

 

６．国際共同研究などの状況 

複数主体の相互作用を考慮した世界経済モデルの開発の研究に関し、2013年2月23日、24日に海外から

の研究者としてZili Yang教授（State University of New York at Binghamton）およびJohan Eyckmans

教授（The Hogeschool-Universiteit Brussel）を招き、国際ワークショップを上智大学において開催し

た。本プロジェクトに関して、”Computable General Equilibrium Analyses of Global Economic Impacts 

and Adaptation for Climate Change: A Game Approach”および ”Computable General Equilibrium 

Analyses of Global Economic Impacts and Adaptation for Climate Chang: The Case of Tropical Cyclones”

の二つの論文を発表し、両教授も含め内外の研究者との間で議論を深め、今後の研究の発展方向に重要

な示唆を得ることができた。 
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（２）2.複数主体の相互作用を考慮したエネルギー経済モデルの開発動向調査と評価 

 

公益財団法人地球環境戦略研究機関  矢野 貴之(H24-25) 

     H26より 広島修道大学へ異動 

その他の研究協力機関等 

早稲田大学現代政治経済研究所  杉野 誠 

(※) 担当者である矢野 貴之は平成 26 年に広島修道大学に異動し、その後、本サブテーマの継続が困難

になったとの本人の申し出により、平成 26 年度をもってこのサブテーマは終了となった。 

 

平成24～28年度累計予算額：8.931千円（うち平成26年度：3,456千円） 

予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］ 

 気候変動問題の経済的な分析では、不確実性と国家間相互依存関係を前提とした数量的な分析が特に

重要であると考えられる。そこで、本研究では、不確実性と相互依存関係を取り入れたエネルギー経済

モデルの開発とシミュレーションを行う。まずゲーム理論と不確実性を用いたエネルギー経済モデルの

開発動向を調査し、エネルギー経済モデルにおける国家間相互作用のモデルについて検討した。次いで

国際産業連関表をベースに中間需要と最終需要の合計により生産を決定する需要主導型経済サブモデル

を含み、気候変動や被害についてはNordhausの統合評価型モデルを基本的に踏襲した小型のエネルギー

経済モデルを定式化した。さらに、エネルギー経済モデル全体を制約条件として二次損失型目的関数を

最小化することで、気候変動に対する政策反応関数を導出した。これにより、ある経済が政策を施行す

る際に考慮する政策目標変数に対する優先度の強弱を導入することができるようにした。エネルギー経

済モデルの多くは、モデル開発動向の調査を行った。国連気候変動枠組条約締約国会議における交渉の

現状からも明らかなように、気候変動の緩和に向けた国際間合意を得るのは極めて難しくなっている。

国家間の利害が複雑に交錯し、ある一つの国の行動にも不確実性が伴い、さらに相互依存関係が複雑化

している。また、気候変動が長期的な課題であることから、不確実性も重要な要素となっている。これ

らから、気候変動問題の経済的な分析では、不確実性と国家間相互依存関係を前提とした数量的な分析

が特に重要であることが分かる。そこで、本研究では、不確実性と相互依存関係を取り入れたエネルギ

ー経済モデルの開発とシミュレーションを行う。不確実性についてはモンテカルロ法を中心に、相互依

存関係についてはゲーム論や政策協調のこれまでの成果を取り入れつつ、シミュレーションを行った。 

 

１．はじめに 

 地球温暖化対策評価のためにこれまで様々なエネルギー経済モデルが開発されてきた。これらのほと

んどは生産関数による最適成長モデルが前提となっており、市場均衡により最適解が決まるとされてい

る。しかしながら、現実の経済の挙動は①需要が主導する、②必ずしも市場が何等かの効用関数の最大

化のようには挙動しない、という側面が存在する。このような立場からの経済は、ケインズ的世界観と

呼ばれる。この世界においては、市場は必ずしも一般均衡を前提とせず、縦の費用構成を構成する項目

の合計（生産費用の積み上げ）から名目での国別産業別生産を決定し、その名目の国別産業別生産を、

販路構成から決定した実質の国別産業別生産で除すことで価格を求める。これらの国別産業別での生産
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と価格は、整合的になるように同時に決定される。また、市場に参加する多主体プレーヤもまた、必ず

しも何等かの効用関数の最大化ではなく、局面局面で何らかのルールにより行動するとする見方も可能

である。そこで、本研究では、従来とは異なる方法論に基づく定式化を行うとともに、モンテカルロ法

による不確実性を明示的に扱うゲーミングシミュレーションを可能とするためのコンパクトなモデル開

発を行う。 

 

２．研究の目的 

 気候変動問題の経済的な分析では、不確実性と国家間相互依存関係を前提とした数量的な分析が特に

重要であると考えられる。そこで、本研究では、不確実性と相互依存関係を取り入れたエネルギー経済

モデルの開発とシミュレーションを行う。 

 まず、ゲーム理論と不確実性を用いたエネルギー経済モデルの開発動向を調査し、エネルギー経済モ

デルにおける国家間相互作用のモデルについて検討する。次いで、国際産業連関表をベースに中間需要

と最終需要の合計により生産を決定する需要主導型経済サブモデルを含み、気候変動や被害については

Nordhausの統合評価型モデルを基本的に踏襲した小型のエネルギー経済モデルを定式化し、シミュレー

ションを行い現実の各国の行動を模擬できるようにする。これにより、他のサブテーマと同様の共通シ

ミュレーションプラットホームであるSSPならびにRCPの各シナリオに基づくシミュレーション分析を行

い、国際的な比較分析や政策論議のための基盤を形成する。この時、同時にゲームにおける政策反応関

数をより現実的にする試みとモンテカルロ法以外の不確実性の導入について検討を加えることを目指す。 

 

３．研究の方法 

 まず、モデル開発動向の調査を行った。国連気候変動枠組条約締約国会議における交渉の現状からも

明らかなように、気候変動の緩和に向けた国際間合意を得るのは極めて難しくなっている。国家間の利

害が複雑に交錯し、ある一つの国の行動にも不確実性が伴い、さらに相互依存関係が複雑化している。

また、気候変動が長期的な課題であることから、不確実性も重要な要素となっている。これらから、気

候変動問題の経済的な分析では、不確実性と国家間相互依存関係を前提とした数量的な分析が特に重要

であることが分かる。そこで、本研究では、不確実性と相互依存関係を取り入れたエネルギー経済モデ

ルの開発とシミュレーションを行う。不確実性についてはモンテカルロ法を中心に、相互依存関係につ

いてはゲーム論や政策協調のこれまでの成果を取り入れつつ、シミュレーションを行う。この目的のた

め、平成24年度は、ゲーム理論と不確実性を用いたエネルギー経済モデルの開発動向を調査し、エネル

ギー経済モデルにおける国家間相互作用の定式化について検討した。 

また、(1) 不確実下の意思決定方法に着目したエネルギー経済モデルの開発動向調査と拡張と同様に、

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第4次評価報告書や『気候変動の経済学：スターン・レビュー』

（Stern 2007）などを参考にして、社会経済対策の抽出、社会経済対策がもたらす機会とリスクについ

ての調査を行った。 

 次いでモデル構築を行う。まず、アジア経済研究所の BRICs 国際産業連関表を、経済サブモデルを開

発するための主要データとして設定した。国際産業連関表では、横に販路構成（中間需要と最終需要）、

縦に費用構成（中間投入と付加価値）が示されている。これまでの多くのエネルギー経済モデルは、経

済成長モデルにより経済サブモデルを描いているため、生産関数が前提となっており、供給側つまり国

際産業連関表でいうところの縦の費用構成に基づいて国別産業別生産が決定される。これらに対して、
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本研究では、ケインズ的な世界を前提として、横の販路構成が生産を決定すると考える。そして、縦の

費用構成を構成する項目の合計（生産費用の積み上げ）から名目での国別産業別生産を決定し、その名

目の国別産業別生産を、販路構成から決定した実質の国別産業別生産で除すことで価格を求める。これ

らの国別産業別での生産と価格は、整合的になるように同時に決定される。 

 この需要主導型モデルの特徴は、一般均衡を必ずしも前提としていないという点にある。エネルギ

ー経済モデルでは、計算可能な一般均衡モデルにより経済を描写するのが基本であるが、需要と供給が

一致するように価格を調整するため、全ての市場で均衡を達成することができる。しかし、2008年の世

界的な不況時に提唱されたグリーン成長戦略は、低炭素化を通じて経済を不況から立ち直らせることを

主眼としており、その際の重要な指標として失業率が挙げられていた。本研究で用いる需要主導型モデ

ルは、不均衡を認めるモデル構造になっており、気候変動対策や複数国間の相互作用によって各経済の

失業がどのような影響を受けるのかを明らかにすることができる。 

なお、地域と産業の分類は表(2).2-1の通りで、7地域・7産業部門になっている。このように、本研

究で用いるエネルギー経済モデルは小型になっている。複数国間の相互依存を組み込むためには繰り返

し計算が必要である。大型のモデルでは繰り返し計

算の実行可能性が必ずしも担保できないため、経

済サブモデルはできうる限りコンパクトにしてい

る。さらに、経済サブモデルの定式化も簡素化し、

計算の実行可能性を確保するようにした。 

 また、経済以外の気候変動と被害の定式化につ

いては、Nordhaus の DICE モデルのものを使用し

ている。気温上昇により、国別産業別生産の損失

という形での被害が生じるようになっている。CO2

排出については、経済サブモデルで決定される生産に CO2排出係数を乗じることで求め、その結果を気

候変動サブモデルにリンクさせる構造になっている。国別産業別での CO2排出のデータは、BRICs 国際産

業連関表にはないので、37 部門分類の World Input-Output Database (WIOD)の CO2排出データを BRICs

国際産業連関表の 7 部門分類に整合するように統合し、その統合したデータから計算した。 

 次いで、政策反応関数の定式化を行う。既存のエネルギー経済モデルには、一般均衡という特徴だ

けでなく、消費者の効用の流列を最大化するようにモデルを解くという特徴もある。経済理論上は効用

を最大化するというのは正しい論理であるものの、効用は計測できるものでもなく、政策を考えるとき

に政策担当者が注視している変数との間にギャップがあることを昨年度に指摘した。そこで、本研究で

は政策協調のフレームワークを応用して政策ゲームを考えることにした。 

政策ゲームを考える上で鍵を握るのが目的関数である。ここでは、次の二次損失型目的関数を設定し

た。 
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  (2)2-1 

 

ここで、Fi,tはt期の第i国の目的関数、Pi,t+sは第i国のt+s期の物価、CO2i,t+sは第i国のt+s期のCO2排出、

τi,tは第i国のt期の政策手段（炭素税を想定）、wCiは第i国の物価の二次損失にかかるウェイト、τCiは

地域 産業

1 ブラジル 農林水産業

2 中国 鉱業

3 インド 製造業

4 日本 電気・ガス・水道

5 EU 建設

6 ロシア 商業・運輸

7 米国 その他サービス

表(2)2-1:地域分類・産業分類 
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第i国の政策手段の二次損失にかかるウェイト、バーがついている変数はそれらの理想値となっている。

この目的関数では、t期において無限大ではなくm期先まで考慮するようになっている。各期の政策手段

の決定は、超長期的視野で行われるのではなく、数期先の状態を考えながら行い、数期の決定を積み重

ねて長期に至ると想定している。なお、(2-2-1)式では、政策手段が気候変動対策であるが、CO2排出以

外に物価も政策目標変数として含まれている。これは、CO2排出のみとすると経済への影響を考慮せずに

政策運営をしてしまうことになり、経済への損害が大きくなることが考えられるためである。経済を代

表する政策目標変数としてはGDPないし経済成長率が代表的ではある。しかし、二次損失型ではGDPが増

えるほど、もしくは経済成長率が高いほどペナルティを与えることになる。一方、物価については、イ

ンフレーションもデフレーションもよいものとはされていない。つまり、上がりすぎても下がりすぎて

も、政策運営上問題となる。このような経済変数の性質を考慮して、ここでは経済を代表する変数とし

て物価を選択した。 

この二次損失型目的関数を、エネルギー経済モデルを制約として最小化すると次の政策反応関数を得

ることができる。
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 (2)2-2 

 

この政策反応関数をエネルギー経済モデルに組み込むことで、政策目標とそれらに対する優先度に応

じた政策を導出することが可能になった。 

 ゲーミングシミュレーションに際しては、ここでは上記の行動ルールに基づく協調ゲームをまず想定す

る。ここで、政策協調を K 国間で行うとすると次のように各国の目的関数の加重平均をとった国際的目

的関数を用いる。 

 


K

i

tiitA FF ,,    (2)2-3 

 

ここで、FA,tは国際的目的関数、ωiは第i国の目的関数に対するウェイトである。(2-2-3)式の国際的目

的関数を最小化する場合は、自国の政策手段で自国のみならず外国の政策目標変数にも対応することに

なる。 

 しかしこの協調ゲームを、本研究で扱っている気候変動問題に当てはめるとなると、自国の炭素税で

他国のCO2排出の削減を行うということになる。気候変動枠組み条約締約国会議で各国の温室効果ガス削

減目標値の設定が極めて困難になっている状況を鑑みると、目標と政策手段の両者に関して協調ゲーム

のフレームワークを用いるというのは非現実的であると言わざるを得ない。フリーライダー問題が生じ

かねない気候変動においては、非協調ゲームが中心とならざるを得ない。よって、本研究では、政策ゲ

ームの設定を次のように行う。 

 

 ゲーム I：物価と CO2排出について独自の理想値 

 ゲーム II：CO2排出の理想値についてはコペンハーゲン合意の値 
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ゲームIは、物価についてもCO2排出についても独自の政策目標を持つ。政策目標についても政策手段に

ついて協調しない、いわゆる非協調ゲームと考えることができる。ゲームIIは、CO2排出については気候

変動枠組み条約締約国会議のコペンハーゲン合意によるものをその理想値として使用するものである。

物価については各国の判断に基づく理想値を、CO2排出については国際的な合意に基づく理想値を使用す

ることから目標に関して部分協調となっている。一方、政策手段については、国際的な目的関数を前提

としているわけではなく、自国の政策手段を自国の政策目標に対してのみ適用しているため非協調とい

える。つまり、ゲームIIは、目標：部分協調・政策手段：非協調のゲームである。 

 

４．結果と考察 

 開発したエネルギー経済モデルを本テーマ全体の目的に合致させシミュレーションを行うには、SSP

シナリオへの調整作業がまず必要である。 

SSPとRCPは、世界各国のエネルギー経済モデルの分析で用いられているシナリオである。これらのシ

ナリオを適用することは、他のモデル分析と比較する上で非常に重要な意味を持ちうる。ゲーム論的な

シミュレーション分析の基盤となるものである。 

SSPの重要な変数として人口とGDPがあるが、本モデルでは人口変数は導入していないため、GDPのみ

チューニングを行った。また、本モデルは中間需要と最終需要の合計が総生産を決定する需要主導型モ

デルであり、計算可能な一般均衡モデルでよく用いられるような付加価値関数は持ち合わせていない。

よって、GDPを構成する項目に調整係数を乗じる形でチューニングを行った。その方法は、次の通りであ

る。 

地域別産業別付加価値を構成するのは、地域別産業別賃金、地域別産業別営業余剰、地域別産業別資

本減耗、地域別産業別での間接税 - 補助金である。これら4つの項目について足し上げると地域別産業

別付加価値を求めることができる。この地域別産業別付加価値を産業について足し上げるとマクロで付

加価値、つまりGDPとなる。SSPのGDPの比率とモデルが算出するGDPの比率、つまり（SSPのGDP/モデルが

算出するGDP）を間接税 - 補助金以外の付加価値構成項目に乗じて調整を行った。まず、地域別産業別

賃金給であるが、これは地域別産業別賃金率に地域別産業別雇用量を乗じることで説明できる。ここで

の地域別産業別雇用量を地域別産業別付加価値の関数として、次のように調整した。 

k
j

k
j

kk
j VARL    （2)2-4 

ここで、
k
jL はk地域j産業の雇用量、

k
j はk地域j産業の雇用係数、

k
jVAR はk地域j産業の付加価値であ

る。地域別産業別営業余剰と地域別産業別資本減耗も同様に、当該地域当該産業の付加価値の関数とし

て表現し、次のように調整した。 

 

k
j

k
j

kk
j VARYC   （2)2-5 

k
j

k
j

kk
j VARDEP   （2)2-6 

ここで、
k
jYC はk地域j産業の営業余剰、

k
jDEP はk地域j産業の資本減耗、

k
j と

k
j はk地域j産業におけ
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るパラメータである。地域別産業別付加価値を構成する間接税 - 補助金については、その係数が税率を

意味することと、付加価値よりも生産そのものに課せられていると考えられることから、調整係数は乗

じなかった。 

ここでは、SSP2の結果について示す。 

表(2)2-1は、モデルが算出した各地域のGDPの当該地域のSSP2でのGDPからの乖離率を示したものであ

る。日本については、乖離が8%以内でおさまっているものの、ロシア、中国、ブラジルでは20%以上と高

めになっている。図(2)2-1が示すように2005年から2100年にかけての推移については概ねその傾向を捉

えているものの、いずれも負となっており、モデルの解がSSP2の値よりも通年で低くなっている。 

 

表(2)2-1 解のSSP2からの乖離率（%） 

  2010 2020 2030 2040 2050 2060 2070 2080 2090 2100 

ロシア -27.089 -28.255 -28.842 -29.121 -29.203 -29.259 -29.311 -29.299 -29.251 -29.156 

日本 -7.691 -7.690 -7.562 -7.384 -7.346 -7.448 -7.457 -7.297 -6.957 -6.349 

中国 -20.272 -22.982 -23.633 -23.785 -23.795 -23.696 -23.526 -23.278 -22.940 -22.507 

インド -18.625 -18.906 -18.804 -18.306 -17.684 -17.252 -17.049 -16.982 -16.988 -17.041 

EU -13.239 -13.438 -13.619 -13.884 -14.157 -14.392 -14.583 -14.723 -14.830 -14.914 

米国 -15.782 -16.650 -17.195 -17.554 -17.821 -18.051 -18.255 -18.424 -18.571 -18.696 

ブラジル -23.109 -23.298 -23.408 -23.478 -23.525 -23.548 -23.543 -23.512 -23.441 -23.312 

 

 

図(2)2-1 モデルが算出したGDPとCO2の推移 

 

RCPに関する調整は、世界共通の炭素税を導入することで行った。炭素税は、次式で示される政策反

応関数に従い決定した。 

 
t

tt
t

F

FF
ba


  （2)2-4 

ここで、
t はt期の世界共通炭素税（$/CO2トン）、

tF はt期の放射強制力、 tF はt期の放射強制力の理

想値（extended DICEモデルにより求められた値、RCPのシナリオ別）である。a と bはパラメータである。

ゲームにおける政策反応関数をより現実的にする試みとして、欧州と北米東部の排出権価格のデータを

用いて、RCPのシナリオごとに（2).2.4-4式を計量経済学的に推定した。不均一分散が想定されるので、

Whiteの修正を行った標準誤差を使用している。その推定結果は、表(2).2.4-2の通りである。RCP6.0ケ
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ースでの放射強制力、炭素税の推移を求めた例を図(2).2.4-2に示す。 

放射強制力がその理想値よりも高くなった時、炭素税を課税ないし税率を上げてCO2排出を削減するた

め、パラメータbの符号はプラスでなければならない。表(2).2.4-2を見ても分かるように、パラメータb

はいずれのRCPにおいてもプラスとなっており、符号条件は満たしている。一方、自由度修正済み決定係

数は0.4以下でいずれも低く、当てはまりは必ずしも良いとは言えない。 

 

 

図(2)2-2 SSP2-RCP6.0シナリオでの放射強制力と炭素税 

 

表(2)2-2 政策反応関数の推定結果 

  a   b     

  推定値 標準誤差 p値   推定値 標準誤差 p値   Adj. R2 

RCP2.6 46.614 8.023 0.000 
 

247.806 50.978 0.000 
 

0.350 

RCP4.5 48.287 8.345 0.000 
 

272.037 55.838 0.000 
 

0.351 

RCP6.0 47.317 8.138 0.000 
 

290.750 59.500 0.000 
 

0.352 

RCP8.5 48.702 8.376 0.000 
 

239.708 48.835 0.000 
 

0.356 

注） Adj. R2は自由度修正済み決定係数。 

 

また、環境と経済の安定的な成長を考慮し、政策反応関数の説明変数に消費者物価も加えた次式も推

定してみた。 

 

   
t

tt

t

tt
t

PCP

PCPPCP
c

F

FF
ba





  （2)2-5 

ここで、
tPCP はt期の消費者物価、 tPCP はt期の消費者物価の理想値である。しかし、パラメータcは、

全てのRCPについて統計的有意とはならなかった。このため、本研究では放射強制力のみを説明変数とし

て用いる（2).2.4-4式を採用している。 

本サブテーマでは、またリアルオプション・モデル（坂上 2007）、ポートフォリオ・モデル（Springer 

2003; Bohringer and Loschel 2008）、確率的動的計画法（Golub, Narita and Schmidt 2011）につい

て検討を加えた。 

連続時間での動的計画法により最適化を行う確率的動的計画法が本来適用されるべき手法と考えられ
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る。実際に、ゲームかつ確率的動的計画法を適用して気候変動に関する交渉問題を扱っている例として

Courtois and Tazdaït (2007)があるが、その計算が膨大であることから、3地域での分析にとどまって

いる。3地域での分析では、科学的な意義を見出すことはできても、政策インプリケーションをも導くの

は非常に困難である。さらに、本研究で使用しているモデルは、必ずしも各経済主体の最適化行動から

行動方程式を導いてはいないことや使用しているデータが単年度であることもあって、リアルオプショ

ン・モデル、ポートフォリオ・モデルならびに確率的動的計画法を適用する意義は薄いと言える。 

本研究で不確実性を導入するべきは、限定的なデータにより推定された政策反応関数における気候変

動に関する変数に付与されたウェイトにある。このウェイトは、その地域の気候変動に対する政策スタ

ンスを表している。もちろん、将来的にリアルオプション・モデル、ポートフォリオ・モデルならびに

確率的動的計画法を適用することは否定しないものの、計算負荷なども考慮すると当面はウェイトの不

確実性を表す方法としてAlberth and Hope (2007)やBosetti et al. (2008)のようにモンテカルロ法を

適用すれば十分であると判断される。 

 

５．本研究開発により得られた成果  

（１）科学的意義 

 本研究が提案するケインズ型需要駆動モデルによる市場均衡を仮定しない多主体モデルという提案は

これまでに例がなく、新しい貢献である。研究活動が３年で終了したため、このモデルは未完成に終わ

ったが、マルチモデルでの比較に至れば、興味深い知見を導いたものと予想される。 

 

（２）環境政策への貢献 

 モデルが完成に至らなかったため、この段階ではモデル結果からの環境政策への貢献は認められない

ものの、コンパクトで操作可能性が高く、かつ、現実的な各国行動をシミュレートできるモデルツール

は、他に例がないだけに政策ツールとしての貢献が期待できた。 

 

６．国際共同研究などの状況 

特に記載すべき事項はない。 

 

７．研究成果の発表状況 

（１）誌上発表 

＜論文（査読あり）＞ 

特に記載すべき事項はない。 

 

＜査読付論文に準ずる成果発表＞  

 特に記載すべき事項はない。 

 

＜その他誌上発表（査読なし）＞ 

特に記載すべき事項はない。 

 

（２）口頭発表（学会等） 
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特に記載すべき事項はない。 

 

（３）出願特許 

 特に記載すべき事項はない。 

 

（４）シンポジウム、セミナーの開催（主催のもの） 

特に記載すべき事項はない。 

 

（５）マスコミ等への公表・報道等 

 特に記載すべき事項はない。 

 

（６）その他 

 特に記載すべき事項はない 
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（３） 適応・ジオエンジニアリングを考慮した統合評価モデルの拡張と応用 
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   平成24～28年度累計予算額：92,895千円（うち平成28年度：17,739千円） 

   予算額は、間接経費を含む。 

 

［要旨］ 

近年注目を集めながらもなお技術・コストいずれも不確実性の大きいジオエンジニアリングについて、

コストや効果、副次的リスクなどについての技術開発動向を文献調査した。また適応策のモデル化の検

討と合わせ、データの精査とモデル拡張作業を実施した。これらジオエンジニアリングのうち、バイオ

エネルギー利用におけるCCS (BECCS)および太陽放射管理について、拡張したモデルを利用し気候変動対

策のモデル評価を行った。 

成層圏エアロゾル注入(SAI)の実施コストは従来言われているコストと比較すると数倍から数十倍高

くなることがわかった。既存の航空技術を用いた場合のSAI実施コストは放射強制力2W/m2に換算すると、

90billion US$/年になり、アポロ計画など大規模プロジェクトの予算よりも高く、アメリカ、中国の軍

事予算に匹敵し、個人の資産では賄えないものであることがわかった。 

直接空気回収(DAC)技術の実施コスト、必要なエネルギーについて、先行研究をレビューし、その不確

実性を把握した。簡易なモデルを用いて回収規模１Mt-CO2/年のCO2回収コストを評価した結果、57,000

円/t-CO2とCCS等他の緩和技術に比較して1桁程度高いことが分かった。また、DAC技術のエネルギー原単

位からDAC技術を用いてグローバルなCO2削減に寄与するには膨大なエネルギー需要が生じることがわか

った。 

モデル拡張については、BECCSに関する技術コスト、エネルギーフロー、土地利用影響のモデル実装に

関し詳細化を行い、2度目標シナリオにおける最適なBECCS利用と土地利用に与える影響を評価した。ま

た、緩和策にSRMを組み合わせた分析により、SRMの潜在的経済価値を確認した。 

適応策のモデル化については、文献調査により現状を把握するとともに、統合評価モデルに適応モデ

ルを組み込んだ計算を実施できるようにした。そのモデルで試算を行い、緩和と適応のバランスの在り

方について、論点を整理することができた。 

［キーワード］   

気候工学、ジオエンジニアリング、二酸化炭素除去、太陽放射管理、適応 
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１．はじめに 

 二酸化炭素(CO2)などの温室効果ガスの排出量は伸び続けており、全球平均気温上昇を産業化前に比

較して2度を十分下回る程度に抑えるといった国際目標に対し、緩和策や十分でない可能性、また目標が

達せなかった場合における適応策の大幅な強化を考慮する必要がある。こうした状況の下で、一部の科

学者は、人類が直接的に気候システムに介入し気温を低下させるか、または必要な濃度レベルに影響を

与える程度までCO2を大気から直接回収するという気候工学（ジオエンジニアリング）について検討をし

ている。 

気候工学の概念自体は古いが、緩和策の動機減少への懸念から、最近まで積極的議論が行われてこな

かった。しかし、2009年の英国 Royal Societyの気候工学に関する総合的な報告書1) の発行、2011 年

開催のIPCC気候工学専門家会合報告書2)における気候工学の定義、IPCC第５次評価報告書3)でのレビュー

対象化、全米研究評議会報告書4)などで議論が活性化している。気候工学のオプションは2種類に大別さ

れる。その一つは気候システムのエネルギー収支に介入して気温上昇を打ち消そうとする方法であり、

そのほとんどの提案は、直接的または間接的に太陽放射の反射を増やす手法で、太陽放射管理（solar 

radiation management, SRM）と呼ばれる。もう一つは大気中から温室効果物質を減らす方法であり、そ

のほとんどは、CO2 を直接的または間接的に除去するもので、CO2除去（carbon dioxide removal, CDR）

と呼ばれる。負の排出である「ネガティブエミッション」を含めた超低排出シナリオを可能とするため

には、バイオマスCCS などのCDRが必須の手段になる。検討内容は科学技術的なものに加え社会的受容性

や国際枠組など社会的なものについても始まっている。気候工学の概要については杉山らの文献を参照

されたい5)。 

ジオエンジニアリングのように対策の可能性が指摘されていても、その特性および副作用については

未知である場合がある。また、適応策のように個別的な対策の場合、各々の特性はある程度知られてい

るものの、対策の種類が多く体系化がなされていないなどの理由で、地球温暖化対策という大規模かつ

長期的な視点からの包括的かつ総合的な位置づけが難しい問題がある。このように、ジオエンジニアリ

ングおよび適応については、現時点では統合的なモデル研究が不十分な状況であり、モデルと現実の政

策決定基準との間のギャップが指摘される一因となっている。ジオエンジニアリング、あるいは大規模

な気候システムへの人為的介入は非常に議論のある技術であるが、多くの調査が必要でありそれら調査

が有用であることに疑いはない。気候変動のリスク管理は、究極的には、緩和、適応、R&Dの加速、さら

には気候工学間の選択ではなく、それらの戦略的な複合であると言え、状況に応じた重要性があるとい

える。 

なお、気候工学そのものやその実施については、活発な議論が行われている段階で、専門家の間でも

実施の是非に関する意見の一致はなく、慎重に検討すべきであると認識されている。本研究においても、

ジオエンジニアリングの評価は、気候変動リスクに対する対策オプション研究と位置づけており、実施

に関して特定の立場をとるものではない。 

 

２．研究開発目的 

適応策やジオエンジニアリングなど対策オプションとしての特性がまだ十分に知られていない課題に

関する調査とモデル上での取り扱い方法の提供を目的とする。近年注目を集めながらもなお技術・コス

トいずれも不確実性の大きいジオエンジニアリングについては、コストや効果、技術的成立性、副次的
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リスクなどについての技術開発動向を文献調査するとともに、適応策と合わせ具体的にモデルに実装す

るための作業を行う。それらの情報をモデルに入力する手法を開発しモデルによる分析を実施する。そ

の結果から適応策やジオエンジニアリングの実施の有無が緩和策を含めた気候変動対策全体に与える影

響を分析する。 

 

1) 成層圏エアロゾル注入のコスト分析 

気候工学で最も関心を呼んでいるのは入射太陽光を反射する太陽放射管理（Solar Radiation 

Management, SRM）、特にその中の成層圏エアロゾル注入（Stratospheric Aerosol Injection, SAI）で

ある。IPCCによればこうした技術を評価するために多数の評価軸があるが、特に重要であるのは実施の

コストである。というのも実施に法外な金額がかかる手法は議論の対象から排除されるからである。SAI

の見積もりコストは非常に安価であると考えられている。Royal Societyによると、緩和策と比べてオー

ダーで3桁ほど低いとされる1)。ある経済学者は（安すぎて）「信じがたい incredible」と述べたほど

である。 

しかし、こういった数字は限られた、比較的粗い見積もりに基づいていた6),7)。最近になってようやく

Aurora社の報告書8)およびその後の論文9)において詳細なコスト評価が発表された。 

本研究では既往の文献におけるSRMのコスト評価結果を再分析することによって、これまでになされた

安価な評価結果の矛盾点を明確にすること、また、矛盾点を取り除くことによってコスト評価結果がど

のように変わるのかを検討する。気候変動緩和策や気候工学（の内SAI）のガバナンスに対するグローバ

ルな戦略に資することを目的とした。 

2) 二酸化炭素直接空気回収のコスト分析 

気候工学のもう一つの分類であるCDRに分類される手法のうち、大気中の二酸化炭素を直接回収し貯留

する二酸化炭素直接空気回収（DAC、 Direct Air Capture）技術は、成層圏エアロゾルと比較して、大

気から二酸化炭素を回収するため、環境への副作用が少ないと考えられるが、大型化とその実施コスト

が大きな課題とみなされている。DAC技術は、アルカリ性の液体吸着剤（例：水酸化ナトリウム水溶液と

水酸化カルシウムの組み合わせ）と固体吸着剤を使う技術の2種類に大別できる。これらの技術は、大学

の研究者が設立したベンチャー企業（例：Carbon EngineeringやGlobal Research Technologies）が実

証機の作成や吸着剤の開発を行っている。本研究ではDACを超長期の地球環境影響評価を行う統合評価モ

デルで取り扱う技術オプションの一つとするため、DAC技術のコスト、CO2回収に必要なエネルギー消費

量等を把握することを目的とする。 

3) バイオマスCCS分析のためのモデル詳細化と土地利用に与える影響評価 

バイオマスエネルギーと組み合わせた CCS（Bio-Energy with Carbon Capture and Storage, BECCS）

は大気中のCO2を植物によって回収し、エネルギー転換において発生するCO2を地層に恒久的に貯蔵する

ことによってネガティブエミッションを生み出すプロセスである。このプロセスではバイオマスによる

エネルギー生産が主であり、副次的にネガティブエミッションが達成できることから、ネガティブエミ

ッション技術の選択肢の中で、近い将来の利用において、コスト・技術的な面で最も潜在能力がある技

術であると言われている。本研究では統合評価モデルGRAPE (Global Relationship Assessment to 

Protect the Environment)10)に対して幅広いBECCSプロセスの原料および技術オプションを導入すること

により、実情に合ったネガティブエミッション技術が検討できるようにすることである。また、バイオ

エネルギーの原料のうち、エネルギー作物、農作物残差、家畜糞尿等、資源量のポテンシャルが土地利
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用によるものについては、プロセスモデルによる現実的な単収を利用することによって、土地利用に与

える影響を解析することを目的とした。 

4) 太陽放射管理と緩和策の組み合わせによる温度安定化シナリオ分析 

気候変動枠組条約のもとで、2020年以降のポスト京都議定書の温室効果ガス(GHG)削減枠組に関する交

渉の結果、2015年にパリで開催された第21回気候変動枠組条約締約国会議(COP21)において世界各国が

GHG削減に参加するパリ協定に合意し、その後2016年に発効に至っている。従来は先進地域中心だった排

出上限が、世界各国が提出した約束草案（Intended Nationally Determined Contributions, INDC)に基

づいた温室効果ガス削減を自主的に達成することで合意した。目標年次は2030年としているものが多い

が、それらの削減を積み上げても、気候変動の影響が顕在化しないレベルへの長期GHG経路とのギャップ

があるとされている11)、これらの前提を折り込んだ国別詳細分析は政策ニーズも高く、2℃目標達成のた

め世界全体での削減量の積み上げを一要素とするGlobal Stocktakeに対応するため、地球環境システム

分析モデルによる重要分析課題のひとつとなっている。各国または地域から提出されているINDC排出量

は、基準年、削減目標年、達成のための条件（資金援助や技術支援を含む）、目標の種類（ベースライ

ン比、絶対値、原単位等）、およびGHGの種類やその排出部門において様々であり、定量的な分析が非常

に難しい。そのような状況ではあるが、各国研究機関や国際機関が、2030年付近のGHG排出量を推定する

とともに、長期的な気候安定化を前提条件とした場合の長期的なGHG排出経路を描く試みを行っている。 

そこで、暫定的アプローチとして、2030年までのGHG排出パスを公表されている世界全体のINDC積上量

にほぼ固定し、その後の気候安定化条件を満足するために必要な対策を検討することを目的とする。対

策は、GHG削減（緩和策）、およびSRMの2種類とした。気候変動後の状態に対応する適応策も対策のポー

トフォリオに含めるべきであるが、本分析では検討範囲から除外した。 

5) 適応を組み込んだ分析の検討 

本研究の目標は、統合評価モデルに適応を考慮するルーチンを組み込んで解析を実施し、適応の在り

方を評価することにある。しかしながら、適応についてはコスト等の基礎データが不十分であり、それ

を統合評価モデルに組み込んだ事例はほとんど存在しないという状況であった。また、主要な解析ツー

ルであるGRAPEについては、ダメージ関数を考慮した計算の実績がほとんどないという状況であった。以

上を踏まえて本研究の目的は、①適応をモデルに組み込む研究について現状を把握すること、②予備的

評価として統合評価モデルGRAPEでダメージ関数を考慮した試算を行い妥当な解が得られることを確認

すること、③その上で、GRAPEに適応の効果を組み込み、分析を行うこと、④その結果を踏まえて適応の

在り方について検討することとした。 

 

３．研究開発方法 

適応・ジオエンジニアリングを統合評価モデルで取り扱った事例はほとんどなく、基本的なデータに

ついても、そのデータを統合評価モデルに組み込む手法についても、十分な検討が行われてはいない。

そこで、まず、幅の広い文献調査を行い、様々なジオエンジニアリング技術について、コスト、技術的

課題、副作用などについての調査を実施した。文献の選定にあたっては、より網羅的、総合的な評価を

実施しているものを優先するように留意した。また調査に際しては、単に報告されている数値をマッピ

ングするだけではなく、コスト評価の前提条件についても精査し、必要に応じて独自の調査結果を含ん

だ追加的な分析を行うこととした。さらに、専門家に対するヒアリング調査も実施し、より専門的な知

見を効率よく収集することとした。さらに統合評価モデルによる試算も実施した。太陽放射管理（SRM）
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については、必要な物量や散布する高度に着目し、コスト評価の更なる精緻化を進めた。また、ヒアリ

ング調査やS10-5との共同で社会的側面についての理解を進めた。二酸化炭素除去 (CDR) のうち、バイ

オエネルギーCCS（BECCS）については、CCS実証プロジェクトサイトへのヒアリングを含め、包括的な調

査を実施した。直接空気回収については、まず文献で主要な素過程について調査するとともに、報告さ

れている手法について、ヒアリング調査による技術的な分析も実施した。適応については、サブテーマ4

と共同で、コスト、技術的課題などについての調査を実施するとともに、先行事例を参考にしつつ統合

評価モデルに取り入れるための定式化を実施した。その結果も含めGRAPEで計算を実施して気候損失が経

済全体に与える影響を検討した。さらに、リスク管理戦略レポートの作成に向け、複数のSSP、RCP・戦

略シナリオに対してモデルの計算を実施した。 

 

1) 成層圏エアロゾル注入のコスト分析 

本研究ではSAIの実施に関わる総コストを分析した。通常、SAIを実施するためにはエアロゾル物質を

購入し、成層圏まで運搬した後、散布する必要がある。実施に関わる総コストを式で表すと以下の通り

となる。 

𝑇 = (𝐿 + 𝑃 + 𝐷)𝐹/𝐸 

 

ここで、Tは総コスト（$/y）、L, P, Dはそれぞれ単位重量当たりのエアロゾルの運搬、調達（購入）お

よび、散布コスト（$/t）、Fは放射強制力（W/m2）、Eは冷却効率（(W/m2)/(t/y)）である。 

最初に、既往の論文、雑誌の記事、レポートなどから上記SAIの実施コストに関わる様々な情報を収集

した。対象としたSAIの技術はロケット、大砲、飛行船、航空機など様々であり、対象としたエアロゾル

も硫酸を中心としてガス（SO2やH2Sなど）や固体物質（TiO2やすすなど）など様々である。 

ここでは既往の論文などの情報が多い、航空機を用いた硫酸エアロゾルの散布に関するコスト再分析

について説明する。再分析では2つの主な仮定を用いた。一つ目は放射強制力当たりのSAIの実施に関わ

るコストはエアロゾルの運搬コストを冷却効率で除すことによって近似できるということである。情報

収集の結果、硫酸エアロゾルの調達コストと散布コストは運搬コストに比べて十分小さいことがわかっ

た。従って、SAIの実施に関わる総コストを以下の式で近似した。 

𝑇 ≈ 𝐿 ∙ 𝐹/𝐸 

上式では総コストと放射強制力が比例関係に見えるが、実際には運搬コストや冷却効率がエアロゾル

物質の投入量に依存して変化するため、非線形の関係にある。そこで、もう一つの仮定ではベンチマー

クのための基礎として2W/m2の放射強制力を設定することとした。運搬コストと冷却効率については収集

した文献から、可能な限り非線形性を解析に組み込んで検討した。 

2) 二酸化炭素直接空気回収のコスト分析 

統合評価モデルで取り扱う技術オプションの一つとするため、DAC 技術の実施コスト、必要なエネル

ギーについて、先行研究をレビューし、その不確実性を把握した。さらに、DAC技術の簡易なモデルを作

成し、実施コストや必要なエネルギーに高い感度を持つパラメーターを評価した。文献調査と並行して、

有識者へのヒアリングを実施した。また、DAC技術を取り扱う企業をサーベイし、CO2回収コストをはじ

めとする情報を分析、取りまとめた。 

3) バイオマスCCS分析のためのモデル詳細化と土地利用に与える影響評価 

原料オプションの検討として、各種バイオマスの性状に関する文献データ12)-21)を収集整理した。次い
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で、様々なバイオマス転換技術の中から、実用化技術として、燃焼、熱ガス化、メタン発酵、バイオデ

ィーゼル製造、およびエタノール発酵を抽出し、同じく文献データ22)-31)を収集整理した。エネルギーの

アウトプットとしては電力、気体燃料および液体燃料を想定し、現実的な組み合わせをバイオマスエネ

ルギーフローとして選定した。整理したデータを用い、バイオエネルギー利用でのCCSあり・なしにおけ

る発電プロセス(燃焼、ガス化、メタン発酵)、BTL (ガス化)、エステル化(バイオディーゼル)、エタノ

ール製造(第一世代、第二世代)の各技術における、規模ごとの製造コスト、エネルギー効率、投資コス

ト、O&Mコスト、Load factorに関し、GRAPE拡張としてモデル化を行い実装した。またバイオマスフィー

ドストックについても、バイオエネルギー作物と共に、モデル内で内省的に計算される食料向け農作物、

家畜生産を考慮した残差利用フローを追加し、土地利用とリンクした形でのバイオエネルギー資源利用

を実装した。 

この新規BECCSフローを実装したモデルを用い、SSP2シナリオにおいて50%確率で2100年に2度目標を達

成可能とする、2011年-2100年積算排出量1400GtCO2を満たすエネルギーシステムを解析し、どういった

バイオエネルギー資源と変換プロセスがBECCSとして最適利用されるか、またその時の土地利用を分析し

た。さらに、バイオエネルギー利用の持続可能性の検討として、年間のバイオエネルギー供給量に制約

として上限150 EJ yr-1と持たせた場合の感度分析を行い、BECCS利用における影響を検討した。 

4) 太陽放射管理と緩和策の組み合わせによる温度安定化シナリオ分析 

予備的評価として、以前に開発した10地域版の統合評価モデルGRAPEを用い、GHG排出に対する制約を

与えないベースライン試算を試算した。2030年の世界GHG排出量がINDCのそれと近かったことから、2030

年までのエネルギーシステム、土地利用・農業に関する変数をほぼ固定して、それ以降のGHG排出経路の

検討を実施した。なお、2010年以降の基準エネルギー需要については、従来値をそのまま用いているこ

ともあり、直近の情勢を必ずしも反映していない。 

5) 適応を組み込んだ分析の検討 

まず適応策及びその実施コストに関する文献調査を実施した。適応のコスト評価については、サブテ

ーマ4と連携を取り、世界銀行32)などの検討結果等を参照した。また、統合評価モデルでの適応の取扱に

ついては、AD-DICE33)がほぼ唯一の先例といってもよく、その内容を詳細に分析した。ダメージ関数を考

慮した計算については、GRAPEの10地域簡易版において、試算を行うこととした。ダメージ関数には不確

実性が大きいことから、その係数を大きく変更し、緩和策の進展や経済全体への影響を評価することと

した。その上で、AD-DICEと同じ関数系をGRAPEの10地域モデルに組み込み、様々な試算を実施した。並

行して、AD-DICEの関数系に対して、解析的な分析を行い、モデルの計算結果の解釈に活用した。 

 

４．結果及び考察 

1)成層圏エアロゾル注入のコスト分析 
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図(3)-1にSAI実施コストの再分析結

果を示す。グラフの左側に青系の色で

示した領域が既存の航空技術を用いた

場合の分析結果、右側にオレンジ系の

色で示した領域が将来的に気候工学に

適した航空技術が開発された場合の分

析結果である。 

また、色の濃い領域は本研究開発で

再見積もりした結果で、色の薄い領域

は既存の文献に基づいた結果である。 

まず、既存の航空技術を用いた試算

結果について説明する。三角形のプロ

ットで示したエアロゾルの運搬コスト

について見ると、0.2から8.8billion 

US$/Mtの範囲で分布しているが、実際

に気候モデルなどで検討されているエ

アロゾルの注入高度（～25km）を考え

ると、8.8billion US$/MtのF-15戦闘機

を利用したケース（技術）のみ適用可

能であった（矛盾しているプロットを

白抜きで示す）。 

一方、丸プロットで示した冷却効率の逆数（単位放射強制力当たりの必要エアロゾル量）について見

ると、0.86から7.65(Mt/y)/(W/m2)までの幅がある。冷却効率は報告されている文献が新しいほど低い値

になり、特に微物理過程を考慮したものほど低くなることが分かった。 

従って、エアロゾルの注入高度の矛盾を取り除き、最新の冷却効率を考慮すると、SAIの実施コスト0.2

から10billion US$/y/(W/m2)の既往の研究に対し、45billion US$/y/(W/m2)まで増加することが分かっ

た。 

2) 二酸化炭素直接空気回収のコスト分析 

DAC技術は、多様な観点から研究が進められている段階であり、多くの論文や学会の報告書があるが、

図(3)-2に示すように、その実施コストの幅は、102-103 USD/t-CO2と広範囲に分布している。DAC技術の

実施コストは、低いコスト（100-200USD/t-CO2）、中庸（300-500USD/t-CO2）、高いコスト（1000USD/t-CO2）

の３つに分類できる。  

低いコスト（100-200USD/y-CO2）の文献では、製紙工程のNaOHとCa(OH)2を用いるプロセスと類似であ

ることを利用して、各プロセスのコストを見積もっている35)。中庸（300～500USD/ｔ-CO2）の文献36)で

は、物質バランス、エネルギーバランスから必要な物量等を求め、積み上げでコストを算出している。

高いコスト（1000USD/ｔ-CO2）の文献37), 38)では、具体的なプロセスや設備費は検討していないが、大気

からのCO2の分離反応を熱力学的に考察し、理論的に必要な最小エネルギーを評価し、様々な分離プロセ

スの濃度とコストの経験則から、実際には最小エネルギーの20～100 倍のエネルギーを投入しなければ

ならないため、高コストであると述べている。 

図(3)-1 SAI実施コストの再分析結果 

出典：R. Moriyama, M. Sugiyama, A. Kurosawa, K. 

Masuda, K. Tsuzuki, Y. Ishimoto, The Cost of 

Stratospheric Climate Engineering Revisited, Mitig 

Adapt Strateg Glob Change (2016) Fig.434)に追記 



 S-10-4-68 

このように学術論文では、DAC 技術に含

まれる要素技術は、既存の工業的に利用さ

れているプロセスからの推定やソフトウェ

アを用いた計算結果が多い。しかしながら、

気候工学としての二酸化炭素回収を目的と

した大規模な実機が存在しないため、コス

ト・効率の想定やコスト算定方法に高い不

確実性が存在する。これらが各文献で示さ

れたコスト算定結果に大きな幅を生じる要

因として考えられる。 

図(3)-3に他のCDR技術との比較を含ん

だ企業および各機関のレポートにおける

DACコストの不確実性を示す。図からわか

るようにベンチャー企業の主張するコストは、米国

物理学会や米国科学アカデミーのコストよりも小

さい値となっている。これは、設計の違いや要素機

器のコストの考え方が異なるという意見もある39)。

図(3)-4にDACの回避CO2当たりのコスト分析の結果

を示す。回収規模は、１Mt-CO2/年を想定した。設

備費や人件費については、APS40)、電力・熱原単位は、

Baciocchi41)、燃料・原料価格はIEA42)を用いて試算

を行った。試算結果は、57,000円/t-CO2と、CCS等

他の緩和技術に比較して1桁程度高いことが分かっ

た。またユーティリティ費用や原単位、設備費等で

感度分析を行った結果、コストは約33000～77000

円/t-CO2に分布することがわかった。 

 

図(3)-3 DACの実施コストの不確実性（企業・各機関のレポート、他のCDR技術との比較） 

本研究で用いたエネルギー原単位を用いると、1Gt-CO2/年の回収には、511TWh/年の電力、210 Mtoe/
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年の燃料が必要と計算できる。また、プロセスにおける副反応やリサイクルの程度に依存するが、膨大

な水やケミカルの供給が必要となる。このように、DAC技術を用いてグローバルなCO2 削減に寄与するに

は膨大なエネルギーや資源が必要であることがわかった。 

3) バイオマスCCS分析のためのモデル詳細化と土地利用に与える影響評価 

各種バイオマスから様々な転換技術を経て、エネルギーを製造するさいのコストや効率に関する情報

が整理できた。また、各技術におけるCO2の回収率についても同様に整理した。 

 

図(3)-5 GRAPEモデル拡張における、バイオエネルギー詳細プロセスごとのCCSあり・なしとしたフ

ロー概念図 

 

この詳細BECCSフロー(図(3)-5)を実装したモデルを用い、SSP2シナリオにおいて50%確率で2100年に2

度目標を達成可能とする、2011年-2100年積算排出量1400GtCO2を満たすエネルギーシステムを解析し、

どういったバイオエネルギー資源と変換プロセスがBECCSとして最適利用されるか、またその時の土地利

用を分析した。さらに、バイオエネルギー利用の持続可能性の検討として、年間のバイオエネルギー供

給量に上限制約を150 EJ yr-1 と持たせた場合の感度分析を行い、BECCS利用における影響を検討した。 

バイオマス供給上限に外生的制約を持たせないケースでは、バイオエネルギー供給は2050年で192 EJ 

yr-1、2100年に310 EJ yr-1となり、2100年におけるバイオエネルギー供給のうち197 EJ yr-1がBECCSとし

て利用された。一方、バイオエネルギー供給に制約を持たせた場合、2050年に143 EJ yr-1に達し、それ

以降2100年にむけ、制約上限の150 EJ yr-1が利用された。この場合、2100年において、100EJ EJ yr-1

がBECCSとして利用された (図(3)-6)。 

BECCSによる大規模CO2の回収 (> 3.6 GtCO2 yr-1) は、バイオマス供給制約がない場合2030年から開

始され、2050年には6 GtCO2 yr-1、2100年には13.7 GtCO2 yr-1に達した。この時、エネルギー作物向け

農地は、2050年に100 Mha、2100年に300 Mha利用された。発電部門によるBECCSが大部分をしめ、2050

年には回収量の80%、2100年でも84%を占めた。一方、バイオマス供給制約ありの場合、大規模BECCSは2040

年から始まり、2050年に5.2 GtCO2 yr-1、2100年に9.7 GtCO2 yr-1に達した。バイオマス供給制約なしの

場合に比べ、発電セクターのBECCS割合は増え、2050年に回収量の91%、2100年には99.8%が発電部門によ

るBECCSとなった (図(3)-7)。また、バイオマス供給制約ありの条件では、エネルギー作物の土地利用は
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限られ、2050年に40 Mha、2100年に30 Mhaであった。 

 

 

図(3)-6 1400GtCO2積算排出量制約での一次エネルギー供給量。左) バイオマス供給量制約なし、右) 

バイオマス供給量 150 EJ yr-1 制約あり。 

 

図(3)-7 1400GtCO2積算排出量制約でのCO2排出パス。左) バイオマス供給量制約なし、右) バイオマ

ス供給量 150 EJ yr-1上限制約あり。 

 

これら詳細BECCSモデル実装および解析により、コスト最適なBECCS利用シナリオを描くことが可能と

なった。バイオマス資源供給をフル活用する場合、発電部門と燃料生産部門の両者ともBECCSに利用され、

2度目標の排出パスに大きく貢献することがわかった。一方、バイオマス資源利用に持続可能性を考慮し

制約をもたせた場合、発電部門におけるBECCS利用が一層重要な意味を持ち、さらには近未来における排

出削減が必要であることが示された。また持続可能性の観点から、バイオマス資源利用としては、土地

利用に対する影響の小さい林業残差および都市廃棄物の利用が重要であり、このような資源を用いた

BECCS発電施設のスケールアップに関する早期のRD&Dが重要であることが分析により明らかになった。 

4) 太陽放射管理と緩和策の組み合わせによる温度安定化シナリオ分析 

SRMの実施費用はAurora社報告8)を参考に10億ドル/W/m2と仮定し、全球平均気温が産業革命以降２℃以

下に抑制されるという前提条件で、SRMの有無に関する感度分析を実施した。試算ケースは、レファレン

ス(GHG削減なし）、２℃達成ケース群10ケースの計11ケースである。２℃達成ケース群は、緩和策のみ

(SRMなし)、およびSRMありの９ケースで構成した。 

SRMの技術基盤がまだ確立していないこと、実施にあたっては国際合意が必要であることから、2030

年以降にSRMが徐々に導入可能であるとし、導入量に一定の上限を設定して感度分析を実施した。導入タ
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イミングと上限に関する先行研究としては、2020年以降,RCP4.5相当の放射強制力変化速度を半分にする

のと同等なSRM効果を付加すると温度上昇を遅延させることができるとする研究43)があり、その設定を参

考に導入量に上限を課した。SRM効果はピーク値である2070年の放射強制で0.2～1.8W/m2である（図

(3)-8）。温室効果ガス排出量は、レファレンスの場合、ほぼ線形に増加し、2℃達成ケース群では、緩

和策のみの場合、2050年までに30GtonCO2eq程度まで削減されるが、SRMのみの場合、許容されるGHG排出

が増加する（図(3)-9）。SRMを含む放射強制力は、レファレンスの場合ほぼ線形に増加し、21世紀末に

約6W/m2に達するが、2℃達成ケースでは、おおむね2～4W/m2の範囲に分布した（図(3)-10）。このこと

は、結果として想定導入上限値までSRMが導入されるという結果が得られたことを意味している。産業革

命以降の温度上昇は、レファレンスでは、ほぼ線形に増加するのに対し、2℃達成ケースでは、SRMが導

入可能な場合は、2℃に達するタイミングが遅れ、遅れる程度はSRM量に依存することが示された（図

(3)-11）。 

 

   

図(3)-8 想定した放射強制力削減効果上限値   図(3)-9 世界GHG排出量 

  

図(3)-10 放射強制力    図(3)-11 温度上昇 

 

2℃達成ケースのGDP損失（対レファレンス）は、緩和策のみの場合は2050年で2～3%であるが、SRM導

入を仮定している場合は、同時期の1W/m2ケース(2050年での放射強制力低減効果0.6W/m2)での損失はほ

ぼ半減した（図(3)-12）。その理由は、相対的に限界削減費用の高い対策を行わなくてもよくなるので、

SRM量が少量であっても経済影響が緩和されるためである。 
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図(3)-12 リファレンスからの世界GDP損失 

5) 適応を組み込んだ分析の検討 

ⅰ 適応のモデル化 

AD-DICEにおいては、適応の効果をモデル化するにあたり、ダメージ関数を適応無しのダメージ関数と

適応の効果・コストに分離するということを行っている。すなわち、適応なしのダメージ関数というも

のを想定し、適応によるダメージの減少とそれに必要なコストを定式化している。具体的には、以下の

ような表式となっている。 

 ①GD=1ΔT＋ 2ΔT  3   

 ②RD=（１－PT）GD 

 ③PC＝１PT
γ2 

 ④DC=RD+PC 

 

①式が適応無しのダメージ関数であり、係数3は2程度の実数である。②式において、PTは適応の度合

いで、0～1の値をとる無次元量である。RDが適応後にも残っている気候ダメージであり、これを残留ダ

メージと称する。③式のPTは適応のコストであり、これは適応の度合いPTのべき関数で表現する。適応

を考慮したダメージ関数DCは残留ダメージRDと適応コストPCの和で表現される。 

AD-DICEにおいては、各係数は、AD-DICEの最適解のダメージ関数DCが元のDICEのダメージ関数と一致

するように調整されている。その係数は表(3)-1の通りであり、本研究においても、この値を標準的な値

とすることとした。 

表(3)-1 パラメーターテーブル 

パラメーター 1 2 3 1 2 

値 0.0012 0.0023 2.32 0.115 3.6 

 

ⅱ ダメージ関数を考慮した統合評価モデル 

GRAPEにおけるダメージ関数は、以下のバランス式で与えることとした。これは、気候変動への対

応もGDPの一部となるという解釈に基づく。 

GDP＝消費＋投資＋エネルギーコスト＋土地利用＋ネット輸出 

＋非CO2削減コスト＋気候変動ダメージコスト 
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ダメージ関数については、単純な二次関数型のダメージ関数を使用することとした。より具体的には、

レファレンス温度上昇（=3℃）に対するレファレンスGDPロスを、先進国で2%、途上国で1.5%、寒冷

地で1.0%と設定の上、以下の式で与えることとした。 

気候変動ダメージコスト＝α（任意係数）×レファレンスGDP×（ΔT/レファレンス温度上昇）2 

予備的な検討として、この係数αを広い範囲（0～10倍）で変更しその影響を評価した。その結果、

以下の知見が得られた（図(3)-13、(3)-14参照）44)。 

 気候影響が大きいと温室効果ガスの削減は着実に進むが、本計算条件では係数を 10 倍にすると

いった極端な値を入力してもゼロエミッションに近いような削減策は実施されない。 

 温室効果ガスとしては CO2の他、CH4、N2O の寄与も無視できない。 

 本計算のように、「気候影響に対する対応も GDP の一部」と考えると、気候影響が直接 GDP を下

げるわけではない。気候影響により、消費や投資が減少し、その蓄積として GDP が低下する。 

 GDP 低下量は気候ダメージと概ね同程度 

 

  

図(3)-13 GHG排出のダメージ関数の係数依存性 図(3)-14 GDPのダメージ関数の係数依存性 

 

ⅲ 適応策を組み込んだ最適計算 

まず、CO2制約なしでの適応なし・あり及びCO2制約ありで適応ありの3ケースについて試算を行った。

その結果、適応ありの最適解はもとのダメージ関数とほぼ同等となることが確認できた。次に適応コス

トの係数である2の感度を評価した。この係数が大きくなると、適応コストが上昇しにくくなるため、

適応の度合いが大きくなると予想されるが、そのイメージを図３に示す。残留ダメージRDがPTの上昇に

対して直線的に減少していくのに対し、適応コストはPTγ2で上昇する。正味のダメージDCはRD+PTであり、

下に凸の曲線となる。標準的な値である3.6程度では適応の度合いPTは0.2～0.3程度であるのに対し、10

程度にするとPTは0.5程度まで上昇する。GRAPEの計算においても、 2を幅広く変更して計算を実施し、

上記分析と矛盾しない結果が得らえた。 

ⅳ 緩和と適応のバランスの検討 

図(3)-13で示した通り、気候ダメージを標準的値の10倍という設定をした場合でさえ、2℃目標を実現

するような厳しい緩和策は経済最適解にはならないということが判明した。また、最適値より大きな適

応策を実施すると、結局DCが大きくなるため、モデルの最適解はむしろ緩和を進行させる方向になると

いうことも判明した。すなわち、経済最適という条件では適応の度合いは温度で決まる最適値に固定さ
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れ、いわゆる緩和と適応のトレードオフは評価できない。同様に緩和の度合いを制約条件にすると、適

応の度合いは温度で決まる最適値に固定される。 

 

  

図(3)-15 ダメージ及び適応コストのγ2依存性（気温上昇1.5℃）（左：γ2＝3、右：γ2＝5） 

 

「気候ダメージ（RD）を2℃目標実現時と同等にする」ということを制約条件とした場合には、適応度

を高くとれば、緩和の温度目標を高くとることが可能となるといった形で、経済最適解から追加的に実

施する適応コストと緩和コストの比較が可能となる。その結果、適応コストは緩和の経済影響を明らか

に下回るということが示された。 

このように、本モデルの想定条件においては、「経済原理を踏み越えて気候影響によるダメージを抑

えよう」とする場合、緩和策を中心に対応するよりも適応策をより多く活用した方がより経済的である

という結果になる。ただし、適応の度合いの上限やコストの適応度合い依存性には不確実性が大きい。

また、適応を大規模に導入したとしても、グリーンランド氷床の崩壊といったティッピング現象が回避

できるわけではないという点にも留意をする必要がある。緩和と適応のバランスの在り方については、

今後も引き続き検討が必要である。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

SAIの実施コストは従来言われているコスト（a few billion dollar）と比較すると数倍から数十

倍高くなることがわかった。本研究開発で得られた既存の航空技術を用いた場合のSAI実施コストは

放射強制力2W/m2に換算すると、90billion US$/年になり、アポロ計画など大規模プロジェクトの予

算よりも高く、アメリカ、中国の軍事予算に匹敵し、個人の資産では賄えないものであることがわか

った。 

DAC技術の実施コスト、必要なエネルギーについて、先行研究をレビューし、その不確実性を把握

した。簡易なモデルを用いて回収規模１Mt-CO2/年のCO2回収コストを評価結果、57,000円/t-CO2とCCS

等他の緩和技術に比較して1桁程度高いことが分かった。また、DAC技術のエネルギー原単位からDAC

技術を用いてグローバルなCO2削減に寄与するには膨大なエネルギー需要が生じることがわかった。 

BECCSフローの詳細モデル化により、2度目シナリオでの発電、運輸における最適なBECCS利用経路

の分析結果を得た。また、持続可能性を考慮した場合、林業残差および都市廃棄物の利用が重要であ

り、このような資源を用いたBECCS発電施設のスケールアップに関する早期のRD&Dが重要であること
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が分析により明らかになった。 

緩和策にSRMを組み合わせた分析により、SRMの潜在的経済価値を確認した。ただしSRMは本当に安

価に実施できるのかについては評価範囲や前提条件を変更すると、その実施コストが大きく変わるこ

とが報告されている。また、SRMの大規模実施が潜在的に与える影響については、火山噴火というア

ナログ事例があり、気候モデルを用いた数値実験が行われているものの、因果関係を含めて完全に理

解されているわけではない。さらに、SRMの実施自体にも、社会的な合意が必要であり、倫理的な問

題、研究開発や実施におけるガバナンスの諸課題をクリアしていく必要がある。その意味で、今回の

分析は予備的な試みである。 

適応策のモデル化についての現状を把握するとともに、統合評価モデルに適応モデルを組み込んだ

計算を実施できるようにした。そのモデルで試算を行い、緩和と適応のバランスの在り方について、

論点を整理することができた。 

 

（２）環境政策への貢献  

＜行政が既に活用した成果＞ 

特に記載すべき事項はない。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

ネガティブエミッション技術に関するレビュー論文(Smith et al. 2016)作成に貢献した。この文

献はIPCC AR6、IPCC 1.5℃特別報告書でのCDR技術情報および研究方向の基盤となるものである。また、

Moriyama et al. (2016)はこれまで低く見積もられてきた成層圏エアロゾル注入コストに対する再評
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［要旨］ 

 気候変動問題は様々な要因が複雑に関連し、科学的な知見に加え、政策的な対応も求められている課

題である。これまでは、気候変動の予測、影響・適応策の評価、緩和策の評価といった個別の科学的知

見が深められてきた。一方で、RCP（代表的濃度経路）やSSP（共通社会経済シナリオ）のように、各分

野の連携も進展している。地球温暖化対策を効果的、効率的に行うためには、将来起こりうる社会経済

状況を踏まえた上で、導入しうる緩和策、適応策を把握することが求められ、そのためには実際に導入

されている施策を体系的に整理するとともに、それらの効果を定量的に検討することが必要不可欠であ

る。 

 温暖化影響や影響を軽減するための適応策については、これまで地域性、分野の特性が極めて強い課

題であったが、近年は世界銀行やOECDの報告書にみられるように、世界規模や幅広い分野を対象とした

評価が行われつつある。ただし、これらは分析範囲に広げたに過ぎず、様々な分野における気温上昇別

の適応策導入による効果の推定など、適応策を適切に実現していくための更なる情報整理は、統合評価

モデルの入力として活用する上で欠かすことができない。また、こうした既存の適応策の導入について

技術的なオプションのみならず、導入を促進するための経済的、法的、制度的なオプションをあわせて

検討することは、適応策をより効果的に導入する上で重要となる。 

 将来の社会経済シナリオについては、IPCCへの入力を目的として、SSPと呼ばれる共通社会経済シナリ

オの開発が国際的に進められており、これらの作業やシナリオとあわせて検討することは、作業を効率

化するだけでなく、国際的なシナリオ研究に対して入力することも可能となり、国際的な貢献も期待で

きる。 

 さらには、上記の情報が統合評価モデルにおいて利用可能となるかを確認することは、整理された情

報の付加価値を向上させることにもつながる。これまでの統合評価モデルによる適応策の評価は、限ら

れた情報を活用するということから、極めて限定的な分野、地域を対象としていたが、前述の整理され

た情報をもとにすることで、より広い分野を対象に蓋然性の高い分析を行うことが可能となる。本サブ

テーマは、このような本プロジェクト全体のテーマである「地球規模の気候変動リスク管理戦略」への

貢献のためのマルチモデル評価のための共通プラットホームとしてのデータベースを提供し、さらに

AIM/CGEモデルによりこのマルチモデル比較作業に参加し独自のシミュレーション結果を提供した。 
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１．はじめに 

 気候変動問題は様々な要因が複雑に関連し、科学的な知見に加え、政策的な対応も求められている課

題である。これまでは、気候変動の予測、影響・適応策の評価、緩和策の評価といった個別の科学的知

見が深められてきた。一方で、RCP（代表的濃度経路）やSSP（共通社会経済シナリオ）のように、各分

野の連携も進展している。地球温暖化対策を効果的、効率的に行うためには、将来起こりうる社会経済

状況を踏まえた上で、導入しうる緩和策、適応策を把握することが求められ、そのためには実際に導入

されている施策を体系的に整理するとともに、それらの効果を定量的に検討することが必要不可欠であ

る。 

 温暖化影響や影響を軽減するための適応策については、これまで地域性、分野の特性が極めて強い課

題であったが、近年は世界銀行やOECDの報告書にみられるように、世界規模や幅広い分野を対象とした

評価が行われつつある。ただし、これらは分析範囲に広げたに過ぎず、様々な分野における気温上昇別

の適応策導入による効果の推定など、適応策を適切に実現していくための更なる情報整理は、統合評価

モデルの入力として活用する上で欠かすことができない。また、こうした既存の適応策の導入について

技術的なオプションのみならず、導入を促進するための経済的、法的、制度的なオプションをあわせて

検討することは、適応策をより効果的に導入する上で重要となる。 

 将来の社会経済シナリオについては、IPCCへの入力を目的として、SSPと呼ばれる共通社会経済シナリ

オの開発が国際的に進められており、これらの作業やシナリオとあわせて検討することは、作業を効率

化するだけでなく、国際的なシナリオ研究に対して入力することも可能となり、国際的な貢献も期待で

きる。 

 さらには、上記の情報が統合評価モデルにおいて利用可能となるかを確認することは、整理された情

報の付加価値を向上させることにもつながる。これまでの統合評価モデルによる適応策の評価は、限ら

れた情報を活用するということから、極めて限定的な分野、地域を対象としていたが、前述の整理され

た情報をもとにすることで、より広い分野を対象に蓋然性の高い分析を行うことが可能となる。また、

テーマ４サブテーマ３で提示されるジオエンジニアリング等新たに提案される緩和策も含めて、統合評

価モデルにより定量分析された結果は、他のサブテーマとの比較検討等を通じて、今後の課題や見通し

を広く抽出し、効果的、効率的な温暖化政策を行うための重要な方法となるとともに、本プロジェクト

全体のテーマである「地球規模の気候変動リスク管理戦略」への貢献が期待できる。 

 図(4)-1に本研究の全体像を示す。 
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図(4)-1 研究の全体像 

 

２．研究開発目的 

 本研究の目的は以下の3点にまとめられる。 

1) 適応ポテンシャル・コストの見積もりについて、既存研究並びに本研究プロジェクトの他テーマ等

の成果を収集、整理し、これらの情報をもとに統合評価モデルへの入力が可能となるようにメタ分析を

行うとともに、適応策を促進するための制度面でのオプションを整理することを目的とする。 

2) 本研究プロジェクト全体で共有される社会経済シナリオを、SSP（共通社会経済シナリオ）をもと

にとりまとめて提示するとともに、各チームからの要望をフィードバックさせたシナリオセットを提示

することを目的とする。 

3) 整理した情報や他のテーマ、サブテーマで得られる知見である適応策やジオエンジニアリング等を

含めた様々な緩和策を考慮して、統合評価モデルによる温暖化対策の評価を行うことで、「地球規模の

気候変動リスク管理戦略」に資する各施策の課題や効果を明らかにすることを目的とする。 

上記の3つの目的にあわせてサブサブテーマを形成し、研究を実施してきた。 

 

３．研究開発方法 

図(4)-2に、本研究の3つのサブサブテーマの概要と他のテーマ、サブテーマ等との関係を示す。全球を

対象とした統合評価モデルにおいて適応策に関する情報を入力することを目的として、既存文献を整理

するとともに、本プロジェクトで共有可能な将来シナリオををとりまとめ、それらの情報を統合評価モ

デルに入力することで、適応策、緩和策の総合評価を行うことが本研究の概要である。以下に、サブサ

ブテーマ毎に本年度実施した研究開発方法を示す。 
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図(4)-2 本研究の各サブサブテーマと他テーマ等との関係 

 

1) 統合評価モデルでの入力として活用可能な適応ポテンシャル・費用に関するメタ分析 

適応策は、地域特性が強く、全球を対象とした費用等の見積もりは、必ずしも十分に行われていない

状況にある。そこで、本研究では、適応ポテンシャル・コストの見積り事例について、既存文献（学術

論文及び国際機関、国、非政府組織等による報告書等）を網羅的に収集・整理した。調査した文献には、

2014年に報告されたIPCC第二作業部会の第五次評価報告書から、温暖化による影響、適応策に関する定

量化情報も含んでいる。このほか、2015年末に行われた気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）に

向けて各国が提出したINDC（Intended Nationally Determined Contributions）も内容を確認し、適応

策に関する記述の有無、適応策の実施に必要な費用の水準を取りまとめた。また、INDCにおいて適応策

に関する記述を行っている国や適応策に関する情報をWEBにて公表している欧州各国を中心に、各国の適

応計画、適応戦略に関する情報について取りまとめを行った。 

2) 将来の社会経済シナリオの整理 

 将来の様々な活動は不確実であり、正確に予測することはできない。しかしながら、様々な状況を検

討し、不確実な将来に備えることは可能である。社会経済シナリオは、そうした将来を検討する上で、

基盤的なものであり、温暖化の分野においてもこれまでに気候変動に関する政府間パネル（IPCC）のSRES

（Special Report on Emissions Scenarios）など、様々なシナリオが示され、2016年に、新たな社会経

済シナリオとしてSSPs（Shared Socio-Economic Pathways）が報告された。SSPは、当初はIPCC第五次評

価報告書を目指して作成されていたが、作業が大幅に遅れ、最終的な報告は2016年となった。このため、

本研究でも、共通シナリオの長所、短所を明確化し、共通シナリオの意味を明確化するとともに、来年

度以降に作成する共通シナリオが備えるべき要件を明らかにするなどの作業を経て、本研究で共通に用

いる定量シナリオとして導入することとした。まずは、AIMを用いて定量化されたSSPsの予備的な結果を
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整理し、各テーマ、サブテーマに提供した。特に、SSPsの定量化に参加してきた経緯を踏まえ、各サブ

テーマでSSPsを定量化する際のベンチマークのデータを提供した。また、他テーマとの結果の比較を目

的とした農業関連指標について利用可能となるようにプログラムの修正等を行った。こうした情報をも

とに、各社会像及び戦略ケースの特性や違いについて分析を行った。 

3) 統合評価モデルによる適応策、緩和策の総合評価の試算 

 統合評価モデルを用いて緩和策の評価を行った分析は、国際的には、エネルギーモデリングフォーラ

ム（EMF）やその成果を引用したIPCC等、日本においても第二約束期間における目標設定に関する評価等、

分析事例は数多く見られる。一方で、適応策についての評価は、影響の地域特性が強いために、全球を

対象とした分析は多くない。 

このため、本研究では、統合評価モデルの中心となる応用一般均衡（CGE: Computable General 

Equilibrium）モデルを使って、気候変動による影響や適応策を評価することを目的として新たなモデル

開発を行うために、これらの効果を議論している文献を中心にレビューを行い1)で収集された情報を統

合評価モデルに組み入れ、戦略ケースにおいて緩和策のみならず適応策も評価するためのモデルに必要

となる要件について検討を行った。さらに、適応策と緩和策についての総合戦略をどのように策定すれ

ばよいか、また、総合戦略の策定に向けて必要な基礎情報のあり方について、検討を行った。 

 このほか、本プロジェクトで提示された対策インベントリ開発作業として、適応策とそれを導入した

場合のリスクについて整理を行った。 

４．結果及び考察 

（４）適応ポテンシャル・コスト見積もりおよび社会経済シナリオに関するメタ分析と統合評価モデル

による評価 

1) 統合評価モデルでの入力として活用可能な適応ポテンシャル・費用に関するメタ分析 

 適応ポテンシャル・コスト見積りの情報を含む2006年以降の既存文献の網羅的な収集を実施した。収

集にあたっては、インフラや沿岸域などIPCCの区分に基づく温暖化影響分野を可能な限りカバーするこ

と、全球規模だけでなく地域・国レベルの文献も含めることを目指した。収集した文献は、文献タイプ、

著者、発行年、文献タイトル等の基本的情報を含む一覧表形式で整理を行った。また、こうした文献の

中から、適応ポテンシャル・コスト見積りに関して、まず、主として全球規模、複数部門を対象に検討

を実施している文献の抽出を行い、その上で、抽出した文献の概要を把握・整理した。整理を行うにあ

たっては、温室効果ガス排出シナリオやベースラインシナリオ、適応費用算出の過程や適応策の内容、

被害額に関する情報に特に着目した。抽出した文献のうち、適応コスト費用推計手法の代表的な事例と

して取り上げられているWorld Bank（2006、2010）及びUNFCCC（2007）、並びに、3つの統合評価モデル

を用いて緩和と適応の相互関係を含めた検討を行っているOECD（2010）について、定量的評価に資する

数値情報を分野別の情報を含む表形式で整理を行った（表(4)-1）。とりまとめにあたっては、特に、適

応ポテンシャル・コスト見積りの前提となる温室効果ガス排出シナリオやベースライン条件、温暖化の

影響による想定被害額、適応策の内容、適応費用に関連する定性的情報を抽出し、表から文献ごとに適

応費用推定の過程を把握することが可能となるよう整理した。 

また、2014年に公表されたIPCC第二作業部会の第五次評価報告書（IPCC, 2014）のほか、UNEP(2014)

やEuropean Commission (2014)、U.S. National Climate Assessment (2014)等のサーベイを行い、温暖

化影響、適応策の定量的評価に関する最新の情報を収集し、とりまとめを行った。表(4)-2にIPCC第五次
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評価報告書におけるサーベイの結果を、表(4)-3にその他収集した気候変動影響、適応策の費用等の定量

的情報の例を示す。さらに、IPCC第五次評価報告書以降に出版された引用文献に示した各文献を収集し、

メタ分析に資する情報の整理を行った。表(4)-4に、各文献の要約部分で示されている影響、適応策の費

用の推定について示す。 

また、2015年11-12月にパリで開催された気候変動枠組条約第21回締約国会議に先立って、条約事務局

に提出された各国のINDCs（Intended Nationally Determined Contributions）から、温暖化による被害

や適応策に関する記述を抽出、整理を行った。図(4)-3に、INDCの提出状況と適応策に関する記述の有無

を示す。適応策に関する記述を行っている地域は発展途上国がほとんどで、先進国は適応策に関する記

述が見られなかった。適応策についての記述が見られる国についても、定量的な評価まで行っている国

はわずかである。また、こうしたとりまとめから、各国において重点と見なしている分野が異なること

がわかる。なお、こうした費用の評価とは別に、適応計画においても分野別の課題等が示されている。 

また、あわせて、適応策に関する研究が進んでいるヨーロッパ諸国とINDCにおいて適応策の記載が見

られたアジアの国々について、各国における適応計画や適応戦略の有無について調査した。なお、多く

の国の適応策に関する情報は、各国語で記述されていることが多く、英語による情報提供は限られてい

た。 

 適応策については、地域特性が高く、また、想定される影響も各国の産業や関心によっても異なって

おり、フランスなど。地域住民や地域産業に対する情報提供を目的として詳細なメッシュで情報を提供

している国も見られる。ただし、各国の適応計画については、情報がWeb等で行われている場合において

も、ほとんどの国で現地語による記述に止まっている場合が多い。パリ協定にも記載されている適応能

力を向上させるためには、各国における情報や取り組みを世界的に共有化することで、対策を効果的、

効率的に検討することが可能となる。 
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表(4)-1 適応ポテンシャル・コスト見積り事例のとりまとめ例 
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表(4)-2 IPCC第2作業部会第5次評価報告書からの温暖化影響に関する定量的な分析結果のサーベイ 

規模 著者 発行年 タイトル セクター 内容 

全球 Ebi, K.L 2008 

Adaptation costs for climate 

change-related cases of 

diarrhoeal disease, 

malnutrition, and malaria in 

2030 

健康 

下痢症、栄養不足、マラリアへの適応費用を、(1)現状
の罹患者数、(2)3つの病気に関する2030年での予測
相対リスク、(3)現在の処置費用（費用は将来も変わ

らないと仮定）、を用いて3つの気候シナリオの下で推
計。社会経済状況の変化は限定的に考慮。 

南米 

（ブラジル） 

Margulis, S., 

C. Dubeux, 

and J. 

Marcovitch 

(coords.) 

2011 

The Economics of Climate 

Change in Brazil: Costs and 

Opportunities 

農業、 

エネルギ

ー 

一般均衡モデルを用いて、気候変動の無い将来のブ
ラジル経済をシミュレーション。気候変動の影響は、モ

デルの農業／畜産業／エネルギーセクターに反映。
気候変動の有無における社会経済トレンドは、ブラジ
ルおよび周辺地域の経済への費用便益の観点で考

慮。 

全球 
Nicholls, R. 

and R. Tol. 
2006 

Impacts and responses to sea 

level rise: a global analysis of 

the SRES scenarios over the 

twenty-first century 

沿岸域 
堤防の建設、レクリエーション価値を維持するための
養浜、沿岸域住民の移住をシミュレーション。 

欧州 

（英国） 

Purvis, M., P. 

Bares, and C. 

Hayes 

2008 

A probabilistic methodology to 

estimate future coastal flood 

risk due to sea level rise 

洪水 

海面上昇や土地利用の不確実性を踏まえて確率的
表現を用いたシミュレーションを実施。沿岸洪水のリス
クを検討。 

アジア 

（インド） 

Ranger, N., 

S. Hallegatte, 

S. 

Bhattacharya, 

M. Bachu, S.  

et al. 

2011 

A preliminary assessment of 

the potential impact of climate 

change on flood risk in Mumbai 

洪水 

ムンバイにおける洪水の直接・間接影響を、異なる再

現期間、気候変動の有無で検討。100年に1度の規模
のイベントで、直接被害は2080年には18.9億ドルに
上る。間接影響を含めると、合計で24.35億ドル。住居

品質及び排水システムの改善により被害額を低減す
ることが可能。全住民が保険に加入したとすると、間
接影響の方が大きくなる。 

アフリカ（10カ
国） 

Seo, S.N. and 

R. 

Mendelsohn. 

2008 

Animal husbandry in Africa: 

climate change impacts and 

adaptations 

農業 

計量経済手法を用いて、畜産業を対象に、生産量を

維持するための経済的手法を検討。適応の選択肢
は、場所、時期、気候状況により異なる。 

全球 

Ward, P.J., 

K.M. 

Strzepek, et 

al.  

2010 

Partial costs of global climate 

change adaptation for the 

supply of raw industrial and 

municipal water: a 

methodology and application 

水資源 

2050年まで、気候変動のないレベルでサービスを維
持するために必要な水供給及び洪水防護への費用

は、乾燥気候モデルで197億ドル／年、湿潤気候モデ
ルで144億ドル／年と推定（SRES A2シナリオ）。排水
処理や下水システムといった都市インフラの費用は、

乾燥気候モデルで130億ドル／年、湿潤気候モデル
で275億ドル／年（共にSRES A2シナリオ）と推定。 
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表(4)-3 気候変動影響、適応策の費用等の定量的情報の例 

文献 分野 ベースライン 排出シナリオ／社会経済シナリオ 気候シナリオ／気候モデル 対象年次 備考 

Ebi, K. L. (2008). 

Adaptation costs for 

climate change-related 

cases of diarrhoeal 

disease, malnutrition, and 

malaria in 2030 

健康 

（下痢症、マラリ

ア、栄養失調 

本研究が参照
するWHO 

GBDではIPCC 

Is92aをBAUシ
ナリオとしてい

る。 

本研究が参照するWHO GBDでは以下3つの
シナリオを設定している。 

①. IPCC Is92a（BAUシナリオ）、 

②. 2210年までに750ppm CO2で安定、 

③. 2170年までに550ppm CO2で安定。 

本研究が参照するWHO 

GBDではHadCM2を用いて

いる。 

2030 WHOのGBD (Global Burden of 

Disease)は、2000-2030年を対象

に、気候変動など26項の健康リス
クを評価。 

気候変動の影響は、2100年に

154,000人の死者（これは550万 

DALYsに該当）を生じさせ、その内
の約50%はマラリアによるものと予

測。 

Margulis, S., C. Dubeux, 

and J. Marcovitch 

(coords.). (2011). The 

Economics of Climate 

Change in Brazil: Costs 

and Opportunities. 

農業、 

エネルギー 

1961年～1990

年。 

SRES A2およびB2シナリオをブラジルに適用
したA2-BR及びB2-BRシナリオ。 

2050年のGDP： 

A2-BRで-0.5%（7,190億レアル）、B2-BRで
-2.3%（3.655兆レアル）。※割引率 1%。 

1人当たりGDP： 

A2-BRで-534レアル、B2-BRで-1,603レアル。 

水力発電量： 

-31.5%（A2-BR）～29.3%（B2-BR）。※最も水

量が減った時に供給可能な電力量の変化。 

平均的な水量における発電量は+2.7%

（A2-BR）～+1.1%（B2-BR）。 

代表的な農産物の生産量： 

大豆：-34%（A2-BR）～-30%（B2-BR）、 

とうもろこし：-15%（両シナリオ）、 

コーヒー：-17%（A2-BR）～-18%（B2-BR）。 

HadCM3（全球モデル） 

HadRM3P PRECIS（地域モ
デル）：水平解像度 50km、

鉛直方向 19層。 

アマゾン及び北東部では、
2100年に平均地上気温が5

度（A2-BR）および3度
（B2-BR）上昇。 

気候予測
は2071

年～

2100年。 

適応は
2050年。 

第3章では気候変動が「水資源」
「エネルギー」「農業生産」「土地利
用」「アマゾン地域の生物多様性」

「沿岸地域」「ブラジル北東部」の環
境・経済・社会に与える影響を検討
している。 

気候変動対策をとらない場合の費
用と対策（緩和と適応）をとった場
合の費用は9ページに整理してい

る。 

農業における、A2-BRおよび
B2-BRシナリオでの適応策費用と

その費用対効果を45ページに整理
している。 
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表(4)-3 気候変動影響、適応策の費用等の定量的情報の例（つづき） 

文献 適応策の前提条件 適応策の内容 適応策の効果 被害額 適応費用 適応策費用原単位 

Ebi, K. L. 

(2008). 

Adaptation 

costs for 

climate 

change-related 

cases of 

diarrhoeal 

disease, 

malnutrition, 

and malaria in 

2030 

仮定条件： 

1. 2030年までの罹患者
数は現在の人数にて一定

とする。 

2. 2030年以降の罹患者
数はWHOのGBD調査に

よる、気候変動による相
対的リスク評価に基づき、
追加的患者数を予測す

る。 

3. 期間にわたって処置費
用単価は現在と同額で一

定とする 

1. 下痢症 

a.授乳プログラム、ロタウィル
ス・コレラ・麻疹予防接種、 

b. 水供給・衛生の改善。 

2. 栄養失調 

授乳プログラム、サバイバルプ

ログラム（栄養剤の提供）、成
長モニタリング、カウンセリン
グ。 

3. マラリア 

a. 防虫蚊帳とアルテミシニン
ベースの混合療法、妊婦に対

する予防処置（presumptive 

treatment in pregnancy）、 

b. aと屋内での殺虫剤散布。 

記載なし 記載なし。 2030年において、排出シナリオ
ごとに、 

①USD5,852百万～

USD17,957百万、 

②USD3,992百万～
USD12,603百万、 

③USD3,333百万～
USD10,689百万。 

1. 下痢症 

a. USD15.09／5歳以下の
児童 (USD0.71～

USD104.30）。 

b. USD53／5歳以下の児童
（USD25～USD81）。 

（表記は2001年USD価値） 

2. 栄養失調 

USD17.40～USD23.09／

子供（保守的との指摘もあ
り。Edejer et al.など） 

3. マラリア 

a. アフリカD及びE地域で、
Int$88.5、 

b. Int$123.5。 

（これら費用はDALYから算
定） 

Margulis, S., 

C. Dubeux, 

and J. 

Marcovitch 

(coords.). 

(2011). The 

Economics of 

Climate 

Change in 

Brazil: Costs 

and 

Opportunities. 

記載なし。 農業（米、綿花、コーヒー、豆、
大豆、とうもろこし） 

・遺伝子組換え作物の開発 

・灌漑 

エネルギー 

・153TWh（B2-BR）～
162TWh（A2-BR）の追加発電
設備の導入（天然ガス、バイオ

ガス、風力など） 

遺伝子組換え作物の開
発に対する費用対効果

は6%（大豆）～23%（とう
もろこし）。 

※費用対効果は数値が

大きいほど効率が低い。 

灌漑の費用対効果は、
20%（とうもろこし）～

136%（豆）。 

最もSLRが大きいシナ
リオで、極端現象が発

生するとすれば、リス
クの高い沿岸域の資
産価値は1,360億レア

ル～2,075億レアル。 

遺伝子組換え作物の開発： 

米、綿花、コーヒー、豆、大豆、と

うもろこしの6品目に対して合計
10億レアル／年。 

灌漑： 

米は1.97億レアル／年、豆は
4.94億レアル／年、とうもろこし
は3.09億レアル／年。 

※現在灌漑を用いて栽培してい
る作物のみ考慮。 

追加発電設備費用：USD480億

（B2-BR）～USD510億
（A2-BR）。 

記載なし。 
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表(4)-4 気候変動影響、適応策に関する費用の推定 

文献 対象、地域、年  金額 概要 

① 沿岸、アメリカ、2100 影響 5 兆$ 
GHG排出削減行動をしなかった場合の
資産被害額 

① 沿岸、アメリカ、2100 影響 810 10億$ 
費用対効果が高い適応策をとった場合
の資産被害額 

① 健康、アメリカ、2100 影響 110 10億$ Mitigation scenarioの労働損失減少額 
① 健康、アメリカ、2100 影響 2.6－3.0 10億$ Mitigation scenarioの水不足被害減少額 

① 電力供給、アメリカ、2050 適応策 10－34 10億$ 
Mitigation scenarioの電力供給システム
にかかる費用削減額 

① インフラ、アメリカ、2100 適応策 4.2－7.4 10億$ 
Mitigation scenarioの道路適応費用削減
額 

① インフラ、アメリカ、2100 適応策 0.05－6.4 10億$ 
Mitigation scenarioの都市排水適応費用
削減額 

① インフラ、アメリカ、2100 適応策 3.1 10億$ 
Mitigation scenarioの沿岸部資産被害お
よび適応費用の削減額  

① 水資源、アメリカ、2100 影響 2.8 10億$ Mitigation scenarioの洪水被害減少額 

① 水資源、アメリカ、2100 影響 11－180 10億$ 
Mitigation scenarioの水不足による被害
減少額 

① 農林業、アメリカ、2100 影響 6.6－11 10億$ Mitigation scenarioの農業被害減少額 

① 農林業、アメリカ、2100 影響 0.52－1.5 10億$ Mitigation scenarioの林業被害減少額 

② 沿岸、オーストラリア、2100 影響 226 10億$ 
海面が1.1m上昇した時の沿岸部の氾濫
による被害額 

② 
沿岸、クイーンズランド南東、
2030 

影響 2 10億$ 海面が0.2m上昇した時の被害増加額  

② 
沿岸、クイーンズランド南東、
2070 

影響 3.9 10億$ 海面が0.5m上昇した時の被害増加額  

② 沿岸、全世界、2050 影響 1 兆$ 沿岸部氾濫による被害額  

③ 
沿岸、アメリカ南東沿岸部およ
びメキシコ湾、2030 

影響 2－3.5 10億$ 沿岸部荒天による年間費用  

③ 沿岸、アメリカ、2030 影響 7.3 10億$ 
ハリケーンの規模拡大による年間被害増
加額 

③ 沿岸、アメリカ、2030 影響 35 10億$ 
ハリケーン及び沿岸部荒天の年間総被
害額 

③ 沿岸、アメリカ、2050 影響 66－106 10億$ BaUにおける沿岸部資産の損害額  
③ 沿岸、アメリカ、2100 影響 238－507 10億$ BaUにおける沿岸部資産の損害額  
③ 沿岸、アメリカ、2100 影響 701 10億$ 20分の1の確率で水没する沿岸部資産  
③ 沿岸、アメリカ、2100 影響 730 10億$ 高潮の危険にさらされる資産  

③ 
沿岸、アメリカ南東沿岸部およ
びメキシコ湾、2100 

影響 42 10億$ 
海面上昇によるハリケーン及び沿岸部荒
天の年間被害額 

③ 沿岸、アメリカ、2100 影響 108 10億$ 
ハリケーンの規模拡大による年間被害増
加額 

⑤ 雇用、EU、2050 適応策 0.5 
% 2050 
GDP 

reference scenarioの気候変動に伴う適
応費用 

⑤ 雇用、EU、2050 影響 29 10億 € reference scenarioの運輸部門の雇用 
⑤ 雇用、EU、2050 影響 24 10億€ reference scenarioの環境部門の雇用 
⑤ 雇用、EU、2050 影響 19 10億€ reference scenarioの衛生部門の雇用 
⑤ 雇用、EU、2050 影響 13 10億€ reference scenarioの農業部門の雇用 

⑤ 雇用、EU、2050 影響 12 10億€ 
reference scenarioの保険・金融サービス
部門の雇用 

⑤ 雇用、EU、2050 適応策 1.0 
% 2050 
GDP 

ambitious scenarioの気候変動に伴う適
応費用 

⑧ 沿岸、アメリカ南東、2050 影響 48.2－68.7 10億$ 海面上昇に伴う沿岸部資産の損害額  

⑧ 沿岸、アメリカ南東、2050 影響 107 10億$ 
100年に1度の確率で起こる既存資産の
リスク 

⑧ 沿岸、ルイジアナ、2030 影響 19.8 10億$ 海面上昇に伴う沿岸部資産の損害額  
⑧ 沿岸、ルイジアナ、2050 影響 33.1－44.8 10億$ 海面上昇に伴う沿岸部資産の損害額  
⑧ 沿岸、フロリダ、2030 影響 5.6－14.8 10億$ 海面上昇に伴う沿岸部資産の損害額  
⑧ 沿岸、フロリダ、2030 影響 14.8－23.3 10億$ 海面上昇に伴う沿岸部資産の損害額  

⑧ 沿岸、アメリカ南東、2050 影響 3.6－6.8 10億$ 
ハリケーン及び沿岸部荒天の年間被害
額 

⑧ 沿岸、テキサス、2030 影響 167－222 100万$ ハリケーン及び沿岸部荒天の年間被害
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額 

⑧ 沿岸、テキサス、2050 影響 483－648 100万$ 
ハリケーン及び沿岸部荒天の年間被害
額 

⑬ 洪水、EU27、2011-2040 影響 20 10億€ A1Bシナリオでの年間損害  

 

表(4)-4 気候変動影響、適応策に関する費用の推定（つづき） 

文献 対象、地域、年  金額 概要 
⑬ 洪水、EU27、2041-2070 影響 46 10億€ A1Bシナリオでの年間損害  
⑬ 洪水、EU27、2071-2100 影響 98 10億€ A1Bシナリオでの年間損害  
⑬ 洪水、EU27、2011-2040 影響 9 10億€ A1Bシナリオでの気候変動による損害  
⑬ 洪水、EU27、2041-2070 影響 19 10億€ A1Bシナリオでの気候変動による損害  
⑬ 洪水、EU27、2071-2100 影響 50 10億€ A1Bシナリオでの気候変動による損害  
⑬ 洪水、EU27、2011-2040 影響 15 10億€ E1シナリオでの年間損害  
⑬ 洪水、EU27、2041-2070 影響 42 10億€ E1シナリオでの年間損害  
⑬ 洪水、EU27、2071-2100 影響 68 10億€ E1シナリオでの年間損害  
⑬ 洪水、EU27、2011-2040 影響 5 10億€ E1シナリオでの気候変動による損害  
⑬ 洪水、EU27、2041-2070 影響 20 10億€ E1シナリオでの気候変動による損害  
⑬ 洪水、EU27、2071-2100 影響 30 10億€ E1シナリオでの気候変動による損害  

⑬ 洪水、EU27、2011-2040 影響 8 10億€ 
A1Bシナリオで最低限の洪水対策によっ
て得られる便益 

⑬ 洪水、EU27、2041-2070 影響 19 10億€ 
A1Bシナリオで最低限の洪水対策によっ
て得られる便益 

⑬ 洪水、EU27、2071-2100 影響 50 10億€ 
A1Bシナリオで最低限の洪水対策によっ
て得られる便益 

⑬ 洪水、EU27、2011-2040 適応策 1.7 10億€ 
A1Bシナリオで最低限の洪水対策に必要
な費用 

⑬ 洪水、EU27、2041-2070 適応策 3.4 10億€ 
A1Bシナリオで最低限の洪水対策に必要
な費用 

⑬ 洪水、EU27、2071-2100 適応策 7.9 10億€ 
A1Bシナリオで最低限の洪水対策に必要
な費用 

注：文献欄の数字は、引用文献の数字に一致する。ここで示したものは、各文献の要約部分に明

記されているもののみである。 

 

 

■INDCに適応策の記述がある国  INDCに適応策の記述がない国（緩和策のみの国） 

図(4)-3 INDCの提出状況と適応策に関する記述の有無 
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2) 将来の社会経済シナリオの整理 

 社会経済シナリオとして共通に使用するシナリオの長所、短所を明確化し、共通シナリオの意

味を明確化するとともに、来年度以降に作成する共通シナリオが備えるべき要件を明らかにした。

共通シナリオとしての利点と問題点を表(4)-7にとりまとめる。S-10全体を対象とした統合化会議

や各チームに対する意見調査を踏まえ、S-10全体として共通シナリオを作成することは有意義で

あると判断されたため、共通シナリオ作成に向けて作業を開始した。 

 

表(4)-7 共通シナリオの利点と問題点 

利点 問題点 

・各チームの分析が整合的になる。最終的な
成果として、説明が容易になる。 

・多くの研究者が参画しているプロジェクト
でのシナリオであり、今後の標準的なシナ
リオとなりうる。 

・既にシナリオを設定し、分析を介している
研究グループにとっては、二度手間にな
る。 

・各チームが納得できるシナリオを作成する
ことは非常に難しい。 

・シナリオを提供できるまでに時間がかか
る。 

 

次に、S-10において必要となるシナリオの要件について以下の通り整理した。 

・シナリオの目的：各チームで行う分析において共有する将来シナリオであり、プロジェクト全

体の成果としての基盤となる将来シナリオとする。 

・シナリオとして明示する項目：統合評価モデルの入出力である人口、GDP、産業構造（部門別負

荷価値など）、ライフスタイル（消費構造）、温室効果ガス排出量のほか、参考データとして簡

易気候モデルから計算される将来の気温上昇についても明示する。また、定量化の背景にある定

性的（叙述的）なストーリーラインについても提示する。 

・空間解像度：統合評価モデルの出力を用いることから、全球、アジアやヨーロッパといった地

域、国を基本単位とする。なお、更に詳細な解像度（たとえば地方や0.5度メッシュなど）へのダ

ウンスケールについては、今後更に検討する。 

・対象年次と時間解像度：シナリオ間での温暖化の影響が明確に差別化できることと、これまで

の統合評価モデルによる分析の経験から、2100年までを対象とする。また、2100年までの年次に

ついても経年的に提示する。なお、時間解像度の単位は当面は年とし、更なる詳細化については

今後検討する。 

 本研究プロジェクトでは、SRESに代わるシナリオとして整備が進められているSSPs（作成方法

等については、Moss et al.(2010)を参照）を基礎として、将来シナリオを整理することとするが、

それにあたって、表(4)-8に示すように、これまでに開発されている世界を対象としたシナリオを

対象に、それぞれを用いることの長所、短所をとりまとめた。 

 また、SSPsについては、2016年秋までに最終的な定量的、定性的なシナリオが公表された。図

(4)-4はAIM/CGEで計算し、共有したSSPsで示される5つの将来社会について、結果を示したもので

ある。なお、図5には、S-10全体で取り組んだ戦略ケースの結果もあわせて示している。GDPは、

社会像によって大きく変化するのに対して、対策による影響は社会像の違いほどは大きくない。

また、CO2排出量やエネルギー消費量についても、社会像の違いによる際は大きいが、同じ社会像
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であっても温暖化対策によって大きく異なる。取り得る対策の違いは、二酸化炭素の価格（排出

削減のための限界削減費用）にも表れており、厳しい排出削減目標を選択するのであれば、社会

像そのものを選択する必要があることを示唆したものとなっている。 

 なりゆきであるSSPとそれぞれのSSPに対する対策ケース（本課題における戦略ケースを含む）

について分析を行った。例えば、SSP2及びSSP3の社会ともに目標が同じ場合において、ほぼ同じ

だけの一次エネルギー供給量になるという結果になったが、その内訳は異なっており、SSP3では

原子力発電の比率が極めて低く、2100年でも現状の2倍以下である。また、SSP2の方がCCSの比率

が高くなっている。これに対してSSP3ではバイオマス、太陽光のシェアがSSP2のそれよりも大き

くなっており、地域のエネルギーに依存した対策となっていることがわかる。このように、将来

気温上昇の目標が同じであっても、選択される対策は大きく異なることがわかる。 

 地域的に相違点についても分析を行った。OECD90における一次エネルギー供給量について、Ref

シナリオにおいて一次エネルギー供給量もSSP3の方が少なくなっている。一方、SSP2において原

子力が多く導入されているが、その他のエネルギーの導入比率についてSSP2とSSP3において顕著

な差は見られない。一方、アジア（日本は除く）については、RefにおいてSSP3の方が一次エネル

ギー供給量は多く、その大部分が石炭となっている。対策時においても石炭のシェアが比較的高

く、SSP2と比較してSSP3では、CCSを導入しない石炭消費の比率が高い。原子力も世界全体やOECD90

と同様にSSP2の方が大きくなっており、代わってSSP3では、太陽光やバイオマスの比率が高くな

っている。以上のように、世界全体と先進国、アジアの結果はそれぞれ異なったものとなってお

り、対策を検討する際に地域特性（資源賦損量、発展段階など）を踏まえることが必要といえる。

「共通だが差異ある取り組み」を具体化する上でも、こうした地域や国による相違は十分に検討

する必要があろう。 

 

表(4)-8 既存シナリオを用いることの長所と短所 

シナリオ 長所 短所 

SRES ・ 既に多くの研究がSRESをベースに検
討されており、比較等が容易。 

・ 現状（2005年や2010年）で、すでにズレが発
生している。このため、SRESにあわせた再計
算をどのようにするか注意が必要。 

・ 最新の気候モデルは対応していない（パター
ンスケールで対応か？）。 

推進費S-6 ・ 既に、S-6において定量化が行われて
いる。 

・ 推進費間の連携を図ることができる
（S-7においても使用）。 

・ 国際標準ではなく、ローカルなシナリオ。 

・ 気候モデルが対応していない（パターンスケ
ールで対応か？）。 

・ 基本的に2050年まで。2100年以降は別途、想
定し直す必要がある。 

SSPs ・ 今後数年間は、世界シナリオの標準と
なる可能性が高い。 

・ GDPや人口などは、国別に提供される
予定。 

・ まだ、シナリオが確定していない。 

・ 5つの将来シナリオを基準としており、数を
絞る必要がある一方、それぞれは、かなり偏
ったシナリオとなる可能性があり、一部だけ
を切り出すことの意味を明確にする必要が
ある。 
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a. GDP（単位：2005年価格10億ドル）  b. CO2排出量（100万トンCO2） 

 
c. 一次エネルギー供給（単位：EJ） d. 最終エネルギー消費（単位：EJ） 

 
e. 炭素価格（単位：2005年価格$/tCO2）  f. 太陽光発電供給量（単位：EJ） 

図(4)-5 SSPsの5つの社会像における各指標の推移（世界全体） 
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g. バイオマスエネルギー供給量（単位：EJ） h. 風力発電供給量（単位：EJ） 

 

i. 化石燃料供給量（単位：EJ）     j. CCS導入量（100万tCO2） 

 

g. 森林面積（単位：100万ha）    h. 農地面積（単位：100万ha） 
図(4)-4 SSPsの5つの社会像における各指標の推移（世界全体；続き） 
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i. 牧草地面積（100万ha）    j. 最終消費（2005年価格10億ドル） 

図(4)-4 SSPsの5つの社会像における各指標の推移（世界全体；続き） 

 

3) 統合評価モデルによる適応策、緩和策の総合評価の試算 

分析に当たって、CGEモデルが気候変動による影響や適応策をどのように捉えることができるか、

またその結果はどのようなものなのかを整理した。CGEモデルとは、外生的なショックが起こった

場合に、社会会計表と呼ばれる財・サービスの取引マトリックスがどのように変化するか？を計

算することができるシミュレーションモデルである。CGEモデルはミクロ経済学の一般均衡理論に

基づいて構築されており、生産者の利潤最大化行動と消費者の効用最大化行動によってモデルの

挙動が裏付けられている。部分均衡分析が１つの市場に注目するのに対して、一般均衡分析は複

数市場とその相互作用に注目するものである。したがって、CGEモデルは、例えば貿易自由化、環

境税の導入、省エネ技術の低廉化といった、財・サービス間の相対価格を変化させるような政策

変更が行われた場合に、どの経済主体にどんな影響が出るのか？を分析するのに強力なツールと

して、世界的に広く使用されている。 

気候変動による影響をCGEモデルで評価するというのは、気

候変動影響により、社会経済活動の基盤となる資本、労働、資

源の変化や、それによる各経済主体への波及効果を分析するこ

とである。ここで重要なことは、CGEモデルは人間活動を経済

という断面で捉えたものであり、「排出された温室効果ガスに

よってどのような気候変動が起こり、それによる経済へのフィ

ードバックはどんなものなのか」はモデルの外にあるというこ

とである（図(4)-6）。したがって、気候変動による経済への

影響をCGEモデルに外生的ショックとして入力するためには、

モデルに存在する経済変数の変化に変換する作業が必要となる。具体的には、例えば、将来の気

候変動により、ある地域の海面が何ｍ上昇するということがわかっている場合、それによる港湾

や堤防、砂浜の喪失量から、資本の損失額がいくらに相当するのかを計算し、その値を外生的シ

ョックとしてシミュレーション分析を行うといった作業が必要となる。以下では、各分野の影響
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 図(4)-6 気候変動影響を対

象としたモデルの概念 

 



 

 

S10-4-99 

をCGEモデルでどのように扱っているのかを、分野別にまとめる。 

水資源をCGEモデルで扱っている文献は、他の影響分野に比べると数が多い（Diao X. and Roem 

T., 2003、Calzadilla A., Rehdanz K., and Tol R.S.J., 2010など）。CGEモデルで扱う水資源

は、市場水と非市場水に分けられる。市場水とは、水道事業を通じて供給される水である。利用

者は水を利用することの対価として水道料金を水道事業者に支払っていることから、市場水は社

会会計表に計上されている。一方、非市場水とは、利用者が河川や湖沼などから直接取水するも

のであり、価格がゼロであることから社会会計表には表れない。CGEモデルで非市場水を扱うには、

非市場水を生産要素の１つとして捉え、取水量を社会会計表に加える。ただし、価格がゼロであ

ることから、社会会計表には表れる数字はゼロである。渇水が起こり、非市場水の供給量に制約

がかかると、非市場水の利用の機会便益としてシャドウプライスが発生し、経済全体の非市場水

の利用量が供給制約を超えないように調整されるというメカニズムを導入した。 

Bosello et al. (2006)は、気候変動による健康影響と、その適応策の効果をCGEモデルで評価

している。彼らは、気温上昇によるマラリアやデング熱といった昆虫媒介疾病の発生率や死亡率

の変化と一人当たり所得との関係を既存文献の調査によって得ており、それを労働生産性の低下

に換算し、CGEモデルに外生的ショックとして与えている。また、医療サービス需要の所得弾力性

と、各疾病の医療費のデータを用いて、患者の増加にともなう医療サービス需要の増加の関係を

導出し、医療サービス需要の変化をCGEモデルで考慮することにも成功している。 

Ochuodho et al. (2012)は、おける森林火災、害虫の大量発生によるカナダの林業への影響と、

適応策（害虫駆除、森林防火、作付変更）の効果を評価している。気候変動による林業の生産性

変化、森林火災増加、害虫被害増加による森林供給量への影響は既存文献から得ているが、林業

で植付されている品種への影響までは特定されていない。したがって、それにより林業および製

材業の生産量にどんな影響があるかまでは情報を得ていない。そこで彼らは、森林供給量の減少

率が生産量の減少率に一致すると仮定して分析を行っている。また、どのような情報に基づいて

適応策の費用と効果を特定し、それをどのようにCGEモデルに導入するかが問題となるが、本論文

は、専門家から妥当な値を示してもらい、それを使用している。 

ヨーロッパでは、気候の良い地域への旅行ニーズが高いと考えられ、気候変動による観光への

影響が研究対象とされている。Bosello et al. (2011)では、Hamburg Tourism Model (HTM) (Bigano 

et al., 2007)という国内および海外旅行のニーズを推計するモデルの結果が用いられており、家

計のmarket service sector（レクリエーションを含む）への支出の変化として考えられている。 

農業分野への影響を評価している文献では、気温変化・CO2濃度による収量の変化を説明する作

物モデルの結果が使用されており、生産性の変化という形でCGEモデルに取り込まれている。 

海面上昇を扱っている文献では、いずれも他のモデルとの連携がクローズアップされている。

Bosello et al. (2012)は、DIVA model（Vafeidis et al., 2008）の結果を使って、沿岸域の土

地と資本の減少という形でショックを与えている。 

 次に、気候変動影響や適応策をCGEモデルで扱うことの限界も整理した。 

気候変動による影響や適応策は、都市スケール、あるいは流域スケールといった地域スケール

の問題である。また、影響の出る地域の分布は、国境で区切られるものではない。それに対して

世界CGEモデルの空間解像度はせいぜい国である。これは、国際的に利用可能な経済データが国単

位で整備されていることと、それゆえにCGEモデルを構築する際に広く使用されているデータベー
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スもまた、国単位のデータとなっていることに由来している。したがって、CGEモデルで扱うにふ

さわしい影響分野は限定される上、国全体の平均的な影響の評価となってしまう。 

次に、時間スケールの問題をどう考えるかは慎重に議論される必要がある。CGEモデルで捉えて

いるのは短くても1年単位の影響でしかないのに対して、農業、観光への影響は季節性があると考

えられる。農業でいえば、登熟期に雨が降らないのか、慢性的な干ばつに見舞われるようになる

のかによって影響が異なると考えられるが、このような季節性をCGEモデルで考慮した例は見つか

らなかった。 

また、ほとんどの文献で、別の気候変動影響を評価するモデルの結果がCGEモデルにある経済変

数の変化に変換して使用されている。このようなモデルの連携をする場合には、影響評価モデル

の結果がどのような仮定を持つものなのか、その仮定はCGEモデルの仮定と矛盾するものではない

のかを慎重に確認して使用する必要があるだろう。また、気候変動影響の多くは自然災害の生起

確率の増加として示されているが、確率現象をCGEモデルでどのように捉えるかについても議論が

必要であるといえる。 

統合評価モデルを用いて適応策、緩和策をマクロな統合的な指標ではなく温暖化の影響を受け

る各事象を個別に評価するためには、対象とする影響、適応策の分野を適切にモデルに組み込む

とともに、将来のストーリーラインと整合するように、分野を表現することができるような変数

の選定およびそれらを用いた定式化が必要となる。また、SSPsでは、将来の社会像を定義するに

あたって、Mitigative capacityとAdaptive capacityについて、それぞれ高い、低いという軸が

設けられており、将来の社会像の描写において、Mitigative capacityやAdaptive capacityの違

いを明確に表現することが求められる。こうしたことから、より適切に緩和策と適応策を表現す

ることができるような統合評価モデルの構築に向けて、作業を行った。今年度は、農業、土地利

用分野における統合評価モデルの組み込みについて検討を行うとともに、2)で示した5つのSSPsに

対応する予備的なシミュレーションを行った。 

今回用いる統合評価モデルは、応用一般均衡型の世界モデルであり、様々な効率変化を前提と

して、財や生産要素の市場について需給を均衡させるように活動水準を計算する。このため、農

業、土地利用を対象にモデル化するにあたって、Adaptive capacityを表現するために必要となる

因子として、以下の10の変数を取り上げた。 

・人口及び人口構造    ・GDP 

・食料分配の公平性    ・作物収量 

・灌漑率     ・家畜土地生産性 

・木材生産性     ・食料消費の所得弾力性 

・土地変化の家畜弾力性   ・貿易弾力性 

これらの各変数が、5つの社会像の想定にあわせて変化することで、将来のAdaptive capacity

が変化するとみなす。2)においてSSPsで示される社会の姿（方向性）とその主要な結果を示した

が、Adaptive capacityの高いSSP1やSSP5 では、食料生産にかかわる効率が向上し、1人当たりの

食料消費量は増加する一方、食料生産のための土地資源は現状と比較して少なくてよく、森林面

積は増加する傾向となる。逆に、Adaptive capacityの小さいSSP3やSSP4では食料消費量は相対的

に小さいにも関わらず、食料生産のための土地を確保しなければならず、森林面積は小さくなる

といった特徴がみられた。 
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S-10-4を通じては、モデル間における農業生産性の比較や土地利用の変化についても比較を行

った。今年度は基礎的な分析として、土地利用変化について検討を行った。図(4)-5のgからjに森

林及び農地面積の推移を示すとともに、最終消費の推移を示す。人口の増大により、SSP3の社会

において農地面積や牧草地面積は最も急速に拡大し、それに伴って森林面積は減少する。一方、

SSP1では21世紀末には現状と同じ程度の農地にとどまり、世界の森林面積は2%程度拡大する。緩

和策の導入によって影響を受けるのは、森林面積と農地面積であり、排出削減目標が高いほど森

林面積は増大し、逆に農地面積は減少する結果となった。なお、最終消費全体でみると、一次産

業の占める比率は小さいために、影響は農地面積ほど大きく変動はしていない。 

また、戦略ケースについては、21世紀前半に大幅な削減を開始することを前提としているため

にSSPのレファレンスやRCPの再現と比較すると変動幅が大きい。また、戦略シナリオによっては、

限界削減費用が2000ドル/tCO2を超えるなど極めて高くなっており、シミュレーションとして解は

得られているが、実現可能性について十分に検討する必要があるといえる。戦略ケースとして、

現在、排出削減目標と気候感度について検討されているが、そうした項目とともに、技術の効率

改善の速度や普及の速度など、社会、経済に関する様々な前提についてもあわせてシナリオを提

示することが必要となるであろう。 

 1)で見たように、温暖化による影響や適応策の導入に必要な費用は、国によって大きく異なる。

また、各国において重要と考える分野も異なることから、適応策に関する取り組みは被害の大き

さだけでなく、各国の主要産業などによっても、国や地域によって大きく異なることが予想され

る。さらに、2)で分析したように、緩和策における取り組みも、地域の資源賦損量や発展の程度

によって違うことが明確になっている。こうした状況下において、望ましい適応策と緩和策の総

合的な評価の方法について検討を行った。 

 緩和策に関しては、今回の2)の分析においても世界一律の炭素価格を仮定している。つまり、

限界削減費用という観点から、先進国と途上国において同じ負担を求めていることになっている。

たとえば、所得水準に応じて求められる温室効果ガス排出削減の水準を変えたり、INDCで多くの

途上国が求めたように、ある一定量以上の対策は先進国の援助によって実現するということが必

要となるであろう。 

 一方、適応策の観点については、定量化されている影響や適応策の費用が先進国を対象とした

ものであり、モデル化そのものが容易ではない。まずは、途上国における定量的な情報を収集し、

モデルに反映させることが必要となる。INDCにおいて、いくつかの国がこうした評価を行ってい

るのは、進展であると言えるが、影響は地域による違いが大きいために、特定の国ではなく、で

きるだけ多くの国においてこうした取り組みや評価が行われることが必要である。限られた資金

の中でどのような適応策に対して重点的に取り組むかについては、評価が困難であり、できるだ

け多くの試算と結果をもとにした議論が必要になるであろう。また、緩和策とは反対に、将来の

気温上昇に関する目標が厳しくなればなるほど、適応策にかかる費用は小さくなる。こうした費

用と便益のバランスについても統合評価モデルによって検討することが重要になるといえる。 

 特に、温暖化による影響は地域によって大きく異なり、その結果、適応策の導入とその効果も、

各国によって大きく異なる。こうしたことから、モデルを用いて適応策等の評価を行うためには、

各国の影響や適応策について情報を把握し、それらをモデルに組み込んだ上で分析する必要があ

る。しかしながら、現状では、そうした取り組みは、食料による饑餓リスクへの影響など個別の
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問題に限定されており、温暖化影響全体の取り組みに関しては十分ではない。一方、温暖化影響

全体を評価する手法としては、気温上昇の関数として定義される影響関数を組み込んだ例がある。

しかしながら、この手法では、すべての影響が統合して評価されており、どの影響が重大な被害

をもたらすかといった詳細な評価を行うことができない。 

 現時点では、世界規模のモデル化に対して、分野と地域について網羅的な情報は存在しないこ

とから、モデルによる評価を直接行うことは不可能である。そこで、どのような情報の整備が必

要となるかについて検討を行った。 

a. 温暖化影響に関して、分野横断的で地域情報を含んだ全球規模のデータベースの整備 

 上記にも述べたとおり、温暖化の様々な影響を網羅的に取り扱うとともに、全球規模で取りま

とめた情報は皆無である。また、温暖化影響のモデル化の際には、気温上昇に対する影響の相違

も考慮する必要がある。同時に、適応策に関して分野別に費用と効果を示した情報も必要となる。

本S-10プロジェクトでは、水や食料など項目毎に全球レベルの影響について、定量的な分析が行

われた。こうした情報は、今後の温暖化影響、適応策を評価する上で重要な情報になるといえる。 

b. 社会経済状況に対する温暖化の影響や適応策の効果と感度 

 SSPsに関する分析から、将来の社会経済状況が変わると、緩和策への取り組みの強度が変わる

ことを示した。温暖化影響や適応策の効果についても同様である。適応策によって現状で見込ま

れている影響の軽減について、社会経済や気温上昇によってどれだけ効果が異なるかについても

明らかにすることが重要となる。 

c. 多様な適応策の可能性 

 例えば、温暖化によって食料への影響が生じる場合、より温暖化に強い品種を栽培するという

ことが従来の適応策として取り上げられてきた。一方で、米への影響が深刻になるのであれば、

小麦など他の食料へのシフトということも適応策の1つとして検討できる（文化的な背景もあり、

容易ではないが）。2)で見たように、緩和策については、省エネ、低炭素エネルギー、サービス

需要量の削減など複数の対策が検討されているが、適応策についてもどのような可能性があるの

かを検討することが必要となる。また、適応策をどの水準まで実現するかといった検討も今後の

課題であるといえる。一般的には、温暖化による被害がない状況まで回復させることが適応策と

見なされているが、経済的、社会的に甚大な影響を及ぼさない水準まで回復させるということも、

選択肢の1つとなる。緩和策と同様に、個別の影響について、どの水準まで被害を軽減することが、

費用便益の観点から望ましいかを検討することも重要な課題の1つである。 

4) 対策インベントリのとりまとめ 

適応策は、温暖化によって生じる影響や被害を抑制するために実施するものであり、本来は、

温暖化のリスクを軽減するために導入される対策である。ここでは、そうした適応策を導入する

ことによって生じうるリスクを検討した。 

適応策によるリスクは、実施される個々の適応策の内容によって異なるが、a.経済活動も含め

た人間社会へのリスク、b.自然生態系の改変に伴うリスク、に大別できる。また、適応策の導入

にあたっては、想定される気候変動予測に対するリスク（気候変動を過剰に見積もると費用負担

等が大きくなり過小に見積もると適応策の容量を超える影響が生じる）も考慮することになる。 

適応策導入の制約、障壁は、①物理・生態学面、②技術面、③経済・財政面、④社会・文化面、

⑤制度面、⑥情報・認知面、⑦人材育成面があり、特に①と②については、適応策の限界に関連
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する。また、適応策導入に必要な費用をどのように拠出するかといった費用負担の問題だけでは

なく、④～⑥に示す社会、文化、伝統等に起因する課題もあり、克服すべき課題が数多く存在す

る。なお、適応策の実施に当たって必要な費用の推計については、World Bank(2010)などで見積

もられている例も見られるが、十分であるとは言えない。表(4)-9に、環境省の地球温暖化影響・

適応研究委員会報告書における適応策導入の分野を中心に、世界銀行等の報告書を参考に作業を

行った結果を示す。 

表(4)-9 適応策を対象とした対策インベントリ 

 

 

５．本研究開発により得られた成果 

（１）科学的意義 

本研究の実施により、これまで全球を対象とした評価が十分ではなかった適応策について、統

合評価モデルにおいて個別に分析することが可能となり、これまでの科学的な知見を踏まえた温

暖化の適応策、緩和策の評価を行うことが可能となる。また、あわせて、様々な社会経済シナリ

オにおける影響の差異についても評価することが可能となり、将来の発展のあり方そのものを検

討するきっかけともなる。現在、こうした研究は国内において十分とはいえないが、本研究が先

頭に立つとともに、IPCCやEMF、IAMC（統合評価モデリングコンソーシアム）などの国際的な活動

を通じて、国内における研究の広がりや分析の深化を期待することができる。 

なお、全球を対象とした詳細な評価は、データ等の不足から本研究においても十分に行うこと

はできなかったが、世界規模の統合評価モデルを用いて分析するためにどのような情報が必要と

なり、また、現状においてどのような情報が不足しているかを明らかにすることができた。本来、

緩和策と同様に、適応策においても様々な経路が考えられるが、それぞれの経路を評価するに当

たっての検討すべき内容を示すことができたと考えている。 

 

（２）環境政策への貢献 

適応ポテンシャルや費用に関する分析結果は、環境省適応計画策定に向けた温暖化予測手法等検

討専門家委員会をはじめ、適応策に関する検討会に対して重要な情報の基礎を提供することがで

きたと考えている。また、緩和策、適応策を統合した分析では、長期的な視点を持った削減シナ

リオの評価が可能となり、2020年以降の目標策定の議論をはじめとした長期の温暖化政策への貢

献が期待される。 

大分類 中分類 小分類 適応策 制約・障壁 人間社会へのリスク 生態系へのリスク
農業 穀類・果樹 高温耐性の向上・高温回避
牧畜 畜産・飼料作物 高温回避・適地移動
水産業 回遊魚・沿岸魚・養殖 生態系変化への適合・適地移動
水供給 貯留池の確保・地下水利用
水需要対策 効率改善
水環境管理 富栄養化・塩水対策
治水対策
森林生態系 自然林・人工林・里山 保護地域の見直し
沿岸生態系 海洋・淡水・干潟 環境負荷削減・河畔林保全
土地利用変更 土地利用・建築様式変更 緩衝地や堤防の整備・建物様式の変更
防災体制強化 情報提供・支援 避難路の整備・防災訓練
モニタリング 観測
暑熱 保健指導
感染症 ワクチン接種・衛生改善
安全なくらし 家屋・居住地域 建物強化・移転
健康なくらし 暑さ・水環境 熱中症対策・体調管理
経済的に豊かなくらし 暑さ・食生活 天候デリバティブ活用・新産業育成
快適なくらし 暑さ リフォーム・病害虫駆除
文化 生態系 緑化・保護対策

物理・生態学面
技術面
経済・財政面
社会・文化面
制度面
情報・認知面
人材育成面

・費用負担（導入費
用、開発費用）に伴
うリスク
・産業としての発展
性
・土地利用変更に
伴うリスク
・生活基盤の変更
に伴うリスク
・エネルギー需要の
増加に伴うリスク

・品種改良、樹種変
更等による生態系
への影響
・生態系改変に伴う
リスク

食料分野

水環境・水資源
分野

自然生態系（植
生・土地）分野
防災・沿岸分野

健康分野

国民生活・都市
生活分野
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また、本研究で行った温暖化影響、適応ポテンシャルや費用に関する考察は、わが国における

適応計画の更新や、これから適応計画を策定する国や自治体にとっても有効となる。また、適応

策の実施に関する条件は、社会経済状況や気温の変化等によっても変わりうることから、政策と

してどのような情報が必要となるかについての緩和策、適応策を統合した分析は、長期的な視点

を持った削減シナリオの評価に不可欠であり、2020年以降の目標策定の議論をはじめとした温暖

化政策への貢献が期待される。 

 

＜行政が既に活用した成果＞ 

 2017年に中央環境審議会で取りまとめられた「気候変動適応策を推進するための科学的知見と

気候リスク情報に関する取組の方針（中間取りまとめ）」では、温暖化による影響や適応を評価

するための共通シナリオとしてSSPsが取り上げられ、日本版SSPsの作成に向けた調査研究を進め

ることが適当であると明記された。こうした点は、SSPsの定量的な情報とともに、本研究で整理

したSSPsの役割が認識されたことによるといえる。 

 

＜行政が活用することが見込まれる成果＞ 

 日本版SSPsの作成を含めて、今後追加での作業が必要となるが、世界を対象とした社会経済シ

ナリオと整合する国内の社会経済シナリオは、日本における適応策の検討や、長期の低炭素開発

戦略の策定にも大きく貢献するものであり、地方自治体を含めた行政機関において活用が見込ま

れる。 
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[Abstract] 

Various scientific and the societal uncertainties in the climate change policies are still the 

barrier for the implementation of concrete actions. The preferable and  acceptable decision 

making should be established from the risk management perspectives with quantitative 

information on the impacts and mitigation options. 

To deal with the above views, four different type integrated assessment models, i.e. 

MARIA(TUS), EMEDA(Sofia Univ.), GRAPE(IAE) and AIM/CGE(NIES), join this 

subject to provide the common information with respect to societal impacts of global 

warming strategies as well as different views under the same future assumptions given by 

the SSP(SSP-1,2 and 3), RCP (BAU, RCP2.6, 4.5 and 6.0) and ICA-RUS original 

scenarios(2.5, 2.0 and 1.5 degree target under 3.6 climate sensitivity). Some additional 

stories are also evaluated for SSP-2 to see the uncertainties on some expected 

technologies such as biomass, CCS and nuclear. Learning scenario is also adopted. Thus 

3*(4+3)+4 simulation cases are examined by four models. Crop yields are also provided 

by ICA-RUS by scenario. 

This theme consists of two subjects: first, based on the same assumptions on future 

population, macro-economic growth, final energy demand and carbon emissions, four 

models generate simulation runs. Then we compare the model results with respect to 

carbon emission pathways, GDP-MER, GDP-PPP, consumptions, final energy demand 

patterns, primary energy supply technologies, detailed energy technologies, land use and 

food supply-demand patterns commonly provided by the models for the above 25 cases. 

Second, each model activity provides specific findings reflecting its unique properties. 

For instance, MARIA has been expanded to deal with the multi-stage decisions under 

uncertainties collaborating with climate researchers. EMEDA provides multi -sectoral 

views as well as the gaming behavior. GRAPE assesses the possibility of the 
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geo-engineering options and AIM provides adaptation data. 

The multi-model simulation results show some remarkable findings: (1) GDP loss under 

2.0 degree target ranges around 2-5% through the 21th century, (2) primary energy supply 

patterns diverge among models even in the stringent climate target. This suggests the 

remaining differences on the assumptions as well as the future technology potentials, and 

(3) the conflict between biomass energy utilization including BECCS and food supply 

seems to be moderate, but other issues such as the water supply infrastructure and the 

distribution of food should be still examined further. In total, the 2.0 degree target world 

seems near from the sustainability oriented society while very far from divided world.  
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 (付録A) マルチモデル結果比較(詳細) 

 ここでは本文で省略したマルチモデル比較結果の詳細を示す。  

 

① GHG 排出・削減経路 

図A.1._1～3にSSP1～SSP3の世界および地域別のCO2排出経路を示す。従来と同様、初期値はAIM

に揃えている。このようにGRAPEは21世紀末に近づくにつれ急激な削減経路を示すのに対し、EMEDA

とMARIAは比較的早期の削減経路を示す。GRAPEが21世紀末にBECCSの大量導入による「負の排出」

を顕著にしている点は特徴的である。地域ごとにみるとモデル間の差は拡大する。 

SSP2からSSP3となるにつれ、全モデルにおいてBAUと戦略ケースとのかい離は拡大している。ま

たSSP3ではTG15_CS36は全モデルで解を与えないため、比較的モデル間の差が小さくなっているよ

うに見える。ここでも、GRAPEが21世紀後半に急激な削減経路を与えるのに対し、他のモデルは21

世紀前半での削減を示している。これはモデルで設定した割引率の差や将来技術、特にCCSの導入

可能性の設定の違いを示唆している。この点は、のちの(2)dエネルギー技術でより明確になる。 

 

 

  

図 A. 1.1  SSP1 シナリオにおける世界及び各地域の CO2 排出経路  
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図 A.1.2  SSP2 シナリオにおける世界及び各地域の CO2 排出経路  
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図 A.1.3  SSP3 シナリオにおける世界及び各地域の CO2 排出経路 (注 :TG15_CS36 ケースでは

GRAPE 以外は解を与えない) 
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②  GDP とその損失 

TG20_CS36ケースにおいては4モデルともSSP1で2-4%前後、SSP2でほぼ3-8%前後の損失を世界全

体で示しているが、EMEDAはSSP2においてやや損失が大きくなる傾向を示す。SSP3においてはいず

れのモデルも損失が急増し、AIM、MARIAが全世界で約7%、EMEDAは17%の損失に達する。これに対

してGRAPEはやや低めで4%の損失を与える。ただしTG15_CS36ケースではEMEDAは解を与えず、SSP1

では他3モデルが、SSP2ではAIMとGRAPEのみが、SSP3 ではGRAPEのみが解を与える状況となる。こ

のように1.5°C目標はSSP1シナリオからは実現可能性が高く、SSP3からは極めて困難となる。 

ここでは、GDP-MERの経路と損失率について、図 A.1.4~1.9にSSP1シナリオからSSP3シナリオ

まで、地域別及び世界合計について示す。 

 

 

図 A. 1.4  SSP1 における GDP-MER 地域別推移  (10 億 US$) 
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図 A. 1.5  SSP1 における GDP-MER 地域別損失率  
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図 A. 1.6  SSP2 における GDP-MER 地域別推移  (10 億 US$) 
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図 A. 1.7  SSP2 における GDP-MER 地域別損失率  (注:1.5°C 制約ケースでは EMEDA、MARIA

は実行可能解を与えない) 
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図 A. 1.8  SSP3 における GDP-MER 地域別推移  (10 億 US$) (注: TG15_CS36 ケースでは GRAPE

のみ実行可能解を与えた) 
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図 A. 1.9  SSP3 における GDP-MER 地域別損失率  (注: TG15_CS36 ケースで AIM は 2060 年以降

の解を与えない。EMEDA、MARIA も解を与えない) 

 

これらの図 A.が示すよう、戦略ケース間のGDPの低下はREF、LAM、MAFなど化石燃料依存度の

高い地域で顕著に表れており、SSP1からSSP2、さらにSSP3シナリオにかけて温暖化対策導入が次

第に困難となる状況が示唆されている。温暖化対策導入のためにはこれらの地域が排出削減にど

のように、またそのために負担の分担を世界でどのように行うかの政策的合意が、実装のための

需要な条件となることが予想される。 

 

③ 一次エネルギー供給 

再生可能エネルギー主導か、バイオマス+CCS主導か、原子力主導かモデルの解は広がりを見せ

ている。言い換えれば、同じ気候目標の達成にも、社会にはなお選択の余地が大きいことを示す。

同時に、これらの技術はいずれも一長一短があり、決定打になるのではないことも示唆している。

他方、見かけ上の一次エネルギー供給の数値上の広がりは、原子力や再生可能エネルギーの変換

効率の定義の差によるところが大きい。 

図 A.1.10～12に各SSPシナリオにおける一次エネルギー供給の地域別推移を示す。気候目標に
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対する一次エネルギー供給の柔軟性に関しては、最終エネルギーと同様の傾向が見られた。 

 

 

 

図 A.1.10  SSP1 シナリオにおける一次エネルギー供給のケース間比較  (EJ/年) 
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図 A.1.11  SSP2 シナリオにおける一次エネルギー供給のケース間比較  (EJ/年) 

 



 

 

S10-4-123 

 

 

図 A.1.12 SSP3 シナリオにおける一次エネルギー供給のケース間比較  (EJ/年) (注: TG15_CS36

は GRAPE のみ解を得た) 

 

世界全体の一次エネルギー供給の構成について、図 A.1.13～15にモデルの結果を比較しつつ

示す。ここではSSP2ケースのみ取り上げる。各モデルが温暖化対策目標を厳しくするにつれ、ど

のような技術を中心にみているかの差異が明確である。AIMでは太陽光、風力などの非バイオマス

再生可能エネルギーのシェアが拡大するとともに、エネルギー供給全体が最終エネルギー消費の

縮小とともに低下している。GRAPEはバイオマス+CCSへの期待が大きい。MARIAはバイオマス (CCS

なし)、石炭＋CCSおよび原子力が中心となっている。GRAPEがCCSに対し大きな期待を寄せ今世紀

末に世界的に負の排出を導くのに対し、MARIAはできるだけ早期に炭素排出を削減し、負の排出量

となることを避ける傾向がある。AIMは両者の中間的であり、原子力ではなく再生可能エネルギー

に期待を寄せている。 

このようなモデルによる将来エネルギーシナリオの広がりは、温暖化対策になお選択の余地が

あり、CCS、再生可能エネルギー、原子力のどのオプションが好ましいか (あるいは好ましくない

か)は、リスクに対する異なる世界観がありうることを示すと同時に、いずれの技術も現在の段階

では決定的な対策とはならないことをも示している。 
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■: バイオマス+CCS ■: バイオマス (CCSなし) ■: 石炭+CCS ■: 石炭 ■: 天然ガス+CCS 

■: 天然ガス (CCSなし) ■: ほか再生可能エネルギー ■: 原子力 ■: 石油+CCS ■: 石油 

(CCSなし) 

図 A.1-13 SSP2 シナリオの AIM-CGE 一次エネルギー供給構成の世界合計推移  (EJ/Year)  
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■: バイオマス+CCS ■: バイオマス (CCSなし) ■: 石炭+CCS ■: 石炭 ■: 天然ガス+CCS 

■: 天然ガス (CCSなし) ■: ほか再生可能エネルギー ■: 原子力 ■: 石油+CCS ■: 石油 

(CCSなし) 

図 A.1-14 SSP2 GRAPE 一次エネルギー供給構成の世界合計推移  (EJ/Year) 

 

   

 

■: バイオマス+CCS ■: バイオマス (CCSなし) ■: 石炭+CCS ■: 石炭 ■: 天然ガス+CCS 

■: 天然ガス (CCSなし) ■: ほか再生可能エネルギー ■: 原子力 ■: 石油+CCS ■: 石油 

(CCSなし) 

図 A.1.15 SSP2 シナリオの MARIA 一次エネルギー供給構成の世界合計推移  (EJ/Year) 

 

④ 電力供給 

各モデルとも、T15からT25にわたる戦略の変化が技術オプションに与える影響はある程度見ら
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れたが、各SSP内における定性的な傾向は戦略間でおおよそ同一であった。ただし、電力構成の時

間変化傾向はモデルごとに異なっており、選択肢は単一ではないことを示唆している。また、SSP

が異なることによっても、各モデルとも技術プションの利用に細かな違いが見られたが、こちら

もモデル間の違いがSSPの違いよりも大きな要因となっていた。 

④ -1AIM モデルの電源構成 

AIMモデルのSSP2における電源構成を図A.1.16に示す。どの戦略においても、風力・太陽光とい

ったバイオマス以外の再生可能エネルギーと原子力の導入が大きく進み、特にバイオマス以外の

再生可能エネルギーの導入速度は非常に高く、最も制約の厳しいT15S36を見てみると、2030年か

ら2060年に掛ける拡大率がたの戦略に比べ非常に高くなっていた。 

総電力量に関しては、T20S36→T15S36の間で大きく増加しているが、これは、二酸化炭素削減

のために産業や民生の熱需要あるいは運輸需要の電化が促進されることに相当する。 

バイオマスエネルギーに関しては、T25S36からT15S36に向かってCCS付きのバイオエネルギー 

(BECCS) 発電が早い時期に導入される傾向があった。まだ、どの戦略においても21世紀末にはバ

イオマス発電はほぼCCS付きのもので占められている。 

化石燃料による発電は、どの戦略においてもCCS付き天然ガス火力発電が一定の割合で21世紀末

に向けて利用されるが、CCS付き石炭火力ついては戦略間で違いがあり、T15S36においては導入が

ほとんどなされない。CCSなし化石燃料火力発電は、どの戦略においても2080年以降ほぼゼロとな

り利用されなくなる。 

 

 

図 A.1.16 AIM SSP2 の電源構成の時間変化 (T15S36, T20S36, T25S36) 

 

図 4-2-2-②-d-1_3 にSSP1 の計算結果、図 4-2-2-②-d-1_4にSSP3の結果を示す。SSP2 と若干

の違いはあるが、定性的な傾向は同一である。細かな違いとしては、SSP1ではBECCS発電がSSP2に

比べると利用量が少なく、SSP3においては、原子力発電の割合は小さくなり、逆にBECCS発電のシ

ェアが相対的に大きくなっている。 

T15S36 T20S36 T25S36 
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図 A.1.17 AIM SSP1の電源構成の時間変化 (T15S36, T20S36, T25S36) 

 

図 A.1.18 AIM SSP3の電源構成の時間変化 (T20S36, T25S36) 

 

② GRAPE モデルの電源構成 

GRAPEモデルのSSP2では、AIMと同様、どの戦略においても2030年以降原子力や再生可能の導入

が進むが、バイオマス以外の再生可能エネルギーの拡大はAIMと比較し緩やかである。2050年以降

において、どの戦略においてもBECCS発電が大規模に導入され、21世紀末では120EJ/yr前後の利用

となる。また、その導入は、T20、T15に向けて前倒しとなる。 

 図A.1.19にGRAPEモデルのSSP2の電源構成を示す。総電力の傾向は2050年まではAIMとよく似て

いるが、2030年から2060年にかけてAIMのT15では総電力がさらに大きく伸びるのに対し、GRAPEで

は各ケースの差異が小さくなっている。AIMとGRAPEでは、バイオマスも含めた再生可能エネルギ

ーによる発電量の増加傾向は同様な傾向を示すが、内訳が大きく異なり、GRAPEでは2100年に向け

BECCS発電を多く利用するような電源構成となっている。BECCS発電を大量に行うことによって、

CCSなしの天然ガス発電が21世紀末において利用されているという差異も存在した。 

  

T15S36 T20S36 T25S36 

T20S36 T25S36 
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図 A.1.19 GRAPE SSP2の電源構成の時間変化 (T15S36, T20S36, T25S36) 

 

SSP1、SSP3における電源構成の変化の傾向はSSP2と定性的には同じであるが、SSP1ではCCSなし

の化石燃料発電が比較的遅くまで利用される傾向がみられた。SSP3については、CCS発電への依存

度が他のSSPよりも大きくなっていた。 

 

 

図 A.1.20 GRAPE SSP1の電源構成の時間変化 (TG25, TG20, TG15) 

T15S36 T20S36 T25S36 

T15S36 T20S36 T25S36 
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図 A.1.21 GRAPE SSP3の電源構成の時間変化 (TG25, TG20) 

 

③ MARIA モデルの電源構成 

中庸なシナリオであるSSP2において、T20S36では2030年から2080年にかけて電力需要が急増し、

増加分は原子力の大きな拡大と、バイオマス以外の再生可能エネルギーの緩やかな増加によって

供給されている。どの戦略に於いても21世紀後半においては原子力が大きな役割を果たす。 

図 A.1.22に、T20とT25の電力構成の変化を示す。MARIAモデルは、原子力に対して楽観的な想

定となっており、T25 のケースにおいても、2100年に原子力が電力供給の大半を占めるような構

成となっている。T20に向けCO2 制約を厳しくしていくと、電力量が増加する。この電力消費増と

低炭素化に対応するため、前述したように、原子力の急激な伸びが2030年から2080年にみられ、

CCSなしの天然ガス発電はT25に比べ大きく減少した。 

 

 

 

図A.1.22 MARIA SSP2の電力構成の時間変化 (T20S36, T25S36) 

 

図 A.1.23、図A.1.24にSSP1とSSP3の計算結果を示す。SSP1では、SSP2に比べ総電力量が大きく

下がる上で原子力発電量が減っており、相対的な再生可能エネルギーのシェアが高い結果となっ

た。戦略間の違いとしては、T15とT20の間の違いはみられない一方、T25においてはCCSなし天然

T15S36 T20S36 T25S36 

T20S36 T25S36 
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ガス火力、バイオマス発電が多く導入されていた。SSP3ではSSP2と定性的な傾向は変わらないが、

CCS発電のシェアはさらに低く抑えられる傾向にある。MARIAではSSP1からSSP3のT20戦略において

BECCS発電は2100年においても3-6 EJ/yr-1とほとんど利用されていない。 

 

 

図 A.1.23 MARIA SSP1の電源構成の時間変化 (T15S36, T20S36, T25S36) 

 

 

図 A.1.24 MARIA SSP3の電源構成の時間変化 (T20S36, T25S36) 

 

⑤  土地利用と食料需給 

 ここでは穀物生産と収率の推移を示す。各モデルが対象とする農作物の範囲に差があるものの、

世界全体で見れば耕地面積、生産量、収率とも世界的にはBAUから大きな差は発生せず、バイオマ

ス利用と食糧供給の競合は深刻でないことが示唆されている。しかし、地域的には大きな差が発

生している。これは収率が温暖化ケースごとに地域差が大きくなるという仮定に依存するためで

あるが、地域間の格差拡大の懸念を示唆するものである。 

図 A. 1.25-27に穀物生産の地域別推移を示す。モデルにより取り扱う農産物の種類が異なる

ため直接比較はできないものの、戦略ケース間の変化は世界的には小さい。すなわち、食糧需給

に関しては温暖化対策戦略によって大きな変化を受けていないと言えることになる。しかし地域

差には大きな変化がみられる。ことに、LAM、MAF地域においてはGRAPEとMARIAが相反する動きを

している。 

T20S36 T25S36 

T15S36 T20S36 T25S36 
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全体的には穀物生産に対しては気候変動の影響は、世界全体で小さく、地域ごとには大きいと

いう知見が得られる。これは一方で国際貿易による地域的な変動が吸収されているという知見と

同時に、食糧需給に関する地域間格差の拡大につながる可能性があるという懸念も含む。このた

め、解釈には注意が必要である。 

 

 

  

図 A. 1.25  SSP1 における穀物生産の戦略・地域別推移比較  
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図 A. 1.26  SSP2 における穀物生産の戦略・地域別推移比較  
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図 A.1.27  SSP3 における穀物生産の戦略・地域別推移比較  

 

収率の推移については、モデルによる穀物種の扱いの差があるものの、モデルごとに見れば穀

物の平均的収率は戦略ケース間であまり大きな差は生じていない。ただし地域差と温暖化対策時

の差は大きい。このことは、結果の楽観的な解釈に留保条件を与えるものである。例えば、GRAPE

ではREF地域において一貫した収率低下がある反面、SSP３では生産は21世紀半ばに2005年の2倍近

い上昇を示している。これは大幅な耕地面積の増加を示唆する。またOECDでは同様に収率は一貫

して低下するものの、温暖化の進行と対策による穀物生産は拡大から縮小まで大きな差を生んで

いる。このような耕地面積の急激な変化は土地利用、生態系の影響の大きさや、水管理などマネ

ジメント上も課題を生むことになるためである。 

 図 A. 1.28～30に平均収率の推移を示す。国ごとの温暖化進行シナリオごとの主要穀物種類別

の収率は前述のように農業技術環境研究所から提供された共通の値を用いる。作物別にみるとト

ウモロコシはCO2濃度の上昇と温暖化の進行で収率が低下するのに対し、コメ、コムギ等は逆に上

昇する傾向を示す。またこれらの変化にも地域差がある。作物をどこでどれだけ生産するかは、

土地利用制約のもとでバイオマスエネルギー生産とのバランスを見ながら決定されるため、結果

として平均収率には差異が発生する。この結果、MARIAでは温暖化対策を進めるとかえって収率が
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低下するのに対し、GRAPEでは変化が小さく、かえって今世紀末には温暖化対策により収率は増加

する。 

 

 

  

図 A. 1.28  SSP1 における平均穀物収率の戦略・地域別推移  
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図 A. 1.29  SSP2 における平均穀物収率の戦略・地域別推移  
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図 A. 1.30 SSP3 における平均穀物収率の戦略・地域別推移  

 

 

⑥ 産業構造への影響 

a.部門別付加価値変化率 

初めに、戦略選択肢の変化によって各部門の付加価値に与える影響をみたい。図 A.1.31～

A.1.33 では、リファレンスと比べ、第一次産業、第二次産業、第三次産業の付加価値がそれ

ぞれ各年でどれだけ減少したかの比率が現れている。T20_S36 では全体的に付加価値の減少

率が高い。これは、2°C 以下に抑えるためには、早期の GHG 排出削減が必要であり、それ

が高い排出削減費用をもたらすからである。詳細をみると、T20_S36 における減少率は上昇

傾向にあり、SSP1 では 3%程度、SSP2 では各産業で 6%程度、SSP3 では各産業で最大で

15%程度となり、特に SSP3 において大幅な減少がみられた。地域別では旧ソ連・アフリカ

の影響が大きい。一方、T25_S36 では、各産業部門の付加価値の減少率は T20S36 より低く、

SSP1 ではほぼ 0%、SSP2 では各産業で最大 3%程度、SSP3 では各産業で最大で 6%程度と

なり、SSP3 においては依然としてやや高い減少率がみられた。地域別の差はそれほど見ら

れない。これは、T20_S36 と比較して GHG 排出削減の負担、つまり排出削減費用が低いた
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めである。 

 

図 A.1.31  戦略選択肢別付加価値減少率推移 (第一次産業) 
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図 A.1.32  戦略選択肢別付加価値減少率推移 (第二次産業) 

 

 

図 A.1.33  戦略選択肢別付加価値減少率推移 (第三次産業) 

 

b.地域別付加価値成長率 

経済成長率の視点で T20_S36 と T25_S36 の地域別の影響を見たのが図 A.1.34～A.1.36 で

ある。全体としての特徴は、分析ケースと同様、アジアの高成長率の急激な低下、アフリカ

における高成長の持続、先進国の低い成長率への収束である。ただ、T20_S36 においては、

早期に GHG 排出削減を行うため、一部の地域では排出削減費用増加に伴う成長率の低下が

T25_S36 より顕著である。産業別では、規模の小さい第一次産業の成長率が最も高く、規模

の大きい第三次産業が最も低くなっている。  
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図 A.1.34  地域別付加価値成長率推移 (第一次産業) 

 

 

図 A.1.35  地域別付加価値成長率推移 (第二次産業) 
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図 A.1.36  地域別付加価値成長率推移 (第三次産業) 

 

c. 第二次産業の輸出・輸入の分析ケース別減少率  

第二次産業の輸出・輸入の減少率を表す図 A.1.37、図 A.1.38 を見ると、第二次産業では、

OECD 諸国・アジア地域とも排出削減が厳しい T20S36 では SSP3 を中心に輸出も輸入も減

少率が高まる傾向にあり、OECD 諸国は 10%前後、アジア地域は 15%以上に達する。特に

OECD 諸国は輸入の減少率が第一次産業より高いため、純輸出は増加する。一方、アジア地

域では輸出も輸入も同程度の減少率となり、純輸出は減少する。また、T25_S36 では、全体

的に減少率は低下し、OECD 諸国では輸入の増加もみられる。 

 

 

図 A.1.37  OECD 諸国・アジア地域における地域別輸出の減少率  (第二次産業) 
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図 A.1.38 OECD 諸国・アジア地域における地域別輸入の減少率 (第二次産業) 
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 (付録 B) リスクインベントリ表(詳細)  (1) 緩和策 

 

文字色 表側 背景色 表頭 文字色 表頭
黒字 IPCC（AR4-WGⅢ）に掲載 技術的緩和策 ダーク緑字 その他文献による

ダーク緑字 その他文献による 経済的緩和策 紺色字 SRREN(2011)Renewble energy sources and climate change mitigation
規制制度的緩和策

SD（持続可能な発展とのコベネフィット）

IPCC（AR4-WGⅢ）に掲載

塗りつぶしなし その他文献による

地理的 社会的 経済主体 社会階層

大分類 中分類 小分類

国際的
国家
地域（郡県）
小地域（市町村）
建物

世界
国家
自治体
コミュニティ
家庭
個人

国家
政府
産業
企業
家計

貧困層
富裕層
若年層
老人・幼児
婦人

MPE エネルギー供給部門 燃料転換と発電所効率 発電所の供給と配送効率 再生可能なエネルギー源技術に対するオンライン電力価格 再生可能なエネルギー源義務付け
低コスト高収益を有し、当該地域の汚染物質排出とその健康に対する
影響を減少し、室内の快適さを高め、室内騒音を減少する。

規範石油資源が高炭素代替物（例え、オイルサンドや重油など）に代
替され、GHG排出が増加する

新しいエネルギー基礎施設に対する高い投資額と回収期間
の長さが実施の制約要因となる可能性がある

化石燃料の価格が高いほど、低炭素代替燃料の競争
力が高いが、投資者にとって価格変動が阻害要因とな
る。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

政府
産業
企業

燃料転換：石炭からガスへのシフト 化石燃料への補助を減少する 環境規制の強化

・当該地域の大気汚染物質の排出を減少する。
・発展途上国において、現代燃料を固体燃料の代わりに料理や室内
暖房装置に使用することは室内空気汚染を減少し、女性の自由時間
を増やすことができる。

化石燃料輸出国が輸出減少に面する可能性がある。

・国内の代替可能エネルギー（DAES）が低コスト高便益を有
するよう確保する必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　・輸
入の代替可能エネルギー（IAES）の低コスト高便益を確保す
る必要がある。

既得権益者の抵抗が実施作業を困難にさせる可能性
がある。

国際的
国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

世界
国家
自治体
コミュニティ
家庭
個人

国家
政府
産業
企業
家計

貧困層
富裕層
若年層
老人・幼児
婦人

女性の自由時間
の増大による教育
の向上については
文献あり

原子力発電 原子力発電
立地助成金
炭素税

立地規制の緩和、定期検査期間の延長、発電出
力一定と熱出力一定の認可

政府と産業計画は情報不足と委託‐代理面の問題を解決するのに役
に立つ。

エネルギー安全(safety)を低下させる可能性がある。
核エネルギーの割合が更に高くなると予想されるが、安全、
武器拡散と核廃棄物が依然と制約要因となる。

市場参入への許可

国際的
国家
地域（郡県）
小地域（市町村）
建物

世界
国家
自治体
コミュニティ
家庭
個人

国家
政府
産業
企業
家計

貧困層
富裕層
若年層
老人・幼児
婦人

再生可能熱と電力 水力発電 発電補助金、補助事業
環境規制の緩和、開発促進施策、法律の制定(電
気の利用目標）

計画は各レベルの政府と産業部門で実施することができる。
・水力発電プラントの建設には当該地人口の移住が必要となる可能性
がある。また海域、水辺と生物多様性に環境破壊をもたらす。

運転コストが安いが建設コストが高い
・再生可能エネルギー、技術と政策選択に関する情報
と認識の欠如。
・現有技術と政策の固定。

地域（郡県）
小地域（市町村）

自治体
コミュニティ

政府
産業
企業

風力エネルギー 技術開発支援 環境規制の緩和、法律の制定(電気の利用目標）
ビジネスチャンスと就業機会を提供し、エネルギー安全保障(security)
を高める。

・実施方法が持続可能性を持たなければ、悪い環境影響（生物多様性
を損害し、水資源を奪い、肥料と殺虫剤の使用が増加する）をもたらす
可能性がある。

地形条件と気象条件に左右される
・最適政策設計に対する認識或いはエネルギー転換
に対する認識の欠如。
・コストと便益の定量化と内部化に関する問題。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
コミュニティ

政府
産業
企業

バイオエネルギー 農業政策、廃棄物管理策の統合化と推進 法律の制定(電気の利用目標）
・作物残余物（殻、皮、バガス、或いは樹木ゴミ）を利用して生産する
と、大部分は有益である。
・農村雇用を作り出す。

・食糧生産に潜在的問題（地域により異なる）を引き起し、食糧コストを
増加させる。

農作物、樹木を専門的に栽培することによりバイオエネル
ギーを作るとしたら、食糧生産との土地と労働力の競合を避
けるために、充分な農業用土地と労働力が必要とする

発展途上国の農村地域で、バイオマス調理器具の熱
効率の向上によりもたらされる室内汚染と健康面での
影響は不確実である。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
コミュニティ
家庭
個人

政府
産業
企業
家計

地熱 発電補助金、補助事業 環境規制の緩和、法律の制定(電気の利用目標） エネルギー輸出国の社会と経済が便益を受ける。 交易バランスが損なわれる可能性があるが、資本に対する需要が減少する可能性がある。熟練労働者の不足

・政策の実施と現行法律規制との衝突。
・熟練労働者の不足。
・再生可能エネルギー政策を実施できる制度的能力が
欠如。

家庭　　　　 家計

太陽エネルギー（太陽エネルギーPVと太
陽エネルギー集熱発電）

FITなどコスト的制約の緩和 法律の制定(電気の利用目標） コストを増加させる
低収入家庭のエネルギー需要が考慮されるよう確保する必
要がある。

融資者に認識とタイムリーな或いは関連する情報が欠
如。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）
建物

国家
自治体
コミュニティ
家庭

政府
産業
企業
家計

コ－ジェネレーション
（熱電併給システム）

コ－ジェネレーション（熱電併給システム） 環境規制の緩和 需要家の変動による熱電比のシフト 財務構造とプロジェクト規模に関連する問題

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

政府
産業
企業
家計

CCSの早期利用 CCS＋石炭、CCS＋天然ガス (初期デモ機への補助） 環境規制の緩和 発電コストを増加させる
「随時回収」発電所の設立が、発電所の改造或いはCCS技
術を結合した新発電所の設立よりコスト便益をもたらすかどう
かは、経済と技術の仮説に左右される。

コストの増加により融資を更に困難にさせる。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

政府
産業
企業

MFE 交通運輸 道路交通 燃料をさらに節約できる自動車 車両購入税、登録税、使用税、自動車燃料税、
道路交通運輸の強制性節約燃料、バイオ燃料混
合物とCO2排出基準

部分車種を含み、効果に影響する可能性が
ある

政府と産業計画は情報不足と委託‐代理面の問題を解決するのに役
に立つ。

収入の増加につれ、効果が低下する可能性がある 交通運手段の転換は該当地の条件と政策に左右される 消費者の消費傾向（車両の性能など）

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
個人

政府
産業
企業
家計

貧困層
富裕層

ハイブリッド車（＝混合動力車）
・補助金
・税制上のインセンティブ付与による普及促進

環境規制、燃費規制
化石燃料供給の不安定化など従来型シス
テムのリスク要因の顕在化

計画は各レベルの政府と産業部門で実施することができる。
CO2排出削減のための省エネ技術は、車両の動力と大きさにだけ注目
し、燃料の総合経済性と炭素削減に貢献していない可能性がある。

低収入家庭のエネルギー需要が考慮されるよう確保する。 財務構造とプロジェクト規模に関連する問題

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
個人

産業
企業
家計

貧困層
富裕層

クリーンディーゼル・オイル
・補助金
・税制上のインセンティブ付与による普及促進

環境規制、燃費規制
化石燃料供給の不安定化など従来型シス
テムのリスク要因の顕在化

ディーゼルエンジンのエネルギー効率はオイルエンジンより高い。その
ため、そのCO2排出が低いが、粒子物質の排出を増加させる。

・エネルギー供給システムの完備
・多様で弾力的な料金設定

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
個人

産業
企業
家計

貧困層
富裕層

バイオ燃料
・補助金
・税制上のインセンティブ付与による普及促進

環境規制、燃費規制
化石燃料供給の不安定化など従来型シス
テムのリスク要因の顕在化

CO2削減コストが増加する健康便益により相殺される。 食糧土地利用との競合 バイオ燃料の持続的な供給 政策枠組みの欠如

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
個人

産業
企業
家計

貧困層
富裕層

航空交通 燃料効率 補助
公共交通輸送や非電動輸送の推進は大きい且つ一貫した社会便益
をもたらす。

技術的進歩

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

運航の合理化（移動時間、巡航高度等） 補助 管理・管制システムの構築

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

海上運輸 船体とプロペラの設計と維持等 運賃政策 技術的進歩
エンジンの使用寿命が長いため、何十年の時間をかけ
て現有の船舶に対して大規模な排出削減措置を取る
ことしかできない。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

鉄道運輸 空気力学、列車の重量を減らすなど 高速鉄道網の整備、運賃政策
国家と地方政府間の協調を通じて、CO2削減計画システム
を制度化する。これは上下一致の政策を作成し、持続発展
可能な交通輸送システムを構築するのに重要である。

資本調達と社会的な合意形成

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

モーダルシフトと公共交
通運輸

モーダルシフト（方式転換） ロードプライシングなど自動車利用への課金
・自動車の特定エリアへの乗り入れ禁止
・駐車規制制度（P&R)

自動車輸送の高コスト化
公共交通輸送や非動力輸送の推進は大きい且つ一貫した社会便益
をもたらす。

公共交通の少ない地域での利用者への負担の増加 公共交通の不十分さ

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

道路輸送からレールと高速輸送バスシス
テム（Bus Rapid Transit ）へシフト

ロードプライシングなど自動車利用への課金
通勤管理（バス通勤促進、カーブール(carpool)の
促進）

自動車輸送の高コスト化
公共交通輸送や非電動輸送の推進は大きい且つ一貫した社会便益
をもたらす。

その他措置（CNG公共パス、混合ディーゼルー電力公共バスとタクシー
の革新）は気候便益をほとんどもたらさない。

グリーン交通システム技術の開発が重要である。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

非動力輸送（自転車、歩
行）

自転車 自転車道や駐輪場の整備
交通規制の整備、自転車通勤促進、レンタサイク
ル等利便度向上策

モビリティ・マネジメントの促進（人々の意識
や行動の自発的変化を期待し、人々に大規
模かつ個別的に働きかけるコミュニケーショ
ンを主体とした交通政策）

都市計画と一体化できる 交通事故、保険の不整備 意識転換・地理・天候要因 ライフスタイル

個人 家計

歩行 歩道の整備 交通規制の整備 都市計画と一体化できる 交通事故、保険の不整備 意識転換・地理・天候要因 ライフスタイル 個人 家計

土地使用と交通運輸計
画

土地使用と交通運輸計画 ビジネス施策を支える充電インフラの整備
・建設・建築関係の制度整備
・規制緩和

都市計画の再構築
リアルタイム交通情報提供システムの構築

環境負荷の低減・エネルギー消費の効率化
・伝統的社会コミュニティの破壊
・道路整備に伴い、新たな自動車交通を誘発
・土地バブルの発生

経済成長との競合・土地バブルの発生 政府枠組みの欠如

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

MFE 建築部門 照明 高効率照明と日光 エネルギーサービス会社（ESCO）の奨励措置 家電標準とラベル
政府の仕入れが、高エネルギー効率の製
品に対する需要を拡大することができる

低コスト高収益を有し、当該地域の汚染物質排出とその健康に対する
影響を減少し、室内の快適さを高め、室内騒音を減少する。

補助金、交付金、補助金ローンなど政策により、「ただ乗り（free-
rider」のリスクが生じ、創業投資を引き起す可能性がある。

・各技術を実施時のコストに左右される。
・建築物エネルギー使用は、居住者の行為、文化と消費志
向および各技術の利用に決められる。

技術の利用可能状況

建物 コミュニティ
家庭

家計

熱機器 高効率電器と加熱、冷蔵措置 省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進 建築規則と認証
ビジネスチャンスと就業機会を提供し、エネルギー安全保障(security)
を高める。

・建築規範が整備されない場合、各政策効果が限られる。
エネルギー使用は居住者行為（設備の無駄な運転、適応性
の温度設定など）にも左右される。

財政、貧困、信頼できる情報高コスト

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

調理プレートの改良 省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進 エネルギー効率証明方案
政府と産業計画は情報不足と委託‐代理面の問題を解決するのに役
に立つ。

・エネルギー効率に対して長期的な経験が有しない。
・移行コストが高い可能性がある。

居住者の行為、文化、消費傾向、また各技術を実施時のコ
ストに左右される

建築物設計中の内在的限界
建物 コミュニティ

家庭
家計

断熱の改良 補助金、交付金、補助金ローン 需要側管理計画 計画は各レベルの政府と産業部門で実施することができる。 ・建築規範が整備されない場合、各政策効果が限られる。
低収入家庭のエネルギー需要が考慮されるよう確保する必
要がある。

政策と計画の組合せ方案

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

受動式と能動式の太陽エネルギーによる
熱供給と冷却システム設計

省エネルギー性能の高い設備・機器の導入促進 消費者教育と情報計画 CO2削減コストが増加する健康便益により相殺される。
・温帯気候の国において気温上昇により熱供給より冷却に必要な電力
消費が増加する可能性がある。

加熱或いは冷却効果は気候条件に左右され、地域により異
なる。

定期的に必要とする標準を改定する
建物 コミュニティ

家庭
家計

交換型冷凍液 エネルギー効率義務と割り当て 公共部門指導計画、仕入れを含む
公共交通輸送や非電動輸送の推進は大きい且つ一貫した社会便益
をもたらす。

・エネルギー効率に対して長期的な経験が有しない。
・交易コストが高い可能性がある。

各技術を実施時のコストに左右される 新建建物に人気があり、実行が困難

フロンの回収と回収利用 免税或いは減税 自発協議と交渉協議を行う
ヒート・アイランド対策として有効であり、都市火災の発生可能性を減
少する。

・処理が遅れた場合、漏えいのリスクが増える 各技術を実施時のコストに左右される
規則制度を構築する必要があり、公共事業が利益を得
られる

家庭 企業

・既設の環境密度と空間構造に影響される。
・交通インフラ施設の位置、範囲と性質の影響を受け
る。

リスクを受ける主体

技 　術 的　 緩 　和 　策

経済的緩和策 規制制度的緩和策

低排出技術の市場を建立する必要がある
かもしれない

化石燃料供給の不安定化など従来型シス
テムのリスク要因の顕在化

・リアルタイム交通情報提供システムの構
築
・自動車輸送の高コスト化

輸送拠点建設に伴う人口移動やライフスタイルの変化

航空業の厳しい燃油技術規格を満たせるバイオエネ
ルギーの開発ができたとしても、その燃料のコストと生
産過程での排出が不確実である。

対 　　　　   策　

機 会 (opportunities) SD（持続可能な発展）とのコベネフィット 対策リスク 制約要因 障壁リスク
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地理的 社会的 経済主体 社会階層

大分類 中分類 小分類

国際的
国家
地域（郡県）
小地域（市町村）
建物

世界
国家
自治体
コミュニティ
家庭
個人

国家
政府
産業
企業
家計

貧困層
富裕層
若年層
老人・幼児
婦人

MFE 工業 鉄鋼 高効率端末使用の電工設備 取引許可証 基準情報を提供する

CO2排出取引システムが存在或いは設立
される中で、ある重要部門での工業参与者
は電力部門の参与者とは異なる情勢に面
することになり、取引システムの更なる細分
化結果が公表できるようになる。

政府と産業計画は情報不足と委託‐代理面の問題を解決するのに役
に立つ。

大気汚染措置とGHG排出削減のコベネフィットは、低炭素燃料の使用
を前提にその削減を実現しているが、工業需要の増加により、その排
出は一貫的に減少するわけでもない。

工業化国家と発展途中国では大量の低効率の古い施設が
存在する

資本ストックの回転率が遅い

非鉄金属 熱、電気回収 補助金、減税 業界標準 技術の吸収の奨励に適合するかもしれない 計画は各レベルの政府と産業部門で実施することができる。
・省エネルギーに対する財政の激励措置は、無激励の状況で投資す
べきである投資者に利用される可能性がある。

工業化国家と発展途中国では大量の低効率の古い施設が
存在する

財政と技術資源の欠如

化学製品 材料回収利用と代替 大気汚染物質の排出を減少し、廃棄物処理コストを減少する。
・GHG削減技術の応用のために、多くの工業生産プロセスでは更なる
エネルギー需要が発生し、エネルギー効率を向上させるための新たな
投入が必要となる。

工業化国家と発展途中国では大量の低効率の古い施設が
存在する

技術情報の獲得および吸収する能力に限界がある

石油精製 非CO2気体の排出の抑制
予測可能な分配システムと安定的な価格合図が投資
にとって重要

セメント 各種作業過程技術
CSICO2プロトコル（セメント産業部会CO2国際標
準）

国際競争性に鑑みて、国家政策の安定を保つことがと
ても重要

ガラス

パルプと製紙

食品

MFE 農業 土壌 土壌の炭素貯蔵を増加させる
土地管理を改善し、土壌中の炭素含有量を保つために、化学肥
料と灌漑の財政奨励措置を有効に使用する

土地管理を改善し、土壌中の炭素含有量を保つた
めに、化学肥料と灌漑の規則制度を有効に使用す
る

持続可能な発展及び気候変動の脆弱性を
減少するために保たれたコベネフィットを奨
励し、それによって実施過程中に面した各
種障壁を克服する。

養分管理を改善することにより地下水質と耕地生態システムの環境
健康を高めることができる。

土壌の炭素貯蔵力が低下し、転化過程の幅が段々縮小する。
排出削減に対する貢献度は、バイオエネルギー需要に対す
るエネルギー供給と交通運輸に左右される

農業管理の改善効果は気候、土壌類型と耕作制度に
決められる。

耕地、退化した土地 耕作泥炭土壌と退化土地を恢復させる
・水利用政策の変化は利益衝突をもたらし、さらに社会凝集力を脅かす
可能性がある。
・過度用水をもたらす可能性がある。

農業緩和策は国と地域のマクロ経済政策や農業と環
境政策の影響を受ける。

牧場 作物用地と放牧用地管理の改善
家畜産量を高め、砂漠化を減少し、貧乏人のために社会保障を提供す
る。

立法と法律執行により自由放牧を禁止する必要がある。
農業緩和策は国と地域のマクロ経済政策や農業と環
境政策の影響を受ける。

水稲、家畜
水稲栽培技術と家畜および糞便管理の改
善

伝統的水稲栽培と家畜管理を統合することにより収入を増加させるこ
とができる。半干ばつ、干ばつ地域でも同様である。

農業緩和策は国と地域のマクロ経済政策や農業と環
境政策の影響を受ける。

GHG排出削減(全体） CH4排出を減少する

窒素肥料使用技術の改善

N2O排出を減少する

エネルギー管理
専用バイオエネルギー作物、化石燃料の
代替使用に用いる

エネルギー効率を高める

MFE 林業/森林 造林 植樹造林
森林面積を拡大し、森林破壊を減少するおよび森林を維持管理
するために実施した財政奨励措置（国家と国際）

低コストの全球緩和総合方案に著しく貢献
できる

・荒地を減少し、土地退化と抑制し、水流量を管理することができる。
・栽培と収穫過程中に土壌に対する妨害を最低限にすれば、土壌中
の炭素貯蓄量を保存することができる。
・農業森林栽培園として実施されることができる。それによって食糧生
産を向上させることができる。
・農村就業と農村産業を作り出すことができる。

・単一作物栽培園は生物多様性を減少し、病虫害の侵害を受けやすく
する。
・氾濫原平原と湿地を変えることはそれらの生態機能を妨害することに
なる。

造林困難な奥地など条件不利地域 投資資本が乏しいことと土地所有問題が含まれる

退耕還林 排出取引許可証 カーボンファイナンス（炭素金融）を構築
・所有権を明確することにより造林プロジェクトの実施を加速させること
ができる。

・希少土地の使用は農業と土地資源を競合することになり、食糧安全を
妨害すると同時に食糧コストを増加させることになる。

採算性の悪化 政策支援と激励措置の欠如

管理 森林管理 脱貧困に役に立つ 造林を参照

・施肥はN2Oの生産と硝酸塩を含んだ地面流水を増加させ、当該地域
（地下）の水質を低下させる可能性がある。
・火災と病虫害の予防は短期便益を有するが、管理が適切でなければ
将来の火災の燃料貯蓄を増加させたことになる。

実施を成功させるには、当該地域の住民の土地管理への参
与、或いは彼達のためにその他の生計手段を提供する必要
がある。

気候変動の影響をうける

森林破壊を減少する

・生物多様性、水と土壌管理便益、当該地域の降水分布形態をを保
護することができる。
・森林火災によりもたらされた当該地域の霧と大気汚染を減少する。
・管理が適切であれば、生態観光と持続可能な伐採の木材の販売を
通じて収入が得られる。

・森林開発に従事する利害関係者（林地所有者、移住民労働者）に経
済損失をもたらす可能性がある。
・木材供給が減少することにより木材輸出が減少する。それは、GHG密
集型建築材料の使用を増加させる可能性がある。その他地域の森林
破壊をもたらす可能性がある。それによって持続可能な発展に悪影響
をもたらす。

法律の執行によって移住民の森林土地への不法占拠を防
止する必要がある。

投資資本

需要拡大・管理 木材製品の収穫管理
管理が適切であれば、生態観光と持続可能な伐採の木材の販売を通
じて収入が得られる。

・木材が腐朽し、性能が低下する。
・材料の不均質性、強度のばらつきがあり、一定品質の確保が困難で
ある。

大量のニーズに対応できず、絶対量が不足している。 技術の開発と譲渡

林産物を用いてバイオエネルギーを獲得
し、化石燃料の代替使用に用いる

林業とその他土地利用間の競合 技術的進歩

MFE 廃棄物 埋立場 埋立CH4回収 廃棄物と汚水管理を改善するための財政奨励措置 再生可能エネルギー源奨励措置と義務 技術の開発と普及を推進する可能性がある

・任意のゴミ捨てと廃棄物の野焼きを撲滅することができる。労働者と
住民の健康と安全に有益である。
・埋立地は当該地域にエネルギー便益をもたらすことができる。
・都市のインフラ施設を利用して公共空間を提供し、その他社会目的
に利用されることができる。

実施方法が持続可能でなければ、滲み漏れをもたらし、土壌と地下水
を汚染し、健康に悪影響をもたらす可能性がある。

資金、埋立地の確保 温暖化ガス排出緩和としての持続可能な技術

廃水処理 制御廃水処理 廃棄物と汚水管理を改善するための財政奨励措置 廃棄物管理関連の規則制度 現地で低コスト燃料を提供する

・病原体を破壊することができる。適切に実施された場合、汚染源別
分類された有機廃棄物或いは集中収集した廃水を利用して土壌を改
良することができる。
・雇用を作り出すことができる。
・嫌気性処理過程ではCH4の回収利用を通じてエネルギー便益をもた
らすことができる。

管理と監視が適切でなければ悪臭と水汚染を引き起す可能性がある。
・収集などのコストが高い
・廃棄物や廃水が混合物であり、発生場所が広範であるた
め、安定的な運用が難しい場合がある。

温暖化ガス排出緩和としての持続可能な技術

焼却処理 廃棄物焼却によるエネルギー回収 埋め立て地の不足による補助金 立地規制の緩和
国家レベルで有効に採用し、関連実施方法
を配備する

・廃棄物から最大のエネルギー便益を獲得することができる。
・管理されているゴミ埋め立てと堆肥よりコストが高い。
・技術性基礎施設がなければ、発展途上国では持続不可能である。

大気汚染抑制と汚染源別分類収集面で投資を追加し、重金
属とその他有毒気体の排出を防止する必要がある。

温暖化ガス排出緩和としての持続可能な技術

廃棄物再利用拡大 有機性廃棄物の堆肥化 コンポスト製造機器への補助金 コンポスト利用拡大の規制緩和 循環型社会の形成につながる
・雇用を作り出すことができる。
・化学製品の代替による資源消費や温暖化ガス排出削減の効果

・安価の提供のための赤字経営
・管理が不十分な場合の悪臭
・肥料成分と施肥の不一致

循環型経済システムの確立 資金源の不足、補助制度や助成が確立されていない

回収利用と廃棄物最小化 補助金、交付金、補助金ローン(製造及び製品） 広域処理規制の拡大

NGO活動、回収業個人事業者、環境法律
の執行、廃棄物処理や処置活動を地域生
活と分離（segregate）するための都市計画
の支援を受けることができる。

当該地域の雇用を増加し、製品回収に必要となるエネルギーと原材
料を減少する。

・管理されていない廃棄物の除去は、廃棄物で生計を立てる人たちに
深刻な健康と安全問題をもたらす。
・リサイクル製品の市場が不十分であるとシステム全体が停滞する

当該地域の回収業を発展させるには資本が必要である。 温暖化ガス排出緩和としての持続可能な技術

生物被覆と生物濾過によるCH4酸化プロ
セスの最適化

補助金、交付金、補助金ローン(製造及び製品） 過剰な蓄積の防止、管理 エネルギー利用の可能性 廃棄物から最大のエネルギー便益を獲得することができる。 野積みでは生成された物質の流出や漏洩リスクがある 漏えい時の環境影響の不確実性 温暖化ガス排出緩和としての持続可能な技術

土地利用規則および推進作業

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
コミュニティ
家庭

産業
企業
家計

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体
コミュニティ
家庭
個人

産業
企業
家計

・転換畑はCH4の発生を抑制することができるが、N2Oの発生量を増加
させる。
・有機物の投入が増加すると、硝酸性窒素による地下水汚染や閉鎖水
域での富栄養化などを引き起す。

国家
自治体

・バイオエネルギーの生産過程中、源となる原料がわら等の場合、炭
素の田畑への返還が減少することにより、土壌の有機物が損耗され、
土壌質が低下する。

国家
地域（郡県）
小地域（市町村）

国家
自治体

産業
企業

工業化国家と発展途中国では大量の低効率の古い施設が
存在する

・政策変化と消費者志向に影響される。
・中小企業（SME）では新しい技術開発に着手しているが、
技術と経済力が低いため、環境保護技術の普及の課題とな
る。

リスクを受ける主体

技 　術 的　 緩 　和 　策

経済的緩和策 規制制度的緩和策

対 　　　　   策　

機 会 (opportunities) SD（持続可能な発展）とのコベネフィット 対策リスク 制約要因 障壁リスク
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(2)社会経済対策 

 

 

IPCC AR4 WGIII
スターン報告
その他

大分類 中分類 小分類 世界 国家・政府 企業 個人・家計 世界 企業 個人・家計

税・課徴金 炭素税
・優れた費用対効果

オークション方式

無償配分方式
・無償であることの国
民の許容

・研究開発補助
・投資税額控除
・価格支援（例：固定
価格買い取り制度）
など

・補助金費用負担の
公平性
・政治的な導入しやす
さ

・化石燃料補助や農
業補助との整合性

・財政コスト

・化石燃料補助削減
・農業補助削減
など

規制・基準
・技術基準
・性能基準
など

・個々の事例への細
かい対応

自主規制

社会的措置 情報手段
情報公開制度
教育
など

・情報公開にかかるコ
スト

対策 対策導入時に発生する機会 対策導入時に発生するリスク

国家・政府

規制的措置

・GHG削減コストと技術情報の入手コスト

・固有文化へのなじみやすさ

補助金
その他インセンティ
ブ

排出権取引
・確実なGHG排出削
減

・初期配分の方法
・排出権を適用する産
業の選定
・排出権を適用する生
産プロセスにおける段
階の決定（上流、下流
など）

経済的措置

・エネルギー需要の非価格弾力性
・課税ポイントの設定
・導入の政治的難しさ
・エネルギー関連税制との整合性
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IPCC AR4 WGIII
スターン報告
その他

定量化の可能性 研究事例の多寡
ICA-RUSでの分析可

能性

大分類 中分類 小分類 世界 企業 個人・家計 国家・政府

A:定量的情報あり
B:局所的情報のみ
C:定性的情報のみ

D:不明

A:多
B:中
C:少

D:不明

A:大
B:中
C:小

D:不明

税・課徴金 炭素税

・不明確なGHG排出
削減量
・効果が逆であるイノ
ベーションとの整合性
・税収・課徴金収入の
使途
・モニタリング制度と
費用

A A A

オークション方式

・排出権売却収入
・排出権分配における
公平性の確保

無償配分方式

・研究開発補助
・投資税額控除
・価格支援（例：固定
価格買い取り制度）
など

・国際技術開発協力
の促進

・化石燃料補助削減
・農業補助削減
など

規制・基準
・技術基準
・性能基準
など

・規制や基準の世界
共通化

・低炭素新技術普及
の見通し

・時代に応じた規制・
基準の更新
・技術情報の入手費
用
・削減費用の情報の
入手費用
・モニタリング制度と
費用

・規制対策コストの負
担
・イノベーションへのつ
ながりにくさ

・費用対効果の悪化

自主規制
・イメージアップ
・社会への貢献
・低い対策コスト

・対策未導入企業へ
の対策導入の説得し
やすさ

社会的措置 情報手段
情報公開制度
教育
など

・国際協調生成の可
能性

・他の緩和策とのシナ
ジー効果

・気候変動対策実施
への国民的理解

・環境意識の保持
・より良い情報に基づ
く製品の選択

・不明瞭な費用対効
果
・モニタリング制度と
費用

B B D

対策 対策によって発生する機会 対策によって発生するリスク

国家・政府 世界 企業 個人・家計

・排出権売却収入の
使途
・企業の価格支配の
可能性
・モニタリング制度と
費用

・排出権の価格不安
定性

経済的措置

・エネルギー安全保障の改善
・税収・課徴金収入

・イノベーションの促進
・低炭素投資

・低炭素投資

・フリーライダー

・競争力の損失
・生産量の低下

A A A

補助金
その他インセンティ
ブ

・イノベーションの促進
・低炭素技術の普及
・競争力向上

・一度導入する困難な
撤廃や削減
・モニタリング制度と
費用
・低炭素投資以外の
投資のクラウドアウト

・技術のスピルオーバー（知的財産権の保
護）

A A

・炭素リーケージ
・世界全体でのGHG
排出増加の可能性

・競争力の損失
・生産量の低下

・逆進性
・炭素排出費用の負
担

排出権取引
・エネルギー安全保
障の改善

・情報公開にかかるコスト

B

・低所得者層のエネルギーアクセスの悪化

規制的措置

・比較的確実なGHG排出削減

B A D
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(3)気候工学 

 

註：対策の大分類は、参考文献のRoyal Societyの分類に従い、SRM（太陽放射管理）とCDR（CO2除去）とした。
長波放射への介入も含めたRM （放射管理)およびCO2以外も対象としたGHGR (温室効果ガス除去)とするほうが包括的であるが、
これまでに論じられている対策の大部分がSRMとCDRの範囲に含まれるからである。

大分類 中分類 小分類 備考 Royal Soc iety 2009 CBD 2012 その他 大分類 中分類 小分類 備考 Royal Soc iety 2009 CBD 2012 その他

技術項目 具体的なもの 技術項目 具体的なもの

CDR, SRM 全般 予想もしない副作用 SRM 全般 地域的な温度変化 p.  24 ,  c .1 p.  45

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

土地利用競合 農業、地元民
p.10 ,  C.2

p.11 ,  Table  2 .2
SRM 全般

全球・地域的な
降水変化

p.24 ,  c .  1 p.  45

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

利便性向上
水の恩恵
アメニティ

農業
p.11 ,  Table  2 .2 SRM 全般

終了問題（SRM停止
による急激な温度上

昇の可能性）
p.  24 ,  c .  2

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

生物多様性喪失 モノカルチャーによる p.11 ,  Table  2 .2 SRM 全般
終了問題による
生態系への影響

p.  47

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

生物多様性回復 森林回復による
p.11 ,  c .1

p.11 ,  Table  2 .2
SRM 全般

海洋酸性化問題の
解決には

つながらない
p.  33 ,  Table  3 .  5

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

森林火災

健康
延焼（総量として正の
排出量になる規模の

場合）

p.11 ,  c .1 SRM 全般
熱帯域の

土壌水分の低下
p.  46

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

干ばつ
総量として正の排出
量になる規模の場合

p.11 ,  c .1 SRM 地表面アルベド 白い屋根や都市 地域的な気候の変化 無視できる？ p.  25 ,  Table  3 .1

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

盗伐
総量として正の排出
量になる規模の場合

p.11 ,  c .1 SRM 地表面アルベド 農作物の反射率増加
農作物市場価格

への影響
p.  26 ,  c .  1

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

植林 土地利用改変
ポジティブと
ネガティブ

p.56 ,  Table  5 .1 SRM 地表面アルベド 農作物の反射率増加
農作物の耐病性の

変化
p.  26 ,  c .1

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

N2O排出への影響
土壌水分向上による

嫌気雰囲気
p.56 ,  Table  5 .1

p.64
SRM 地表面アルベド 農作物の反射率増加

農作物の成長率の
変化

p.  26 ,  c .1

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

植林
新規植林に伴うVOC
（揮発性有機化合物）
排出による雲の増加

p.64 SRM 地表面アルベド 農作物の反射率増加
農作物の旱魃への

耐性の変化
p.  26 ,  c .1

CDR
土地利用管理
（植林、再植林、
森林減少対策）

再植林 森林生態系への影響 p.56 ,  Table  5 .1 SRM 地表面アルベド 農作物の反射率増加
農作物の品質への

影響
p.  52

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオ炭貯留 土壌炭素増加 p.56 ,  Table  5 .1 SRM 地表面アルベド 農作物の反射率増加
農地の多様性への

影響
 p.  52

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

輸送、埋立、処理の
追加エネルギー消費

p.11 ,  c .2 SRM 地表面アルベド 砂漠の反射率変化
砂漠の生態系への

影響
p.  26 ,  c .  1

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

土壌栄養素の枯渇 p.56 ,  Table  5 .1 SRM 地表面アルベド 砂漠の反射率変化
東アフリカモンスーン
など降雨への影響

p.  26 ,  c .  1

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオ炭貯留 植林のリスク
p.11 ,  Table  2 .2
p.13 ,  Table  2 .4

SRM 地表面アルベド 砂漠の反射率変化
砂漠地帯に居住して
いる人々への影響

 p.  53

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオ炭貯留 作物収量の向上 p.12 ,  c .1 SRM 地表面アルベド 砂漠の反射率変化
砂漠から海に

供給されるダスト
（栄養塩）への影響

p.  53

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオ炭貯留
長期的な土壌への影

響
p.13 ,  Table  2 .4 SRM 地表面アルベド

地上の水面のマイク
ロバブル

対象水域の生態系
への影響

（日射の減少等）
p.  53

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオ炭貯留
土壌水分、栄養素へ

の不確実な影響
p.56 ,  Table  5 .1 SRM 雲アルベド 下層雲の反射率増加 地域的な気候の変化 p.  28 ,  c .  2

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオ炭貯留 N2O排出の抑制
p.56 ,  Table  5 .1

p.67
SRM 雲アルベド 下層雲の反射率増加 ENSOへの影響 p.  51

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオ炭貯留 アルベドの減少
p.56 ,  Table  5 .1

p.67
SRM 雲アルベド 下層雲の反射率増加 海流等の変化 p.  28 ,  c .  2

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオマス利用CCS 植林のリスク
p.11 ,  Table  2 .2
p.12 ,  Table  2 .3

SRM 雲アルベド 下層雲の反射率増加
大気汚染

（物質が海塩で
なければ）

p.  28 ,  c .  2

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオマス利用CCS
CCSのリスク1

-CO2のリーケージ
p.11 ,  Table  2 .2
p.12 ,  Table  2 .3

IPCC SRCCS 2005
CRS Report  2011

SRM 雲アルベド 下層雲の反射率増加
半球間の循環の変化
（ITCZやモンスーン

の変化）
p.  36 ,  c .  1

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオマス利用CCS
CCSのリスク2

-液体CO2海底貯留
の生態系への影響

p.11 ,  Table  2 .2
p.12 ,  Table  2 .3

IPCC SRCCS 2005
CRS Report  2011

SRM 雲アルベド 下層雲の反射率増加
局所的な

海洋生物生産性の
増加

opportun ity p.  51-52

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオマス利用CCS
CCSのリスク3
-地震の誘発

CRS Report  2011 SRM
成層圏
エアロゾル注入

全球水循環の変化 p.  31 ,  c .  1

CDR
バイオ炭および
バイオマス利用

バイオマス利用CCS バイオ燃料の製造 p.12 ,  c .1 SRM 成層圏 オゾン層破壊 p.  31 ,  c .  2

CDR 風化促進
採掘、輸送による

環境破壊
p.14 ,  c .2 p.56 ,  Table  5 .1 SRM

成層圏
エアロゾル注入

硫酸の沈着（酸性雨）
リスク小，

硫酸エアロゾル
以外だったら不明

p.  32 ,  c .  1

CDR 風化促進 陸域 土壌のpH p.15 ,  Table  2 .5 SRM
成層圏
エアロゾル注入

硫酸の沈着
（海洋酸性化）

リスク小，
硫酸エアロゾル

以外だったら不明

p.  32 ,  c .  1 ,
p.  36 ,  c .  1

CDR 風化促進 陸域
土壌構造、肥沃化

への影響
p.56 ,  Table  5 .1 SRM

成層圏
エアロゾル注入

NPPの増加
（散乱光？）

opportun ity p.  31-32

CDR 風化促進 陸域
河川、湖、海洋の

pH増加
p.63 SRM

成層圏
エアロゾル注入

飛行機等による注入
装置による環境負荷

p.  32 ,  c .  1

CDR 風化促進 陸域 地表アルベドの増加 p.56 ,  Table  5 .1 SRM
成層圏
エアロゾル注入

散乱光増加
＋直達光減少で
生物多様性減少

p.  50

CDR 風化促進 海洋 海洋のpH

アルカリ散布による
アルカリ化

CO2吸収による
酸性化

p.15 ,  Table  2 .6 SRM
成層圏
エアロゾル注入

日射総量減少による
海洋のNPP減少

p.51

CDR 風化促進 海洋
局所的な海洋の

余剰アルカリ
p.56 ,  Table  5 .1 SRM

成層圏
エアロゾル注入

polar ized l ightを
移動のときに使う

ハチ等への悪影響
p.51

CDR 風化促進 海洋 海洋生物への影響 p.15 ,  Table  2 .6 SRM
成層圏
エアロゾル注入

直達光減少による
太陽熱発電の減少

Robock et  al .  2009
Table  1

CDR
空気からの
CO2直接回収

CCSのリスク1
-CO2のリーケージ

p.11 ,  Table  2 .2
p.12 ,  Table  2 .3

IPCC SRCCS 2005
CRS Report  2011

SRM
成層圏
エアロゾル注入

空の色の変化
（日中は白くなり

夕焼けは濃くなる）

Robock et  al .  2009
Table  1

CDR
空気からの
CO2直接回収

CCSのリスク2
-液体CO2海底貯留
の生態系への影響

p.11 ,  Table  2 .2
p.12 ,  Table  2 .3

IPCC SRCCS 2005
CRS Report  2011

SRM
成層圏
エアロゾル注入

地表の天体観測
への影響

Robock et  al .  2009
Table  1

CDR
空気からの
CO2直接回収

CCSのリスク3
-地震の誘発

CRS Report  2011 SRM 宇宙太陽光シールド
宇宙太陽光シールド
（＋成層圏エアロゾル
注入？）

南北温度傾度の
減少と

大気循環の変化
p.  33 ,  c .  1

CDR
空気からの
CO2直接回収

大量な水の使用 p.69 SRM 宇宙太陽光シールド
宇宙太陽光シールド
（＋成層圏エアロゾル
注入？）

季節変化の
度合いの減少

p.  33 ,  c .  1

CDR 海洋肥沃化 肥沃化実験全体
藻類によるCO2吸収

量の不確実性
p.17 ,  c1 SRM 宇宙太陽光シールド

宇宙太陽光シールド
（＋成層圏エアロゾル
注入？）

エルニーニョの
強度の減少

p.  33 ,  c .  1

CDR 海洋肥沃化 肥沃化実験全体
生物の密度の増加と

多用性への影響

（漁獲量の増加等の）
人間にとって望ましい
結果だけではない可
能性。有毒な珪藻類
のブルームの可能性

p.17 ,  c2 p.58 SRM 宇宙太陽光シールド
宇宙太陽光シールド
（＋成層圏エアロゾル
注入？）

海洋循環の変化 p.  34 ,  c .  2

CDR 海洋肥沃化 肥沃化実験全体 海洋生態 anoxicの海域の増加 p.17 ,  c2 SRM 宇宙太陽光シールド
宇宙太陽光シールド
（＋成層圏エアロゾル
注入？）

極域氷圏の変化
（および温暖化
影響の残さ）

p.  34 ,  c .  2

CDR 海洋肥沃化 肥沃化実験全体
他地域（主に鉄散布

海域に隣接）における
光合成の低下

p.58 SRM 地表面アルベド
(植林による反射率の
変化）

p.  26

CDR 海洋肥沃化 リンの利用
淡水・沿岸水域の富
栄養化による生態系

への影響

肥料分（P)の河川へ
の流出(Pの供給法と
して、肥料からの流
出を許可する場合）

p19 ,  c1 SRM 地表面アルベド
（海面の反射率を高
める）

p.  26

CDR 海洋肥沃化 肥沃化実験全体 深海の酸性化 p.18 ,  Table  2 .8

CDR 海洋肥沃化 肥沃化実験全体

表層の生物学的
サイクルの増加

によるCH4とN2O
発生の増加

p.59

対策 リスク 参照文献対策 リスク 参照文献
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(4).適応策 

 

大分類 中分類 適応策 適応策の詳細 適応策によるリスク 実施する上での障壁

農業全般 普及指導員からの情報収集と整理、普及指導員への指導

高温回避 移植時期の移動（主に遅植え）：移植を遅らせることにより出穂期を遅らせ、登熟期の高温を避けることができる（なお、遅植えはイネの体内窒素含有率の上昇を介して背白粒の発生を抑制すること、すなわち高温耐性を高める可能性があることも指摘された）。 高齢化による人手不足
直播：直播を行うと一般的に出穂期が後進するため、遅植えと同様に高温回避効果が期待される。

晩生品種の利用：晩生品種の利用で出穂期が遅くなり高温回避効果が期待される。

登熟期のかけ流し潅漑：特に夜間のかけ流し灌漑は、イネの温度を下げる効果があることが示されている。

作付け場所の選定：構造物の近くの栽培を避けたり、山の東側に作付する（朝日は浴びるが夕日は浴びない）ことは、高温（後者は特に高夜温）を回避する効果があると考えられる。

高温耐性の向上 耐性品種の開発・導入
開発コストの負担

耐性品種が自然生態系に及ぼすリスク
裁植密度の最適化：裁植密度が高過ぎると白未熟粒のうち背白粒が、低過ぎると乳白粒がそれぞれ増えることが指摘されている。

施肥法の最適化：高温条件では、穂肥の特に1 回目（出穂前20 日頃）が多いと籾数が増えて乳白粒が、穂肥の特に2 回目（出穂前10 日頃）が少ないと背白粒がそれぞれ増えることが指摘されている。

地力の増強：作土深が深く堆肥投入が多い圃場で、玄米品質が高い事例が報告されている。

適切な水管理：土壌の還元程度が著しい場合は特に、生育中期の中干しで根が健全化する。生育初～中期の深水管理による籾数制限と茎内炭水化物の増加も白未熟粒の発生抑制に効果的である。また、落水時期の延長で登熟向上が期待される。

適期収穫（刈り遅れを避ける）

適切な乾燥調製（過乾燥を避ける）

経済的被害の軽減 共済システムの活用：収穫前の早期に被害を予測するとともに、被害発生状況の情報提供を迅速化し、被害申請に活かす。

適応策の円滑な実施 作期変更や落水時期の延長に伴う水利慣行の見直し 水利慣行による制約
高齢農家に対する適応策の支援・指導の仕組み作り

普及指導員・営農指導員への情報提供・人材育成：開発された適応策を迅速に現場の技術指導へ反映させるとともに、適応策実施の指導者を育成する。

麦の凍霜害回避 耐性品種の開発・導入：暖冬でも幼穂形成期が早くなりにくい品種や低温耐性品種の開発・導入。

麦の赤かび病回避 耐性品種の開発・導入：最近、感染に関する耐性が閉花性品種で高いことがわかった。

麦の穂発芽回避 耐性品種の開発・導入

大豆の青立ち回避 耐性品種の開発・導入：無限伸育型品種が青立ちしにくいことがわかってきた。

大豆のハスモンヨトウ害回避 耐性品種の開発・導入：九州で育成中。

大豆の干ばつ回避 暗渠を使った地下水位調節システム（FOEAS；フォアス）：現在、効果の検証と導入の検討が進められている。

高温回避 栽培地域の移動

適地移動 栽培樹種の変更 樹種変更のリスク
着色不良改善 シートマルチ栽培技術の導入：マルチの活用で日射量及び水分量を調節する。

適正着果量の厳守

浮皮症回避 カルシウム剤の施用：果皮細胞の老化を抑制するとともに蒸散を促進する。

着色不良改善 環状はく皮処理

高温回避 冷却技術、細霧冷房：ノズルから霧状に水を噴射することで温度を低下させる。

循環扇、換気の徹底：ハウス内の空気を攪拌して高温空気の滞留を防止する。

遮光資材の利用：光の透過を押さえるフィルムで昇温を抑制する。

高温回避 畜舎の環境制御 コスト増 畜舎制御が必要
循環扇、換気の徹底：ハウス内の空気を攪拌して高温空気の滞留を防止する。

高温回避 飼料作物栽培地域の移動

畜舎の環境制御

適地移動 飼料作物の品種改良

回遊魚 生態系変化への適合 予測される回遊経路、漁場形成の変化に合わせた、漁期・禁漁期の設定等 日本単独での効果は小さい
生態系変化への適合 海水温、放流海域の餌環境に合わせた、放流時期、放流サイズ、放流場所の変更

磯根生物の生息海域である沿岸域の健全な藻場の維持管理

適地移動 南方系魚介類等の新種の導入
消費地に輸送する場合、コスト、鮮度の問題が

発生。
新しい漁場周辺で地場産業として発展するかどうかは不透

明。
高水温回避 高温馴致、餌料の改良、飼育施設、飼育密度、飼育水深の調整等の飼育技術の開発 コスト増
適地移動 養殖適地の移動

南方系魚介類等の新種の導入

地下水の調査と汲み上げ(IPCC,AR4)

貯水池とダムの建設による貯水容量の増加(IPCC,AR4)

海水の脱塩(IPCC,AR4)

雨水貯留量の拡大(IPCC,AR4)

河川敷の侵略的な外来植物の除去(IPCC,AR4)

水の転用(IPCC,AR4)

雪ダムによる融雪流出の調整 ダイナマイト等を用いて渓谷に雪をため、融雪流出の期間を延ばす（宮本ら，1990）。これは一部の地域では雪崩対策と組み合わせて利用されているが、水資源の目的のみでは高価な適応策となる。交通障害やスキー場の安全管理と抱き合わせの視点が必要である。
コスト増

交通障害や安全管理の面でのリスク
人工降雨、人工降雪による渇水対策 実地実験に流域水管理も含めた総合研究が気象研究所を中心に進められている。これも高額であるが、費用便益解析とあわせて必要なときに利用できるオプションである。 コスト増

積雪貯留期間を長期化するための常緑樹の植林 樹冠遮断10の影響で、冬季の地面積雪量は、落葉樹林の方が常緑樹よりも多いが、消雪は常緑樹林の方が遅くなる。これは常緑樹の樹冠によって、日射が遮られることと風による熱交換が抑えられることが原因である（泉ら，2006）。

ほ場内地下水水位制御システム
適作地域が北方に遷移し、農地の利用形態や用水計画の変更にともない、田畑輪換及び農地汎用化を目的とした水利用対策技術が有効である（小前，2007）。これは、暗渠排水と地下灌漑の両方の機能を兼ね備えた施設を利用したものであり、水田から畑地または異なる作
物への変換が容易である。

渇水対策としての導水、排水管理システムの導入
筑後川においては、1978 年及び1994 年の渇水において、給水制限日がそれぞれ287 日、295 日と、非常に大きな影響を受けた経験から、福岡導水、排水管理システムの導入、市民レベルの節水努力により、その後の対応が進み、平成14 年の渇水（年間1,661mm という小
雨年、特に夏季（6～9 月）には、平年の42%（443mm）にとどまった）の際、最大55%の取水制限となったが、福岡都市圏では給水制限に至らなかったとしている（神野ら，2005）。

海水の淡水化
技術的解決法として海水淡水化の導入が考えられるが、その障壁となるコストに関しては、回収率60%以上の高圧・高回収逆浸透システムで25%のコスト低減が可能であり、その他にも、製塩淡水化複合システム化によって30%弱、前処理簡略化で30%程度のコスト低減が出来
るという報告（太田，1999）がある。また沖縄の海水淡水化事業においては、夜間電力の有効利用、薬注率の見直し、膜管理の効率化による膜交換費の低減といったコスト低減化策をすすめている（奥村，2002）。

コスト増

地下ダム 地下ダムは建設費用が高額であることと地下水資源に依存するので適用できる場所が限られる。観光地などの生産性が高い、ある程度の降雨が期待できるなどの条件が必要である。 コスト増

水道原水の特性の総合評価とこれに適した浄水プロセスの選定
水道技術研究センターを中心に実施されたe-WaterII プロジェクトのなかで、様々な視点から水道原水の水質について統計解析を行い、水質の分類や総合的な汚濁指標の提案を行い、原水水質に適した浄水プロセスとの関係を整理している（横田ら，2008）。結果として、温暖
化に伴う水質変化に対して、水道原水の水質特性を総合的に評価した上で、将来の原水水質条件に応じた最適な浄水プロセス選定を検討する上で役立つ知見が提供されている。

深層地下水と浅層地下水の使い分け
深層地下水は、良質で安定した水源となる一方で涵養量以上に揚水することで地盤沈下が生じるため、水質面では劣るものの比較的豊富な浅層地下水を都市用水など飲料用を含めた生活用水以外の水利用用途に活用することで、渇水時におけるストック型水資源の深層地
下水を保全することが適応策として考えられる。

水源涵養域の森林保全と深層地下水の保全
地下水は、涵養域－流動域を経て水利用のある地域へつながるという空間的な広がりがある。特に深層地下水は長い涵養プロセスを経て利用されていることから、この保全には、遠方の水源涵養域における長期的な視点での森林保全・管理が重要な適応型の対策となりえ
る。

地盤沈下の抑制のための深層地下水の利用制限（揚水規制、課金制度など経済手法による間接的な
抑制、代替用水確保等）

久山ら（2007）は、アジアの諸都市において水需要が増加する状況のなかで、気候変動により利用可能な水資源量が減少するなど、都市の水資源をとりまく状況を考慮して、地下水の水資源としての重要性を指摘している。揚水規制や代替水道の確保により地下水を貴重な安
定水源として活用することなど、都市における持続可能な地下水管理に関する政策提言を行っている。地下水利用抑制には、過剰揚水に伴う地下水水位の低下や地盤沈下、塩水化のリスク低減にも効果がある。地下水利用抑制には、揚水規制による直接的な抑制、課金制度
による経済手法による間接的な抑制、代替用水の確保などがある。

下水処理水の再利用

雨水貯留の普及と雨水浸透による地下水涵養

都市域におけるトンネルなどへの浸出水の活用

再利用水による水利用効率性の向上(IPCC,AR4)

農事暦、作付穀物（輸作）、灌漑法、作付面積を変えることによる灌漑需要の低減(IPCC,AR4)

農作物（バーチャルウォータ）輸入による灌漑用水の低減(IPCC,AR4)

持続的な水利用のための伝統的な水管理手法の振興(IPCC,AR4)

より高い付加価値で水利用に配分できるような水市場利用の拡大(IPCC,AR4)

水の保全を促すための測定と価格決定など、従量制等の経済的インセンティブの利用拡大(IPCC,AR4)

水運用の改善 耕地面積減少などをふまえた農業用水の水道用水などへの転用を進める。

農地の集約・水利権の再配分 日本の水の約 60％は農業用水であり、この効率的な利用が将来の水資源確保に必要である。減反や耕地の減少は進むが、農地を集約して、水利権の再配分を考える必要がある。

渇水時に地域で柔軟に水を融通し合う制度・仕組みの導入 東北地方の例としては、渇水時に周辺地域と協議し、水を融通し合う「番水制」を実施することで急場を凌ぐことが有効としている（青森県土木部河川課，2000）。

市民レベルの節水努力
筑後川においては、1978 年及び1994 年の渇水において、給水制限日がそれぞれ287 日、295 日と、非常に大きな影響を受けた経験から、福岡導水、排水管理システムの導入、市民レベルの節水努力により、その後の対応が進み、平成14 年の渇水（年間1,661mm という小
雨年、特に夏季（6～9 月）には、平年の42%（443mm）にとどまった）の際、最大55%の取水制限となったが、福岡都市圏では給水制限に至らなかったとしている（神野ら，2005）。

節水意識の向上、節水機器の普及
家庭用水使用量は、節水機器の普及により、2025 年には現在より6%～15%の減少が見込まれる（中川ら，2008）。価格調整による需要の抑制効果については、年々その効果が小さくなっている（1965 年には価格弾力性が0.19 であったのが、2001 年には0.05）ことがデータか
ら見られている。（村瀬ら，2005）

漏水防止対策 水道管の漏水防止対策は水資源の有効利用といった面だけでなく、上水に関わる二酸化炭素排出量を削減する効果（例えば、東京都では、漏水率を11.1%から4.2%へ減らしたことで、21,700t 削減に相当）も見込めるとしている（東京都水道局，2007）。

富栄養化対策
富栄養化対策としては、アオコフェンスが有効としているもの（北澤ら，2007a）、湖内の下層の濁度水塊を濁度の高い状態で放流するような流動制御が有効であるとするもの（三宅ら，2005）、選択取水設備の適切な運用が水温、濁度管理に有効であるという報告（梅田ら，
2006）がある。

温暖化および海面上昇に伴う地下水塩水化対策
塩水浸入阻止型地下ダム、雨水や河川水の地下水涵養、地下貯留空洞の建設、脱塩プラント設置、地下水塩水化の監視体制の確立などが示されている。沿岸域のため池や運河、河口堰による淡水湛水域などの涵養域は、塩水浸入に対して有効である。特に降雨量の少な
い地域の効果が大きい。（宮城ら，2007）

海面上昇による地下水への塩水浸入防止のための不透水壁設置 効果的である一方、地表湛水が発生しやすくなることが実験的に検証されている。（増岡ら，2005）

地下ダムによる地下水塩水化の防止 地下水への塩水浸入を防ぐ。コストが高いが観光地などの資産価値の高い地域では有効である（宮古島の例）。

流域単位の視点による検討（流域内での影響の出方の違いや、流域内での適切な分担）

目標の明確化（気候変動により増大する水害等から完全にのがれることは難しいとの認識を持ち、「犠牲者ゼロ」に向けた検討を進めること、首都圏のように中枢機能が集積している地域では国家機能の麻痺を回避することへの重点的な対応に努めるなど、被害の最小化を目指
す）

河道改修や洪水調節施設の整備等を基本とする「河川で安全を確保するという治水政策」に加え、増加する外力に対する「流域における対策で安全を確保する治水政策」の重層的な実施

災害リスクの評価（今後の社会状況や自然環境の変化の中で、気候変動に伴い発生する災害が人的被害を含む社会・経済等に与える影響を災害リスクとして評価し、国土構造や社会システムの脆弱性を明らかにし、この脆弱性を基本にして適切に適応策を選択していく。同時
に、適応策の策定、実施に向け、国民や関係機関等にわかりやすい形で災害リスクを示す）

予防的措置の重点投資（投資余力が限られている中で、特に脆弱化が予想され、問題になると見込まれる施設あるいは地域、人口・資産や中枢機能の集積する地域における予防的措置へ重点投資）。

洪水に関しては温暖化により増大する外力に対し、基本的施設でどこまで対応するのかを明確にし、その上で流域における対策（流出抑制策、浸水・氾濫による被害の軽減策、復旧・復興策など）を検討し、起こりうる様々な規模の洪水に対して「犠牲者ゼロ」などの目標達成を
図っていく方策をとる。その具体的適応策として、1)地域づくりからの適応策、2)危機管理対応を中心とした適応策、3)施設を中心とした適応策、が柱となる。

温暖化への対応として直接的な対応策ではないが、今後の都市環境における水路が有するうるおい・安らぎをもたらす機能、ヒートアイランド現象緩和機能、災害時のライフラインとしての防災機能、地域コミュニティの再生への寄与など多目的な機能に着目し、その水源として、
下水再生水や、地下街・地下鉄等の地下構造物への浸出水、雨水貯留水など、都市特有の水源の有効活用が想定される。

小分類
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温暖化影響の現状把握と対応のあり方に関する関係主体間の合意形成
生態系を保全するために、当該生態系の動態の中でどのような変化が起こっているかを把握することが第一で、モニタリングサイト1000 等の科学的データを集約し、生態系の変化が受け入れるべきものであるかを関係者を集めた協議会で検討する必要がある｡例えば森林生態
系では、森林や植物種に衰退の傾向があったとしても、温暖化の影響であれば、無理に保護するよりは自然に任せて温暖な条件に適する植物に変化することを受け入れるなどの対応も必要になる｡

温暖化後の生物の避難場所・環境（レフュージア）の特定
複数の温暖化シナリオに基づき種の分布予測を行うことにより、温暖化後も種の生育（生息）適地として残る地域が特定できる。このような地域は、温暖化後の当該種の生存にとって重要な地域であり、生物の避難場所・環境（レフュージア）と考えることができる｡特に、希少種
や分布域の狭い種のレフュージアは、面積が限られると予想され、特に保護が必要な場所といえる。一方､温暖化後に多くの種が生存できる場所も、種多様性が高いという点から特に保護すべき場所といえる｡このように、温暖化後のレフュージアを特定して、保護地域や保護の
方策を見直していくことが、生物多様性保全上重要である。

生物の避難場所・環境（レフュージア）の確保 多様な生息・生育環境を確保することは、猛暑や渇水などの異常気象の備えとなる適応策である。例えば、水が乾上がらないような小さくても深い水溜まりを作るだけでも、生物がアクセスできるなら渇水に対する生態系の保全に効果がある。

生態学的回廊（コリドー）の設置
森林生態系では、温暖化に伴い生物の自然の移動をスムーズに行えるようにするために、緑のコリドーの設定が重要となる｡既に設置されているコリドーに対しては、機能を評価するモニタリングが必要である｡また、人工林や人工草地・耕地等が移動の障害となる場合は自然林
に転換していくことがコリドーの機能を高めることに役立つと考えられる｡
淡水生態系では、河川において、水温が高い時期に魚類が上流や支流に避難できるよう、移動を妨げる構造物を設置しない、また設置してある場合には魚道を整備するなどの措置が必要である。生物が持つ環境変化に対する適応力を発揮させるには、遺伝的多様性を確保す
ることが不可欠である。そのためには、生息地の孤立化を招かないような回廊を整備することが望ましい。

保護地域の見直し、新たな設置や修復
温暖化による環境変化に対応して､原生自然環境保全地域、森林生態系保護地域などの保護地域の意義が変質する場合がある｡保護地域の状況を把握しつつ、必要に応じて保護地域を見直していくことが今後必要になる。実態把握のために、モニタリングを行うことが必要で
ある｡

高山生態系では、追い落とし現象による高山植物の消失を防ぐため、下からの植物の侵入が難しい岩礫地に特別な保護地域を設定し、人間による管理、侵入植物の駆除を行うことが考えられる。

マングローブ生態系では、人為的な開発からの保全施策として保護地域の設定や修復などを行うことが考えられる。

温暖化対策ガイドラインの作成 拙速な温暖化対策（高温に適応した種の地域外からの人為的な導入等）を防止するためのガイドラインの作成が考えられる。

その他 モニタリングに協力可能な知識・技術を要するボランティアの育成が必要である。高山植物や湿原への踏圧軽減、サンゴ礁の保護等に関する意識啓発が考えられる。

雄花量の多いスギ林の伐期短縮、アレルゲンの少ない森林への転換
地球温暖化によるスギ花粉量増加への適応策として、雄花量の多いスギ林の伐期短縮やアレルゲンの少ない森林への転換による、増加量の相殺が考えられる。東京都や林野庁は都市に飛散する花粉量を削減する目的で無花粉・少花粉スギ、他樹種への転換を進めている。
花粉情報（例えば、鈴木ら，2007）などにもとづいて施業効果の大きい地域を選び、対策の効率を上げることが重要である（清野ら，2002）。

人工林の自然林化
ブナ林やマツ林は気候変動の影響でかなり変化すると予想されるので、自然林の構造の急変を防ぎその生態系機能の維持を助けるため、人工林は必要なものを除き、遺伝的攪乱を伴わないよう注意しつつ、徐々に自然林化を図るのが良い。それにより、スギ花粉量の削減も
期待できる。

里山林等 マツ枯れ被害の早期発見・防除
マツ枯れ被害の北上、拡大に対する適応策として被害の早期発見、防除が挙げられる。寒冷地域における防除効率を上げるため、マツ枯れ被害木の検出と位置の確定に航空写真を利用する研究が行われている（中村・中北，2007）。マツ材線虫病が侵入し、定着しかかった場
合でも、早期防除（薬剤散布、被害木処理など）や再発防止措置により、危険地帯で被害地域の拡大を抑制している事例（鎌田，1997）がある。また、林木育種センター（現森林総合研究所）及び府県林業研究機関ではマツ材線虫病抵抗性マツの開発に取り組み、一部で実用

ニホンジカの個体数管理、シカ柵設置等 里山林等では、シカが森林再生を妨げていることへの対策として個体数管理、伐採方法の改善（Sakai et al.，2006）が考えられている。

高山生態系では、ニホンジカの食圧、跡圧に対する適応策として、高山植物の全滅を防ぐために、シカ柵により一時的に高山植物の遺伝子の保存を行うことが考えられる。また、ニホンジカの個体群動態を研究し、効率の良い駆除を行うことも考えられる。

栄養塩等、環境負荷物質の削減
温暖化により懸念される湖底の貧酸素化は、多くの底生生物種を減少させるだけでなく、底泥から栄養塩を溶出させるので、富栄養化の悪循環を生み出し水質を悪化させる。この悪影響を回避するには、湖底での酸素消費速度が減るよう、栄養塩や有機物の河川・湖沼への負
荷を極力減らすことである。水温3 度の上昇は、微生物の酸素消費速度を2.4 割増加させる。水生植物帯の造成などの湖沼保全技術に加え、点源・面源からの栄養塩（窒素、リン）や有機物の排出量の減少を検討することが、生物多様性を保全し水質の悪化を防ぐための現実
的な適応策といえる。

人為的な移植・放流の制限
コイ科魚類やブルーギルなど温水魚の高緯度・高標高地域への分布拡大は、捕食により大型の動物プランクトンを減少させる。大型動物プランクトンの減少は、植物プランクトンを繁茂させ、透明度の低下と水質の悪化を招く（花里，2000；Bronmark and Hannson，2005）。このた
め、温水魚の分布拡大先では多くの水生生物が減少する可能性がある。在来種、外来種を問わず、潜在的に分布域が拡大したとしても、生物本来の分布拡大速度を超えた人為的な移植や放流には、元から生息している生物や水質への影響などを含めた慎重な検討が必要で
ある

河畔林の保全 河畔林は河川水の温度上昇を防ぐ機能があり、河川源流域や河川周囲では森林を伐採しないことも、温暖化の影響を極力おさえる適応策である。

湿地
土砂・富栄養水の流入や

踏圧の軽減
湿原の衰退には、温暖化の他に、地形的改変、樹木の侵入や踏圧など人為的要因が複合的に作用している場合がある｡例えば、高層湿原では､温暖化と土砂流入、富栄養化、踏圧の複合影響により一層湿原の回復が困難になるので､これらの人為的影響を排除する必要が
ある｡

全般 汚染物質の管理と流出の制限 サンゴ礁生態系などを取り巻く環境全体に人為的な汚染などの負荷をかけないための管理を行う。例えば陸域から供給される汚染物質、とりわけ生物毒性が強く、分解されにくい物質の管理と流出の制限等がある。

オニヒトデの駆除
サンゴ礁の壊滅要因である、オニヒトデの駆除に関し、人的作業には限界があり、新たな方法の開発が必要である。最近の研究では、オニヒトデの浮遊幼生期間は著しく長く、フィリピン諸島など南方海域からも幼生供給が行われているとの指摘もある（安田ら，2007a）。このよう
なメタ個体群構造の解明と、ソース個体群における集中的な管理対策などが必要となる。これには東南アジア、太平洋諸国と連携した国際的な取組が必要である。

病気のメカニズム解明 サンゴに病気を起こす、微生物（細菌、ウイルスあるいは菌類）の病気のメカニズム解明とその増加要因の除去を行う。

観光者の行為制限 観光者による破壊的行為、例えば、マングローブ地域における過度のボートの往来による地形変化、サンゴに乗る、壊す、アンカーを打つなどの行為の制限などを行う。

保全技術・方法論に関する研究の推進
生物多様性及び生態系機能の高い干潟、藻場を保全するための技術・方法論に関する研究の推進が考えられる。特に、メタ個体群・メタ群集生態学的アプローチ、及び景観生態学的アプローチ（前述）にもとづく成果を取り入れた海洋保護区の設計デザインの検討とその実施の
ための法的整備の推進などである。

種多様性、優占種の遺伝的多様性の確保 主要な干潟・藻場における種多様性、優占種の遺伝的多様性の確保は、温暖化による変化に対する抵抗性や回復性を増加させることから、適応策としても重要であろう。

外来種の防除

漁獲の制限 魚類資源の適切な資源推定法の確立、資源モデルの確立、それに基づく合理的漁獲量制限などを行う。

埋め立てや干拓事業の注視・再評価

陸域を含めた砂の供給源を確保するための保全対策、法整備

他の沿岸域（干潟、藻場等）とのネットワークを考慮した生態系保全対策の検討

森林生態系：自然林 植栽や播種 植物種の保護には、植栽や播種が効果的な場合もあるが､遺伝的撹乱を引き起こす危険性がある。

沿岸生態系：干潟・藻場 潮間帯上部の自然生態系の保全及び再生の推進
例えば、埋め立て地の海域への復帰などが検討される。一方、陸域の海域化は困難なことから、沿岸域の比較的深い海域を埋めて干潟や藻場を造成する方法が検討されている。しかし、浅海化による沿岸域の比較的深い海域の喪失は、生物多様性及び生態系機能にさらに
負の影響を引き起こす恐れもある。

沿岸生態系：砂浜 外部からの砂の持ち込みによる養浜 砂の流出が進行する海岸への適応策として、外部から砂を持ち込み養浜を行うことは、砂浜の根本的な保全・再生にはつながらず、かつ在来の生物群集や生態系の攪乱が起こる可能性がある。

防災を考慮した土地利用
の変更

緩衡帯（バッファ）の整備 砂丘保全・整備、防風、防砂林の保全・整備、洪水対策としての空間確保、海岸侵食対策

遊水池等の整備 集落等への浸水被害を低減するための遊水池・貯水池等の整備

土地利用の変更・規制 住居等の移転 危険区域（浸水予想区域）内の住居等の移転、移転支援

危険区域内の建設禁止・制限 危険区域（浸水予想区域）内の新規の建設禁止・制限

沿岸域特定区域の開発規制 沿岸域保全を主目的として建築行為等の制限

建築様式等の変更 建築物の強化・嵩上げ等 高床式化（ピロティ）、鉄筋コンクリート化、地盤の嵩上げ等

セットバック 危険区域（浸水予想区域）内の新規建築の際にセットバックを義務付け
総合的沿岸域管理

（ICZM）
管理制度の整備、法律の制定・変更 沿岸域管理を主目的とした法律に基づき、関連計画を策定・実施

無対策 特段の対策を採らない 自然特性の保全を最優先とし、短期的な侵食対策を行わない

迅速な避難支援 避難路・避難地の整備 高台等の避難地及び安全な避難路を整備
情報提供、啓発・教育

地域防災力強化
ハザードマップの作成・配布 浸水想定区域、避難地、避難経路を図示した防災地図を作成し住民等へ配布（必要に応じて住民参加ワークショップを開催）

情報提供（施設の整備、Web の活用） 観測情報、予測情報等の収集・提供施設の整備（防災センター等）

防災訓練の実施 地域住民等が参加する防災訓練を定期的に実施、地方自治体職員の防災に関するスキルアップ

防災教育の実施 専門家等による地域住民や児童に対する防災教育の実施、教材作成及び人材育成

自主防災組織の設置 町内会単位の自主防災組織の設置や高齢者等の避難支援を行う防災ボランティア組織の設置

災害時の支援 災害復旧基金、補助金の創設 行政からの出資金、寄付等により基金を創設

防災活動の支援 止水板、土嚢の常備、救援路・復旧用資材輸送ルートの確保

経済的誘導 浸水保険制度の創設 住民等が加入する保険制度を創設

長期的モニタリング 情報収集、蓄積体制の強化 波浪観測、潮位観測、汀線測量、深浅測量

リアルタイムモニタリング 災害時の情報収集・伝達体制の強化 津波、高潮検知システム

浸水等の防止 海岸保全施設等の整備・改良・現況評価 堤防・護岸の整備（維持・管理）、沖合消波施設の整備、水門・陸こうの自動化・遠隔化、老朽化施設の点検・改良など

浸水被害の軽減 排水システムの強化 ある程度の浸水・越流を許容した上で浸水被害を最小限とするための排水ポンプ等の整備、排水システムの防水化

砂浜の保全 河川・海岸の総合的土砂管理 養浜、サンドバイパス、ダム堆砂の排砂

被害を最小化する土地利用や住まい方への転換 連続堤から輪中堤などへの転換による、守るべき区域の限定、スーパー堤防

災害危険区域の指定 災害危険区域の指定による土地利用規制

建物タイプの区域に依存した規制 高床式（ピロティ）構造など

広域防災ネットワークの構築 堤防・緊急用河川敷道路・高架道路等と広域防災拠点による連携

インフラの早期復旧 地方整備局・国総研・土研・自治体・民間の連携

被災状況調査・応急対応・災害危険度予測・対策の企画立案・高度な技術指導・復旧工事支援など

水害危険度に関する事前情報の共有 ハザードマップや水害痕跡の明示

リアルタイム情報の共有 雨量や水位等の携帯・インターネット・防災無線等による共有

リアルタイムシミュレーションによる予測情報の共有

長期的モニタリング 降水量観測、積雪量観測、流量観測

リアルタイム観測システムの高度化 最新型機器への更新、降雨量観測の高密度化

新規施設の整備 河道の整備、堤防強化、スーパー堤防、洪水調整施設の整備

既存施設の有効活用・長寿命化 既設貯水池の堆砂除去

施設の信頼性の向上 性能評価、老朽化対策

ダム群の再編 利水容量の治水への活用、容量振り替え

森林生態系、高山生態系

全般

防災・沿岸大都市
分野

自然生態系

河川

沿岸域

実施にあたり特に配慮が必要
な適応策

海洋生態系、沿岸生態系

淡水生態系

施設整備等による対策

モニタリング体制の高度化

防災体制の充実等に関す
る対策

土地利用変動等に関する
対策

施設整備等による対策

モニタリング体制の高度化

防災体制の充実等に関す
る対策

土地利用変更等に関する
対策

砂浜生態系

干潟・藻場生態系

サンゴ礁・マングローブ生
態系

里山林等・高山生態系

人工林
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【既に実施されている適応策】 保健指導マニュアルの作成・普及（環境省） 省エネとのバランス
条例・制度・計画等の制定・構築（草津市、多治見市における熱中症予防条例の制定等）

職場・学校での取組の支援

【今後上記のほかに可能な適応策】 高齢者世帯への指導（ポスターの配布、介護制度の活用） 高齢者世帯への予防伝達ルートの未整備
熱波警報システムの整備・活用促進の検討・実施

ヒートアイランドを防ぎ、CO2 消費の少ない熱対策を含んだ都市計画

地区ごとのシェルター整備

個人（民間を含む） 【今後可能な適応策】 高齢者のケア（例：民生委員、町内会、ボランティア等によるケア）

【既に実施されている適応策】 生気象学会の指針に基づく取組の推進

救急医学会の取組の推進

【既に実施されている適応策】 感染症サーベイランス 各自治体における感染症対策の予算、人員不足
上下水道の整備

ワクチン接種

各種病原体に対する抗体調査

啓発活動

媒介蚊対策
媒介蚊対策の予算、人員不足、及び専門家育成システムの

不在

媒介蚊の各地方における調査（発生状況調査含む）
媒介蚊の防除に関する実施主体の不明確さと防疫用殺虫剤

の備蓄体制の未整備
媒介蚊防除対策の立案可能な人材の養成

【今後上記のほかに可能な適応策】 媒介動物、海水中の細菌数等の各地域における継続的な調査

【既に実施されている適応策】 媒介蚊との接触忌避

媒介蚊発生環境の除去、幼虫防除

魚介類の生食時の衛生状況注意

【今後上記のほかに可能な適応策】 体調管理

【既に実施されている適応策】 媒介蚊分布域の調査

媒介蚊種特定及び特定法の開発

殺虫剤抵抗性の出現状況調査、機序の解明及び発達状況に関する調査

病原体の検出

防除に関する情報の提供

【今後上記のほかに可能な適応策】 自然界における病原体検出、評価手法の確立

温暖化の各種病原体の増殖に及ぼす影響解明

感染症のヒト感染状況調査手法の開発

各種感染症の検査・診断法の開発と標準化

新ワクチン、新治療薬の開発

【既に実施されている適応策】 光化学オキシダント観測網の強化 環境情報と死亡データなど、既存データとのリンクの不十分さ
光化学オキシダント注意報発令体制、予測システムの強化 健康被害や受診情報の収集、蓄積、管理体制の未整備

【既に実施されている適応策】 大気汚染物質（NOx、VOC）の排出抑制

光化学オキシダントの高濃度時の外出自粛など適切な対応

研究者 【既に実施されている適応策】 日本における光化学オキシダントによる健康影響に関する疫学的情報の蓄積

水環境 個人住宅の雨水浸透ますの設置

防災 建物の強化（屋根材の強風工法、鉄筋コンクリート化、シャッターなど）

防災 浸水被害を最小限にとどめる家づくり（高床式化、地盤の嵩上げなど）

防災 浸水危険区域内からの住居等の移転

防災
自治体・政府等による家屋への被害に対する防災対策（浸水危険区域内の新規の建設禁止・制限及

び住居等の移転支援など）

防災 防災訓練、防災教育の実施・参加

防災 自主防災組織の設置

防災 避難路、避難場所の整備・活用

防災 防災に係る情報（ハザードマップ、施設整備、Web、災害情報など）の提供・活用

防災
自治体・政府等による都市、山地への被害に対する防災対策（海岸保全施設・高潮防護等の整備、排

水システムの強化など）

健康 高齢者等への暑さ対策ケア（町内会、介護制度の活用等）

健康
熱中症等に係る情報（保健指導マニュアル・パンフレット、FAX・携帯電話のメール等による熱中症注意

情報など）の提供・活用

健康 体育館・運動場等に温度計を設置

健康 暑さを緩和する運動施設の整備

健康 市内の駅や商店に水を充填するチャージングステーションの設置

健康 入院患者の暑熱被害回避のための冷房時間延長

健康 暑い時期の工場勤務におけるローテーション休暇の導入

健康
自治体・政府等による熱中症等に対する対策（熱中症予防等に関する条例の制定、高齢者世帯への

介護制度の活用、緑化の推進など）

健康 体調管理

健康 媒介蚊との接触忌避

健康 媒介蚊発生環境の除去（水たまりのチェック、幼虫防除など）

健康 ワクチン接種の推進・実施

健康 感染症に係る情報（媒介動物の分布、防除に関する情報など）の提供・活用

健康
自治体・政府等による感染症に対する対策（媒介動物の分布等の調査、上下水道の整備、ワクチン・

新治療薬の開発支援など）

健康 光化学オキシダント高濃度時の外出や屋外活動の自粛

健康 光化学オキシダント注意報発令体制、予報システムの整備

健康
自治体・政府等による大気汚染への影響に対する対策（光化学オキシダント観測網の強化、疫学的情

報の蓄積など）

水環境 節水機器の活用

水環境 再生水利用による水利用効率の改善

水環境 雨水の利用（雨水貯留、雨水浸透等）による渇水対策

水環境
自治体・政府等による渇水等に対する対策（下水処理水の再利用、水運用の改善（農業用水の水道用

水への転用）、地下水塩水化の防止、自治体間の水道水の相互融通など）

－ 天候デリバティブを活用した異常気象のリスク回避

防災
自治体・政府等による災害に対する支援策（災害保険の活用、災害復旧基金・補助金・浸水保険制度

の創設など）

夏の暑さ － 空調における夜間電力の活用

－ 新規就農者の発掘（団塊の世代の動員等）

－ 大量発生生物の有効利用策の研究（例：大型クラゲの食用化）

－
自治体・政府等による食生活への影響に対する対策（高温に強い食料品種の開発支援、農業振興施

策、市民農園制度の拡充など）

地場産業・伝統産業 － 暑さに対応した産業の育成（例：氷、ビール、団扇など）

－ 散水（打ち水）、ブラインドコントロール・氷枕・水枕等の使用

－ クールビズ

－ ヒートアイランド対策等に係る情報の提供・活用

－ 通気性・断熱性等を考慮したリフォーム

－ 遮熱性・断熱性のある塗料・建材、保水性舗装の活用

－ 建物へのつる性植物の利用（緑のカーテン）など緑化の推進・実施

－ 水自動噴霧装置（冷却ミスト）の利用

－ サマータイム制導入

－
自治体・政府等によるヒートアイランド等に対する対策（土地利用・都市構造の構築による風の道や水

路の整備など）

健康 衛生害虫の発生源の除去

生態系
自治体・政府等による身近な自然等の保護対策（里山の保護、森林の健全な維持、外部からの高温に

適応した種の侵入防止策、モニタリングに協力可能なボランティアの育成など）

生態系 緑化の推進

生態系 湿原や高山植物の生育場所等への踏圧の軽減

生態系 観光者等によるサンゴの破壊的行為の制限

生態系
自治体・政府等による脆弱な自然環境等の保護対策（自然保護区や特別保護区の設置、外部からの

高温に適応した種の侵入防止策など）

イベント － 暑さに対応した地域活性化策の推進（ナイトバザール、キャンドルナイト、花火など）

国民生活・都市生
活分野

健康分野

文化や歴史を感じられるくらし

緑・生物

夏の暑さ

食生活

感染症への影響

暑熱の影響

快適なくらし

経済的に豊かなくらし

健康なくらし

安全なくらし

その他（大気汚染への影響）

緑・生物

収入（災害対策を含む）

水需要

大気汚染への影響

感染症などの病気

夏の暑さ

居住地域、社会基盤等へ
の被害

家屋への被害

個人（民間を含む）

行政等（地方自治体を含
む）

研究者

個人（民間を含む）

行政等（地方自治体を含
む）

研究者

行政等（地方自治体を含
む）
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技術 作付時期等の調整

品種開発・適用

灌漑地域やシステムの変更

作付場所の移動

情報・知識 気候変動の予測から想定される結果等の周知

法制度 気象予測情報の提供

人材 穀物銀行の設置

土と水の保全及び管理に関する教育と実践プログラム

経済システム 作物種保険

税制上の優遇措置/補助金

技術 家庭利用のための雨水収集

貯水及び保全技術

水の節約・再利用

土壌侵食対策の適用

土壌侵食を防ぐ植生の設置・保護

情報・知識 国家計画等の再調整のための水資源のモニタリング

法制度 水資源/洪水/干ばつ管理システムの開発

氾濫原における開発の低減

河川の緩衝地帯の設置

雨水貯留の増加のための建築基準改定

経済システム 節水機器利用を促進するインセンティブの導入

雨水貯蔵タンク購入のための銀行ローン

技術 生育/生息地分断化の低減とコリドーや緩衝地帯の設置

シードバンクでの遺伝子保存

絶滅危惧種を同様の生育/生息地に導入

植林による森林面積拡大と保護

森林災害防止

情報・知識 脆弱な生態系のモニタリング

法制度 統合的な生態系計画・管理の導入

森林管理の強化

自然林保護政策の実行

コミュニティベースの森林火災管理・防止の促進

人材 土地利用規制を行う組織の能力強化

社会システム 社会的な要因を含む管理政策

経済システム 経済的な要因を含む管理政策

技術 湿地の保護

土壌・水保全技術の導入

塩類化土壌の改善・再耕作

氷河湖の人工的な水位低下

既存の自然の障壁の保護

情報・知識 気象及び水文関連サービスにおける早期警戒システムの強化

野火リスク地帯の評価実施と意識向上

法制度 海面上昇に対応する危機管理計画の準備

極端な気象事象のための緊急時への備えの改善

土地利用政策

気候変動の考慮を設計に統合する基準及び規制

社会経済オプション 経済システム 気象災害に対応する保険等のオプションの検討

技術 衛生設備の改善

生物媒介性疾病予防のための技術的解決策の適用

廃棄物処分インフラの増加

情報・知識 伝染病予測プログラム

法制度 ヘルスケアシステムの改善

気候リスクを認識する公衆衛生政策

社会経済オプション 社会システム 公教育と識字率の改善

産業 社会経済オプション 経済システム 観光資源及び収入源の多元化

出典

① 開発を目的に行った取組
が副次的に適応の目的にも
資するケース
② 気候変動への適応の視点
を開発行為の設計・実施に組
み入れられるケース
（Climate-Proofing）
③ 気候変動への適応そのも
のが目的であったケース

気候変動に伴う特定の影響に
対するアプローチ（気候リスク
に基づくアプローチ）
気候変動を含む多くの課題に
対処する能力を向上すること
を通じて気候変動に対する脆
弱性を軽減するアプローチ（脆
弱性に基づくアプローチ；社会
やコミュニティがいま既に有す
る脆弱性に主眼を置いたアプ
ローチ）

途上国

人間の健康

防災・沿岸

生態系・生物多様性

水資源

農業

政策オプション

技術オプション

政策オプション

技術オプション

社会経済オプション

政策オプション

技術オプション

社会経済オプション

政策オプション

技術オプション

社会経済オプション

政策オプション

技術オプション
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